
様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課局・室・所得)1 商工労働課 企業立地推進室 l 回三百

1r.L!口東京謹科大学は、「地域ゐキーパ}ソン育成Jをスローガン
事liこ掲げ改革を進めており、地域の課題を解決することで双方の
業|発展を目指している。その大学と市内企業の交流を促進すること
概lで、新商品の開発はもとより、人材育成など幅広く連携する環境
要|を整備する。

産学官連携推進事業

山口東京理科大学、.市内企業

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円)

国庫支出金

'支 財 県支出金
出
内

源内 害合IJ 地方債

訳 訳 その他、
一般財源

dEbヨ. 計 。 。 合?計

人件費概算 |人工数(漂い件13;611習且|無|也記 一般

活動指槙または成果指標

山口東京理科大学と連携した企業訪問
又は、セミナー開催等の回数

21幹事会の開催回数

3 

目的の妥当性 妥当である

H26 1 H27 

1回 I 1回
l回 I 1回
100% 1 100% 

新事業、新産業の創出は、雇用の場の確保に寄与する。

。

決算額(円)

。
経常

妥 -・・・・・・・・・・・・・・・......・・・・・・・・・.・・..........-・・・・・・・・・・・・・・・・......................................u.....................................・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・...........................................
ハノ 当 自治体関与の妥当性 妥当である 大学と企業のマッチングは、市が積極的に関与する必要がある。
性 ，';..;....'.~........~......;.....・・・・・...................................... .............ー・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・.............................................................................................................................
対象(受益者)の妥当性 妥当である 大学と企業の双方に利点があり、妥当である。

目標達成度 達成している 直ちに新事業等が形成される訳ではないため、地道に事業継続をする必要がある。
有 ...................o........................... -・・............................................................................................................................................................................................... 

効性
類似事業の存在 存在しない
.......目.......ー・・・・・・・・~・・・・・・・・・・・・・・・，・・・・・・・-・・・・・・・.......................................................................................................................................................................................... 
上位施策への貢献度 貢献している

実施主体の適正化 適正である 市が先導することで、大学や企業側が参画しやすい環境づくりが可能となる。
i効

h、J 、
-・・町・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・-・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・...-・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・....................................................................................................................................

率 受益者負担の適正化 適正である 大学や企業側の負担を考慮すると、年1回程度の実施が妥当である。
性 .'... ...~.~....'..... .....;..........~.......... -・・・・・・・・・・・・・・・・・・..........-・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・..
コスト効率 適正である ゼロ予算事業として実施している。

.レ
平成28年4月からの公立化に伴い、 7月25日に大学・商工会議所・市の4者で産学官連携推進協議会を立ち上げた、技術
説明会、研究室公開を実施し、シーズ集を作成した。
今後は、大学が作成した、ンーズ集や市が作成した企業ガイドプ、ツクを活用した協議会による連携事業を進める必要がある。

課題

今の向方性後 計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

特記 |ゼロ予算事業

事項 | 



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課圃局・室刊(係)| 商工労働課 企業立地推進室 i 匹I38 I 

引EF諸謀説議見端野喋EZ品~I 対象|市内企業、園、県、関係機関
言|ど新産業創出に係る各種事業の啓発に努め、既存企業|手段|市内企業への啓発活動と園、県などの情報収集
要|の事業拡大に繋げる。

新産業創出支援事業

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

支
出

内
訳

dロ』 計 。 。

歳入 予算現額(円) 決算額(円〕

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債 ψ

内合
訳 その他

一般財源

dロ』 計 。 。
人件費概算 l人ヱ数(官~凧宏司|想見|無 I~空| 一般 経常

132.00% I 119.00% 

活動指標または成果指標

1 I企業訪問件数

7
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社
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3 

目的の妥当性 1 妥当である|市内企業の内発展開の促進は、多面的な効果が得られるため妥当である。
妥 t...，..・H・........・H・-・・....・M・....・M・-・寸 r 
当 |自治体関与の妥当性|妥当である 1産学公連携の仲介は、市が率先して行う必要がある。
性 t・H・-…………山…山.1.............................1.
|対象(受益者)の妥当性| 妥当である|事業拡大を模索する企業と関係機関の連携であり、両者のマッチングは重要である。

|目標達成度 、 |達成している|直ちに新事業の創出という訳にはいかないため、地道に企業訪問を展開していく。
有 l・...・H・....・M・-…・・・・・............…・1.....…………….1. 
効|類似事業の存在 |存在しない
性 L;.......:...............::.....;..........;.I

|--j 

効|脅さ~O)男!ぞ |空主主空|空た幣fmfで~$5'ëと，-(1'rぞき竺?:
率 l受益者負担の適正化1適正である

3 性 L………… l

コスト効率 適正である

企業ガイドブ、ックやホームページの更新を密にし、最新の情報提供を行う必要がある。
平成28年4月からの山口東京理科大学の公立化に伴い、さらに事業所と大学の連携を図る必要がある。

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

向性

.レ



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室・所(係)| 商工労働課 企業立地推進室 | 匹I39 I 

企業ガイドブック活用事業

杢|長官締法Eh許認ZZ諮問13|対象 I(市外市悦業等
霊1;、市内企業が広く事業マッチングができるよう支援す|手段|ガイドブックを配布することにより、 PR活動の強化を図る
裏山。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円) 決算額(円)

印刷製本費 496，800 486，000 国庫支出金

支 財 県支出金

出内
源割
地方債

内合
訳一 訳 その他

一般財源 496，800 486，0001 
dEb3 h 計 496，800 486，000 合計 496，800 486，0001 

人件費概算 一般 臨時

活動指標または成果指標 H26 H27 

1 1企業ガイドブ、ックの更新

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|市内企業等の事業内容を紹介する冊子となっており、PR事業には欠かせないものである。
妥 t...・....……・………….，.............................1
当 |自治体関与の妥当性| 妥当である|市内企業や山口東京理科大学を紹介するガイドブック製作であり、市が行う必要がある。
性}…...・H・.....・H・...………;，1.............................1
l対象(受益者)の妥当性|妥当である|事業のマッチングにより、市内企業の内発展開を促進する事業である。

.. I自標達成度
有}、 I

{効 |類似事業の存在 |存在しない
性ト叩…...，.;............，+........，...，1
I上位施策代の貢献度|貢献している

効 i雪:~主空勿?翌主!史守~.......I一1.翌:fjjl;tl，空力今空矧10ゴo司J~.~.り守全警f士>UJ史f子烹空空主さ7T三?雪空.雪2士士.0P空!烹E雪空さ烹芝å9?巴，$烹!史立竺:ど三f三.è:史守
率 l受益者負担の適正化|適正である
性|……・・......・-一……"…一1..............……・・…r
コスト効率九 |適正である 12~3年に1度は最新の情報に更新を図る必要がある。

.レ
企業へのアンケート調査などを行い、現状を把握した上で、使いやすく利用し易いガイドプ、ックを作成する必要がある。
次回の更新にあたっては、対象業種の範囲等、検討する必要がある。

課題

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

I :; I 



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シートi課・局室・所得)1 商工労働課 商工労働係 匹亡日

産業再配置促進環境整備費補助金の基金処分に伴う国庫補助金返還事業

中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律第15条第2項の規定に
対象 園、やまぐち産業振興財団基づく同意を受けた高度技術産業集積活性化計画に定める地域内に所

在する企業が、研究開発を行うに当たり、必要とする資金を金融機関から事業
手段 やまぐち振興財団へ出資した債務保証基金のうち、国庫補助分について返還借り受ける際に負担する債務を保証するため、国等からの補助を受け、や

1概
まぐち産業振興財団に対し、出資した債務補償基金のうち、国庫補助金部
要 分(相当額)を国へ返還するもの。昭和59年から4回出資(49，650千円う
ち国庫補助分44，680千円) 意図 当該基金制度の終了に伴う返還措置

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

償還金 44，680，000 44，680，000 国庫支出金

支 財 県支出金
出

内
源割
地方債

内合
訳 訳 その他 基金返還分 44，680，000 

ー般財源 。
~民Z 言十 44，680，000 44，680，000 dZ』ヨ 計 44，680，000 

人件費概算 |人工数(淵人件記~I 鷲見|無|巳到 一般

苦言語指標または成果指標

1 1国庫補助金相当額の返還

2 

3 

※上段:目標中段:実績下段:達成率

H26 1 官互デ寸 I H28 l国語

…l………二……..1 l.一票聖士主….J達成
完了 l 度

良い

決算額(円)

44，680，000 。
44，680，000 

臨時

目的の妥当性 | 妥当である|市が固からの補助を受け出資した基金の一部であり、財団から市を通して国へ返還するもの。
妥}……………………"↓….....................1
当I自治体関与の妥当性|妥当である|労働環境の向上を図・るための事業であり、要綱に基づいている。
性ιf;.・H・-…………………1.............................1
対象(受益者)の妥当性| 妥当である|市が固からの補助を受け出資した基金の一部であり、財団から市を通して国へ返還するもの。

目標達成度 達成している
有 t....，.'.… l

効 i類似事業の存在 |存在しない
性 f........，.，..;.....，..........，..:.，...".;..1
トー竺件位施日策(の貢献問貢献b宅いる

l(J川山;7つつ7市|「tミ訣叩叩叩性円門円叩性門門門円??幣明空幣貯照空担黙!主1|F広F貯引三交於叩引叩?於引引2汀切叩|肢閃附土史f"~ ， I，w，'益者負担の適正化|適正である
性 |
コスト効率 | 適正である

l課題

、今の向性後方

、特記
事項

事業の終了

.. 
改時善期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室・所(係)I 商工労働課

一l市蚕記王吾首言内企業訪問をはじめ、定期的に市内企業に
霊|対して雇用確保の要請を行うことで、多様な正規雇用の
概|場を創出する。

要

商工労働係

歳 出 予算現額(円〕 決算額(円) 歳入 予算現額(円)

国庫支出金

支 財 県支出金
f出

内
源割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財源

、合計 。 。
し
合計 p o 

人件費概算 r工数(人21M牛閉山想見|無|恒到 ヱJ
※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または蔵菓子宮麗 l 市芝ナ一寸 I H28 |日題

1 1市長企業訪問数 :::z:::::::::|:::::::二三::::::||:::::z:::::::匡
21宇部管内有効求人倍率(年間平均) 1.03 1.21 1.41 

3 

回二百

決算額(円)

。
経常

目的の妥当性 |妥当である|地元企業の雇用確保・人口定住のため正規雇用の場を創出する必要がある。

引説明訟をI:日~::t~~計五日持労説自治.........
対象[受益者)の妥当性|妥当である|新規学卒者だけでなく高齢者や障がい者の雇用確保を図ってし唱。

l目標達成度
| 有 i…......・H・..γ“-………・・l
e 効 |類似事業の存在 |存在しない

性『斗属議ふ言語副長示日;ヨ降雨量i弘通五議35:福山室;
実施主体の適正化、 |適正である

効 、ト.....山.，片ヤ"，叫.“川山..
十率 1:受受益者負担φ適正化|適正である
性 ιF恥いFドい.戸山L一一…….. 山.. 山..川.<.. 示一.:..;~.戸ふふ.ιふ山iムム.帥.吋可}守ザ:
.，コ又卜効率 I適正である

..... 
山口;東京理科大学の学生が、卒業後に市内事業所に就職できるよう雇用の場を創出するとともに、地元企業の人材確保・支

J 

援に努める必要がある。

課題

、今の向方後性 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局M室・所(係)1 商工労働課 商工労働係

雇用能力開発支援センター施設維持管理事業

.，.，.，地域に聞かれた職業教育・職業訓練の場として、利用者・

芸|利用団体のニーズに対応できるよう、職業訓練施設として

概|の体制整備及び環境整備を行う。

INol 8 I 

要|平成28年度開館日数:243日
職業能力開発施設を提供し、キャリアアップを支援する。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

需用費 3，062，000 3，033，909 国庫支出金

支 役務費 103，000 93，514 
出
委託料 4，036，110 3，773，499 

内

財 県支出金

源内 割合 地方債

訳 その他 133，000 78，751 訳 その他 使用料 3，901，640 3，464，200 

工事請負費 18，890，799 18，890，280 一般財源 22，323，269 22，405，753 

合 言十 26，224，909 25，869，953 、 合 計 26，224;909 25，869，953 

人件費概算 FI強I漂い手官~問~-Iム|也生| 一般 |品開|
※上段:目標中段:実績下段:達成率

7吾7覇指1藁ま元匝蔵栗霜榛 H26 1 官 LJ，. H28 1目標 1

100% 1 100% 1 I 100% 1達成
1 1年間使用日数(稼動率) 95.90% 弘 1I 95.40% 1度

2 

普通

3 

目的の妥当性 .1妥当である|職業訓練、職業能力の開発により弘、次世代に引き継ぐ人材の確保.育成に寄与する。
妥 lト卜.. 山.. …“ 
当1自治体関与の妥当性|妥当である|労働環境の向上を図るための事業であり弘、要綱に基づいているo
‘ 性 |ト卜.一吋山十そ4山十.. ヤ....プ一1一...・H ・-………........……十・…....... ・・・・|

I対象(受益者)の妥当性|妥当である|山陽小野田市雇用能力開発支援センター条例に基づき、利用者を定めている。

有1目標達成度 |概ね達成している

、効 |類似事業の存在 |存在しない

性五最高雨量|説こ石;五|長編謀長返る説五幅広函長:ス婦長;;員長白山;

;引効 i警警性?勿タ肝1E尽Eιι川i一一J貝.J空空史空ぞ~....l防T史吻.号腎雪f竺:竺空空里?県1"$史"$，宇.守里幣竺竺守.ヲ?閉?雪烹Z三:さ万空空，øu性IfZ:県!ピf
{率 l号益者負担の適正化|適正である

性~.;;.~，.;.~，~...... ~..:.，..;~ .;..ó:...;......~ ..，1 

1 ， Iコスト効率 1 適正である
守 1

.い
建築後50年を経過している施設であり、老朽化による維持管理コストの増加や耐震化の問題など、今後、大規模改修の必

課題

の今向性後方 ， 

特記
事項

要がある。
現在、隣接地に学校給食センターが建設中であり、給食センター関係者が、雇用能力開発支援センター内の駐車スペース
を利用しているため、雇用能力開発支援センター利用者に不便がないよう、駐車スペースを確保する必要がある。

計画どおり事業を進めることが適当
改善

時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|謀・局・室・所(係)I 商工労働課 商工労働係 匹I9 I 

就業対策促進事業

事|園、県と連携を図りながら、若者、女性、高齢者、障がい者の就
|業を促進する。また、本市独自の「就職説明会Jや「就職面接会」

業|を実施し、地元企業への就職を支援する。また、各種就職セミ|手段|国や県、関係団体との連携による就職情報の提供等
概|ナーなどの情報を、広報紙・ホームペ}ジに掲載するなど、広く
要|情報発信を行っているo

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金
3支 財 県支出金

令 出内

訳

源割
地方債

訳内合
その他

一般財源

合ム計 。l 。 4E』Z 計 。
人件費概算 |人工数(住|人件128I[宝到 他出
活動指標または成果指標 H26 

1 1就職面接会への参加者数

できるだけ多く|できるだけ多く

21広報紙・ホームページへの就労情報掲載回数 10回 10回

できるだけ高く|できるだけ高く1Iできるだけ高く
31宇部管内有効求人倍率(年間平均) 1.03 1.31 1.41 

目的の妥当性 妥当である|市内事業所の雇用確保、市内就業を支援する事業であり極めて重要である。
妥 t.......……........……...・H・.1.............................1
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|労働環境の向上を図るための事業であり、要綱に基づいている。
性トH ・H ・.............・H・.. .……1.............................1 
対象(受益者?の妥当性|妥当である|多様な人材の確保、就業支援を行っている。

J目標達成度 |概ね達成している
有 ~....;;......:.;............;...;............I

l' .~.，...I類似事業の存在 . I存在しない
1.::t rエi掃員二伝言語i""l長示-Cモ;;ぶ民福記長ぶ示-葉支長iL:ぷ益事.長i二五JL五議長Z-
実施主体の適正化 適正である|本市独自の就職面接会等を実施することで、地元就職を推進できる。

効『、 1

率一 l受益者負担の適正化|適正である
、性 .F叩ー..…ー:

、
l

， 1コスト効率 、 | 適正である

.レ

。

平成28年度から、本市独自の就職面接会(市内事業所限定)を開催し、 100名を超える求職者の参加があった。今後、説明
会や面接会の内容や規模により、会場費など、予算化していく必要がある。
また、勤労青少年ホームや雇用能力開発支援センターで開催されるセミナーや相談会への参加者が少ないため、様々な情

課題 報発信ツーノレを活用し、一層の周知を図る必要がある。

今の後
方 事業の進め方等に改善が必要 改時期

善
29年度中に改善に着手

向性



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室園所得)i 商工労働課 商工労働係

高年齢者就業機会確保事業

シノレバー人材センターの経営基盤の安定、強化を支援する正面両高齢者
事|の就業機会の確保を図る。また、平成27年度から、国の施策として、シル
業lパー人材センターが中心となって、入手不足分野や育児や介護等の現役
姐0:1世代を支える人材派遣事業がはじまった。固と連携してシルバー人材セン
韮|ターに補助金を交付するこ民新たな職域拡大による高齢者の活躍の場
lを創出する。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円J
補助金 8，480，000 8，081，000 

支
出
内，

訳

合計 8，480，000 8，081，000 

歳 入 予算現額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 8，480，000 
4E』ヨ 計 、8，480，000

人件費概算 |人工数(悦|人件15;61|官|無|匝色|一般
若動指標または成果宿覆

1 1シルバー人材センター会員数

21受注件数

31派遣事業就業延人員数

※上段:目標中段:実績下段:達成率

l 官デ寸 I H28 |目標 l

:二 504A二l.二!?1五二:||:::E目玉........医
......玉虫~w:::::[::::~;:?~:~:w::::::I L::::?活設......

2，961人 2，914人 4，978人

目的の妥当性 、 |妥当である|高齢者の就業機会確保に寄与するため妥当である。
妥}…J・H・H・-・………………1.............................1
当 I自治体関与の妥当性|妥当である|労働環境の向上を図るための事業であり弘、要綱に基づいている。
性性一 十十十卜卜hム…...“一….マ?
|対象(受益者1の妥当性| 妥当である|高齢者の能力活用を支援するためのものであり弘、妥当である。

目標達成度
有 ~.，..・M・.......・・・H・H・..…H・H・-……1..・H・M・....…

効 |類似事業の存在 |存在しない

土|副長二伝説|必;:計画幅広副長谷両みら:福山花;

効|黙さ1*(])照:.~......l...~~芳三I.~~!.?望月烹??ヨ)~，~.主役
、率 I受益者負担の適正化|適正である
ん性 |山・H・H・...…..….......・H・-…~，.+.....…・・…・・…・....・I・-…
1コスト効率 ヘ l適正である

.レ

匹仁日

決算額(円)

8，081，000 

8，081，000 

経常

両齢者等の雇用の安定等に関する法律に基づく事業であり、市内の両齢者の就業機会確保など生涯にわたり安定した働き
方を支援する必要がある。また、人手不足分野や育児や介護等による派遣事業など、引き続き、シノレバー人材センターと連
携し、雇用の場の確保や現役世代支援に力を入れる必要がある。

課題

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

I :~ 



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|諜・局・室・所得)I 商工労働課 商工労働係

地域職業相談室管理運営事業

告 I公嘉誠葉蚕定所厄再需に係る代替措置として固と市が共
霊|同して、雇用能力開発支援センター内に「地域職業相談
まi室」を設置している。
室|宇部公共職業安定所と連携しながら、求職相談等就職支
l援を行う。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

通信運搬費 240，000 166，958 

支出

内
訳

dEz』a 計 240，000 166，958 

人件費概算

H26 

歳入

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債内合

訳 その他

一般財調

合 計

活動指標または成果指標

1 1求職相談件数(年間累計)
......."7j.67f.平…・'r・・.....4:千五存…..

2 

3 

目的の妥当性 |妥当である|離職者や求職者の就職支援につながり妥当である。
妥.I ~…..山..ん……….…….山……..山……..山..山..山……..山.“山..山……..山.. 山.“山…….“山.“山..山.....

予算現額(円)

240，000 

240，0001. 

一般

当 |自?治奇体関与の妥当性|妥当である|労働環境の向上を図るための事業であり、要綱に基づいている。
|卜i 性 } …ペ..，・H・..…......・H・...…・・…・・1.............................1

|対象(受益者)の妥当性|妥当である|離職者や求職者を対象にした事業であり妥当である。

I~~~I 目標達成度
有ト…..…...・H ・-…H・H ・-……・1
見効 i類似事業の存在 • I 存在しない

竺|エi掃員二ぷ言語J 長証c~.~.~~..1説説i;員長こそお;

効|熟き~~.~黙|翌主主吹 lpf????合作主主任
率 1受益者負担の適正化|適正である
性、~..，.;.;，....;..，.，~...;..;、.;;， .;;;....1

|コスト効率三 |適正である .. 

匹巴ヨ

決算額(円)

166，958 

166，958 

経常

平成28年度の有効求人倍率は約1.4倍と、1.0倍を超えている状況にはあるが、引き続き、地元定着に向け、求職者や離職

課題

一、今の後方

向性

l特記

事項

者への就職支援を行う。
今後も、市広報紙・ホームページなどで情報提供に努める必要がある。

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室・所(係)I 商工労働課 商工労働係

事|結婚、出産等による離職から再就職を希望する女性を対
:!:I象とし、就業再開に必要な知識、技能を習得できる機会
議|を提供し、地元事業所に就業できるように支援する。ま
|た、託児サービスの提供など子育て女性に配慮し、本事
要|業に参加しやすい環境の整備に努めた。受講者11名。

。歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

委託料 2，500，000 2，500，000 

支
1 出

内
訳

ぷE』3 言十- 2，500，000 2，500，000 

人件費概算

活動指標または成果指標 H26" 

1 I研修生の就業率(3月末時点)

2 

3 

子育て女性等就職応援事業

歳 入 予算現額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債内合r

訳 その他 地岨づ〈り抱温事置肋混合 1，000，000 

一般財源 1，500，000 

4ロ』 計 2，500，000 

一般

H27 

80%以上

90% 

112.5% 

匹[JD

決算額(円H

1，000，000 

1，500，000 

2，500，000 

臨時

|目的の妥当性 | 妥当である|女性の活躍の場づくりの推進や雇用支援により女性の定着、キャリアアップを支援する。
妥トH・H・......……………斗 | 
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|労働環境の向上を図るための事業であり、要綱に基づいている。
性 H……………………十|
対象(受益者)の妥当性l妥当である|女性の活躍の場づくりの推進や雇用支援は、総合戦略に掲げる事業である。

目標達成度 I達成している
有\トデ'.，ò...，.......， ..~;.....;....;....;1

効 |類似事業の存在 I存在しない

性エ反証言芯説;.Ji;..1五示日;;ぷ|説み量五五五伝説-長雨量iJ;五言語両;員長-五ぷLZ;

|効;|黙さ叩|町役|訪台所史<I?O)fl百叩間設:
¥率、!受益者負担の適正化|適正である
:性 r.:;.......;.:m..:';.;"....;...;.;..........1

;..' l:J?スト効率 一 l適正である

.、、、、

、課題

今の向後方性

特記
事項

..... 
事業受託者による10年間のアフタ フオロ 期間はあるものの、委託期間内で目標とする就業率をクリアすることができな
かった。また、定員を15名としていたが、実際の受講は11名であり、より効果的な周知方法の検討や受講対象を近隣市の市
民まで広げるなど、今後は幅広く受講生を募る取組が必要となっている。

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・昂・室・所(係)I 商工労働課 商工労働係

労働会館管理運営事業

事|勤労福同市民の福祉の増進に資する施設以利用
品|促進を図る。
議|指定管理者制度を活用し、施設の運営管理を行う。
要|指定管理期間(H28.04.01~H3 1. 03.31) 

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

指定管理料 6，567，000 6，566，400 

支 需用費(修繕費) 209，000 23，328 
出
役務費 7，000 6，658 

内

i 訳

.g. ヨ E十 6，783，000 6，596，386 

歳 入 予算現額(円)

国康支出金

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他 使用料 1，401，440 

ー般財源 5，381，560 

t匡』ヨ 計 6;783，000 

人件費概算 !人工数(人間人件計~ I想見付|匝到 一般

活動指標または成果福覆

1 I年間利用者数

2 

3 

※上段:目標中段:実績下段:達成率

H26 I H27ー1I H28 |臼擢
:::::::~:~;:~~:~:s:::J::J~~:箆(&::::::1 l::::::~:~;:!.~:~s::::i笠

|目的の妥当性 l 妥当である|労働環境の向上を図る事業であり妥当である。
妥ト……H・H・H・H・........・M・....…ト…………........1

h 当 |自治体関与の妥当性|妥当である|労働環境の向上を図るための事業であり、要綱に基づいている。
性ト…...................…………1.............................1
対象C受益者)の妥当性|妥当である|山陽小野田市労働会館条例等に基づき規定している。

t目標達成度
有 }トド"山…..川.
、効 |類似事業の存在 | 存在しなしい、

?子陸最長盆経:1説CZi;五|説員長副議長編福山花;
効|帯主~O)lM王子 I....~.~土門|今:Þf:明Ui3t~;与党主!?rT:
/率 |受益者負担の適正化|適正である
} 性 }…・4・・ー '.;;..;;.，.;，....:....:;.......1 
lコスト効率 I適正である

.レ

匹I13 I 

決算額(円)

1，214，270 

5，382，116 

6，596，386 

経常

指定管理者制度を活用し、適正管理に努めているが、施設の老朽化に伴う維持管理コストの増大及び大規模改修が課題で

課題

e 今の向;性後方

特記
事項

ある。

計画どおり事業を進めることが適当 改時期善



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課唱・室・所(係)I 商工労働課 商工労働係 匹亡日

優良勤労者表彰事業

事|同一事業所に25年以上勤務じた者、顕著な技術開発等|対象|市内企業従事者、農林水産業従事者及び勤労学生
~Iにより事業所の発展に寄与した者、農林水産業に専業と
翻して25年以上従事した者、勤労生徒等、成績優秀な勤労
要|者の表彰を毎年11月23日の勤労感謝の日に実施する。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

報酬 12，000 10，000 国庫支出金

支 報償費 156，000 111，000 財 県支出金
出
その他 49，000 31，210 

内

j原割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財j原 217，000 152，210 
dEb2 • 計 2H，000 152，210 4E』2 計 217，000 152，210 

人件費概算 |人工数官|人件関~I 想見|無|国到 一般 経常

活動指標ま正直蔵栗福覆 H26 

1 I被表彰者の人数 48人 35人

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|勤労者の勤労意欲の高揚につながる事業であり、妥当である。
妥『十r什“山…...………..山….“山…..山.“.………..山…..山….“山.“.“……….“山…..山…..…....山………..山…..山..………..“………….“山…..山..……....1...
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|労働環境の向上を図るための事業であり弘、要綱に基づいている。
l 性性げ |ト卜卜“…………..……..…………..……..……..…..…..・・・…...・H ・-…….+.............................1 
|対象(受益者)の妥当性| 妥当である|勤労者の勤労意欲の高揚につながる事業であり、妥当である。

目標達成度
有 t…・・……・・…"'r"・H・......・H ・.1.............................1
効 |類似事業の存在 | 存在する |勤労者だけでなく、農林水産業従事者や勤労学生なと、対象が幅広く、意義がある。
性 }……~………・日………1.............................1
上位施策への貢献度|施策体系外|地域産業に貢献した者を表彰することで、さらに産業発展を図るものである。

効 l~.竺空#;0):空写生 lFffflf空~Iピ:ザ.空空ftJ黙.;ff空守主雪竺-r:àtJlJ，空.E!!?.f.127.
j率 l受益者負担の適正化1適正である

均二五雨量6Y |言語.~;;~..l逼玉三五五;:ζ

.レ
、引き続き、本市の地域産業に貢献した勤労者の功績を称え、勤労意欲の高揚を図る必要がある。

課題

:今の後方

向性

特記
事項

計画どおり事業を進めることが適当 改時善期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課圃扇M室M所(係)I 商工労働課 商工労働係

中項目(施策)

労働環境の向上

勤労福祉推進事業(勤労福祉共済会補助金)

.中小企業勤労者の福祉の増進を図るこ正を百両i亡山口県勤労
事|福祉共済会が実施している共済事業の事務局となり、雇用の安
業|定と中小企業の発展を推進している。勤労福祉共済会の活動支
概|援・制度の普及支援に加え、加入者に対する福祉対策事業を実
要l施する。現在、勤労福祉共済会への補助は現在行っていない。

歳出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円)

補助金(勤労福祉共済会) 。 。 国庫支出金

支
出
内

財 県支出金
瀬割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財源 。
合 計 。 。 ，4E』3 言十 。
人件費概算 !人工数(悦|人f牛25:6げずい]匝副 一般

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標言正直語菓福覆 H26 I 有吉一寸 I H28 1目標 l

1 1 I 1達成
1 1勤労福祉共済会加入促進のための企業訪問 通事業所…r"5'O事業前…Ir…記事業所・…l度'

21勤労福祉共済会加入者数 695人 569人 559人

3 

l目的の妥当性二 |妥当である|市内の中小企業に対し、労働環境の向上を図る事業である。
妥ト…...・H・……………1.............................1
I当l自治体関与の妥当性|妥当である|労働環境の向上を図るための事業であり、要綱に基づいている。
性 }…・・…・・…u……………:1.............................1
| |対象(受益者)の妥当性I:妥当である|勤労者の労働環境向上を図る事業であり妥当である。
目標達成度

有トH・M・-……・ I 

効 |類似事業の存在 |存在しない

?JJj斗通量二伝言語房長ぶモ;:五|語伝説五五属議主語czi三
効 i快黙栴主撚?伶;f?空jE.烈黙f片!守 ，J快空幣空史叩三芝空摂三叶叶t佐立竺然?竺幣然空存咲渋e:1土.ど史と
率 l受益者負担の適正化 l適正である
性~・l
bスト効率 |適正である .ト
勤労者の労働環境の向上を図るため、引き続き制度の普及、活動支援に努める。

、課題

今の後方 J 

計画どおり事業を進めることが適当
改善

向性
時期

LE雪

匹I15 I 

決算額(円)

。
。

経常



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)I 商工労働課 商工労働係 匹I16 I 

勤労福祉推進事業(中小企業退職金共済掛金事業主負担補助金)

事|中小企業退職金共済に加入する中小企業の事業所に対|対象|中小企業退職金共済加入事業所
業|し、中小企業退職金共済掛金を補助することで、労働者I0-. -.， I 
概|の福利厚生を充実させ、働きやすい環境整備を支援す|手段|掛金補助
lるロ要・ u

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

…補助金(中退共補助) 800，000 603，000 国庫支出金

、支 財、 県支出金
出
内

源割
地方債内合

訳 訳 その他

一般財源 800，000 

4E』Z• 計 800，00Q 603，000 d回L 計 800，000 

人件費概算 !よ工数Ittl 人件知~ I 想見|無 I~竺l 一般

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I H26. I H27 I I H28 1目標 l

1 1 1 I 1達成
1 1中小企業退職金共済制度補助対象事業所数 r -71 - r 75 1 r 89 1 度

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|市内の中小企業に対し、労働環境の向上を図る事業である。
妥 t…...…・・・……・………"1'"… 1 

当 I自治体関与の妥当性|妥当である|労働環境の向上を図るための事業であり、要綱に基づいている。
性 f・...・M・..……………H・H・...イ|
対象(受益者)の妥当性|妥当である|勤労者の労働環境向上を図る事業であり妥当である0

.目標達成度
有 f;.:;...........::，;;，.，.;.:.;...;;..;..........，1
効 1類似事業の存在 |存在しない

性 Iエi掃員二伝言語-長|長示日以|語面長瓦ぷ両エ半面る-手証言語C-そ-;:zi
実施主体の適正化 適正である|行政として中小企業勤労者のための活動を支援するものである。

i 院予将棋引玉三五~::l:::::::::::::::::::::::::::::::
Iコスト効率一‘ 適正である

..... 
へ勤労者の労働環境の向上を図るため、引き続き制度の普及、活動支援に努める必要がある。

課題

r今の向後方性、( 

特記
事項

計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

決算額(円)

603，000 

603，000 

経常



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室・所(係)I 商工労働課 商工労働係 匹I17 I 

労働者団体支援事業(山陽小野田地区労働者福祉協議会)

事|勤労者の労働福祉環麗の向上のため、山陽小野田地区
業|労働者福祉協議会の活動に対し、補助金を交付する。

概
要

支
出

内
訳

歳 出、

地区労働者福祉協議会補助金

報償費

合 計

予算現額(円) 決算額(円)

135，000 135，000 

30，000 28，956 

165，000 163，956 

歳入 予算現額(円)

国庫支出金

財 県支出金
j原割
地方債

内合
訳 その他

一般財j原 165，000 

合 計 165，000 

人件費概算 !人工数(淵人件13Ll|窓見[ぷ|也記 一般

若覇指標または成果指標 H26 

※上段:目標中段:実績下段:達成率

H27 I I H28 I目標 l

達成

1 1補助金の交付 135，000円 135，000円 135，000円 I度

2 

3 

|目的の妥当性 |妥当である|勤労者の福利厚生を充実させるためのものであり、妥当である。
妥ト……………………・・1.............................，
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|労働環境の向上を図るための事業であり、要綱に基づいている0

3 性ト……………H・H・.....・H・.;.1.............................1
対象(受益者)の妥当性| 妥当である|勤労者を対象とした事業であり、妥当である。

目標達成度
有}一…1.............................1

4 効1，I類似事業の存在 1 存在しない'

性『斗届ぶ雨量J言語以;五|説説記両エii員長山花;
効雪性t-$i(})~黙 .;~.I....~.~.~ぞけ明!fffJF!f空害虫.3
.<率、 l受益者負担の適正化1適正である
性 b."，....;.，;，.，，:.:.;;μ..・ J
lネスト効率 1 適正である

ノ課題、

，今の後方

向性

特記
事項

.レ
勤労者の福利厚生を充実させるため、引き続き活動を支援する。

計画どおり事業を進めることが適当 改時期善

決算額(円)

163，956 

163，956 

経常



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室・所(係)1 商工労働課 商工労働係

労働者団体支援事業(連合山口西部地域協議会)

手段|労働福祉に資する団体に補助金を交付する。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 。予算現額(円)

労働福祉対策費補助金 1，000，000 1，000，000 国庫支出金

、支 財 県支出金
出
内

源割
地方債

肉合
訳 訳 その他

一般財源 1，000，000 

£ロ』 計 ， 1，000，000 1，000，000 AEbZ 』 計 1，000，000 

人件費概算 |人工数(官~人f牛15Li I官 1-;'I~竺l 一般

活動指標または成果指標 H26 

1 I補助金の交付 1，000，000円 11，000，000円

2 

3 

目的の妥当性、 妥当である|勤労者の福利厚生を充実させるためのものであり、妥当である。
妥 t..，o，......・M・・M・-…....・H・…・I.............................t
当当;1自j治台f体本関与の妥当当、性| 妥当である |労働環境の向上を図るための事業であり弘、要綱に基づいている。

ぺ 性 }トトド"………….. …… .. ……… .. … .. …円円.. ……….目….. ….…4………....引小….. ………… .. …… .. ………… .. …… .. …… .. …..“一一一Jι.一円.. 
l対象(受益者)の妥当性| 妥当である|勤労者を対象とした事業であり札、妥当でで、ある。

目標達成度

lil持労務:二[:z-522:
上位施策への貢献度|貢献している|労働環境の向上に貢献している。

効|開き??空空:.~.......I 空主主投|雪作tfJ.P.!f?と-C1，，\空'0
(率 I受益者負担の適正化，1適正である
ノ位、 I‘ A 、 1.............................1 
|コスト効率 1 適正である|

、肉
，、 、，

課題

今の向後方性

特記
事項

• 勤労者の福利厚生を充実させるため、引き続き活動を支援する。

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

匹巳日

決算額(円)

1，000，000 

1，000;000 

経常



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室・所得)I 商工労働課 商工労働係

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

中小企業福祉事業補助金 486，000 486，000 国庫支出金

支 財 県支出金
，出
肉

源割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財源 486，000 

.g. ヨ 言十 486;000 486，000 dロ~ 計 486，000 

人件費概算 一般

活動指標または成果指標 H26 H27 

1 1補助金の交付 ----k.68;B85肖…r'48i3';O節目…

2 

3 

| 妥 I.~門?門0)*警努空黙黙詑空竺ιι;よ…ペ?十.，....".， ....1 雪黙?三訪空三 1.男黙雪空宇;ff(f)三.宇;flj空貯空設雪~ð史主土?吹?史今.土?竺t竺r三烹交今空.?b:二I~*乏雪雪.主翌
当 !自治体関与の妥当性|妥当である|労働環境の向上を図るための事業であり弘、要綱に基づいている。
性 、:~トト.. … ...川川川.“山川川….叫ふ川"品山Lム.… A ・U ・-… … … 1.............................1 
γと I対象(受益者)の妥当性|妥当である|勤労者を対象とした事業であり、妥当である。

γl目標達成度
有 トM・M・-・山， ，・H・-て・…・…..・・・・1.............................1
効 !類似事業の存在 I 存在しない.

空七引~tエエ説語二芯ふ説言説嗣J戸長証ぶ必こ臼山モ石;じ芯司;石司=司平|ド語漏肩偏語説語必品漏両尚エ五;戸;貢説説じ山モぷiぷ芯;弓=ζ; 
効 |警熟翌主T門?翌焦E!免~，..;...I 翌F至三空於~...J性空男雪号?型H史1;

防;;引吋....li.'ドF戸5摂台空許吹問史点円fd空黙門 叩!;効率 |適正である|

...... 
勤労者の福利厚生を充実させるため、引き続き活動を支援する。

-・‘

課題

特記
事項

計画どおり事業を進めることが適当

イ

改時期善

回三日

決算額(円)

486，000 

486，000 

経常



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室掴所(係)I 商工労働課 商工労働係 匹I20 I 

労働福祉金融制度事業(勤労者緊急小口資金貸付預託金)

事|貸付制度の元美を図ることで、中小企業勤芳著め盈活安
:!:I定と福祉の向上を図る。
議|県の貸付制度と協調し、金融機関が貸付を行う。また、制
要l度の啓発を行う。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

貸付金(預託金) 1，000，000 。
支出

内
訳

.g- 言十 1;000，000 。

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財j原 1，000，000 

d回』 言十 々 1，000，000 

人件費概算 |人工数(淵人件関~I 管見|無| 同問| 一般 | 経常
※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 1 H26 1 H27' 1 r H28 l同棲 l

1 I融資希掛の貸付糊 i::::lE:::::i:::::引を二....， 1...二三五二二l笠
2 

3 

目的の妥当性 |妥当である|中小企業勤労者の生活安定と福祉の向上を図る事業であり、妥当である。
妥 ト・.........…H・H ・..…・・……・・・1.............................，
当 |自治体関与の妥当性| 妥当である|労働環境の向上を図るための事業であり弘、要綱に基づいている。
性 } γ~ト………i一一………..…………..……..……..….“…………..……..……..…..…一..………..…..川..、いい……….日……..……..…..…...

|対象(~景是益者)の妥当性| 妥当である|中小企業勤労者を対象としている。

J二 1旧目標達成度
| 有宥t 人Iい〕川..…一.ぷi
効許.1類似事業の存在 h一"、 |存在しない

性， 1.…………H・H・-……・l
上位施策入の貢献度|貢献している|労働環境の向上につながる事業で、ある。

実施主体の適正化 、|適正である|県と協調しながら行つている。
1 効 lトド"山……….. 山….. 山……….. 山….. 山….. 山....………….. …….目山..“……… .. …… .. 
率 |受益者負担の適E化| 適正である li適t直童i正主lにこ実施している。
性 lト卜ト"山……….. …… .. 山……….. 山….. 山….. 山....……….. …… .. 山..よ品」ム.. ………… .. …… .. …… .. ….. … ... ・… … … ト............................1. 
1|コスト効率 | 適正である

.レ
勤労者の福利厚生を充実させるため、引き続き支援を行うとともに、制度の周知に努める必要がある。

課題

円今の向後性方

特記

事項

計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

。
。



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課骨・室・所得)I 商工労働課 商工労働係 匹I21 I 

労働福祉金融制度事業(離職者緊急対策資金貸付預託金)

歳 出 予算現額(円) 決算額{円) 歳入 予算現額(円) 決算額(円)

貸付金(預託金) 1，680，000 。 国庫支出金

支 財 県支出金
出
内

源割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財源 1，680，000 

4E』3 計 1，680，000 。 dロ』 計 1，680，000 

i 人工数{ぷ役:Tr~:雨明南下] I交付税 1 <1m: 1 長一一一1
人件費概算 I 0叫 m叫 | 算入 | 無 I I会計種別| 一般 | 臨時

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 1 H26 ，' '1 H27 1 1. H28 IEI標 l
1 1 1 I 1達成

1 1融資希望者への貸付件数 r...…"・3砕……T..・M・-・.O{I年..........1 r.........o枠....・H・...1度

2 

3 

I I目的の妥当性 |妥当である|中小企業勤労者の生活安定と福祉の向上を図る事業であり、妥当である。
妥ト………..….....・H・..…...・M・1.............................1
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|労働環境の向上を図るための事業であり、要綱に基づいている。
性 1..・M・........……………ペ…1.............................1
l対象(受益者)の妥当性|妥当である|離職者

目標達成度
有 t，......寸
効 |類似事業の存在 |存在しない

Jlitエitl長二伝言語長|説モ;;ぶ|長雨漏出;;二五ぷ説副長;
!実施主体の適正化 l適正である'

Ji l拐殺害拡r宣言61E妥当日百二:

r 一、

課題

/ 今の方後

向性

特記
事項

コスト効率 : 一 | 適正である

• 県や金融機関と連携し、制度の周知に努める必要がある。

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

。



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課帰国室・所(係)| 商工労働課 勤労青少年ホーム|

士 E山陽小野田市扇弄青少手示ー五柔;信TItと基づき設置。勤
主|労青少年の福祉増進と健全育成を図るため、主催講座の

小野田勤労青少年ホーム管理運営事業

読|開催、クラブ活動の推進を積極的に行う。また、スポーツ、|手段|主催講座の開催、クラブ活動推進、貸館業務
要|文化振興の為、活動場所を必要としている個人、団体に
l貸館業務を行う。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円)

報償費 300，000 298，000 国庫支出金
〈支 需用費 2，644，000 2，581，286 財 県支出金
出
役務費 82，000 67，526 

内

j原害IJ
地方債

内合
訳 委託料 3，753，000 3，709，821 訳 その他 使用料等 1，163，000 

その他 151，000 111，169 一般財源 5，767，000 

dロ~ 計 6，930，000 6，767，802 ぷロ』 計 6，930;000 

回三日

決算額(円)

1，001，444 

5，766，358 

6，767，802 

|人工数(人役)1人件費(円)I I交付税 I_ I Iム弘揖，，1 "'''' I 
人件費概算 1-.- .. • 0.81 -"3，93Z'，i431 1 算入 |無 1 1会計翻リ 一般 | 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I H26 I H27 I I H28 1目標 l

1できるだけ多く|できるだけ多くIIできるだけ多く|達成
1 1利用人数 r'…五IEF--…r'"・..u969........1r'…"i2s.os........l 度

できるだけ多く|できるだけ多く

21勤労青少年の利用人数 517 866 

31主催講座数
~...........+............~..............I J.............~ 

100.0% 100.0% 100.0% 

[ |旧目的の妥当空 l … |日一陽劇伽一小岬、哩野則田市一何伴一一叫ム判条矧州…例側航山に防凶恥…こ瑞訓お加恥町しい川、吋て 謂目帥一的
妥f:.，............;.，....;......，..............I.............................1
当 |自治体関与の妥当性 l妥当である|山陽小野田市勤労青少年ホーム条例において、設置に関する規定があり、妥当である。
性、ト……..........;.;.:......:....;...:.1.............................，
|対象(受益者)の妥当性|検討が必要|勤労青少年の利用が極めて少なく、特例利用が多い状況となっている。

|目標達成度 |概ね達成している
有 ト・・H・H・"…...............……・・1.............................1
'効 |類似事業の存在 | 存在する |公民館活動。山陽勤労青少年ホーム。
性~..・M・..….............…...............，.............................，

上位施策への貢献度|検討が必要|勤労青少年の利用が極めて少ない。

実施主体の適正化 適正である|公共施設の運営であり、市が主体で実施するべきである。

i l場券伝子jiIE5FEE-房長三日混在安定安子汚ι五号555::::::::::::::::::::::::::

課題

f今の後方

向性

特記
事項

コスト効率 ι 適正である|他の同規模公共施設と同等のコストで、あり、適正である。.. 
勤労青少年ホームとしての本来機能を果たすため、勤労青少年をターゲットとした主催講座を開催しの利用促進を図ってい
るが、利用者の多くは、特例利用であり、施設の有り方自体の検討が必要である。
施設は、開館して37年を経過し老朽化がすすんでいる。平成11年に更新したエアコンも毎年、故障し修理代が不足してい
る。高千帆公民館と中央図書館高千帆分館を併館しているため、高千帆公民館の利用者(25，905人)を合わせると年間約
39，000人の利用がある。安全に利用してもらう為、施設の営繕や備品の更新など対応していく必要がある。

事業の統合、規模、内容、実施主体の見直し等が必要
改善
30年度以降、改善する予定

時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)I 商工労働課 勤労青少年ホーム| 匹仁田
中項目(施策)

労働環境の向上

山陽勤労青少年ホーム管理運営事業

査|瞬間J臨協議官主審議l対象|勤労青少年
重|開催、クラブ活動の推進を積極的に行う。また、スポーツ、|手段|主催講座の開催、クラブ活動推進、貸館業務
室|文化振興の為、活動場所を必要としている個人、団体に
l貸館業務を行う。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 一歳 入 亨事事覇(円) 決算額(円)

報償費 60，000 60，000 国庫支出金

支 需用費 1，528，000 1，127，0401 
出
役務費 67，000 52，586 

内

財 県支出金
源割
地方債内合

訳 委託料 2，031，000 1，999，940 訳 その他 使用料等 873，000 637，510 

その他 25，000 18，528 一般財源 2，838，000 2，620，584 
dロ0.. 言十 3，711，000 3;258，094 .g. 計 3，711，000 3，258，094 

人件費概算 PT;|人{?吉弘II官|無|同問l一般 経常

活語主張長雨或裏福覆 H26 H27 

1 1利用人数 12，134人 12，293人

21勤労青少年の利用人数 516人 318人

31主催講座数 同・・・・… …1……・…1・・……I…・…・1

リ目的の妥当性 妥当である|山陽小野田市勤労青少年ホーム条例において、設置目的が規定されている。
妥 r….....・M・-……・・・…・…H・M・-叶 1 

当 |自治体関与の妥当性| 妥当である|山陽小野田市勤労青少年ホーム条例において、設置に関する規定があり、妥当である。
性ト……J……・....・-……1........… l 
対象(受益者)の妥当性|検討が必要|勤労青少年の利用が極めて少なく、特例利用が多い状況となっている。

目標達成度
l 有 |ト卜卜"山…………..山……..山…………..山……..山……..山…..山....….
効 !類似専業の存在 | 存在する /いj、野回勤労青少年ホ-ム、公民館。
性 }トト"………..…..…………..……..……..….....…….一……l一一….“山.“...…………..山………..……..……..…....………..….日...……….“山….“…....………..…..… 1.............................1 
土位施策への貢献度 l検討が必要|勤労青少年の利用が極めて少ない。

実施主体の適正化 適正である|公共施設の運営であり、市が主体で実施するべきである。

i l場券経房長T...決定.1銭円安531ji55555長1555EEEl-555;::

課題

今の後方

向性

特記
事項

コスト効率 適正である|他の同規模公共施設と同等のコストで、あり、適正である。

...... 
合併により、設置目的が同一の施設が市内2箇所存在している。
「勤労青少年ホームJとしての本来機能を果たすため、勤労青少年の利用促進を目指すが、実際の利用者は特例利用が大
多数を占めている。また、建設から40年以上経っており、建物の老朽化が激しい。平成22年度外壁工事以降、目地から水が
浸み込み無数のクラック、雨漏りが確認されている。
平成28年2月に厚狭地区複合施設が利用開始したためか、平成27年より利用者数が減少している。今後の施設利用のあり
方を利用団体や関係課と協議・検討する必要がある。

事業の休止・廃止の検討が必要
改善
30年度以降、改善する予定

時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局宮伺(係)| 商工労働課 勤労青少年ホーム| 回三ヨ

軽運動室外壁改修工事

事|軽運動室周一面面一雇麗蕩所)の外壁塗装が、水を含み隆
業|起して剥がれ落ちそうな状況となっている。十数か所確認
概|できる。高い場所であるため、落下し、施設利用者が怪我
要|をすることも考えられるため、早急に補修が必要。

意図|地域住民の活動拠点となる施設をより安全に、より長く利用していく。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)， 歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

工事請負費 13，60.8，0.0.0. 11，275，20.0. 国庫支出金

支 財 県支出金
出

内
源割
地方債

内合
r 訳 訳 その他 13，0.0.0.，0.0.0. 11，275，20.0. 

一般財源 60.8，0.0.0. 

合 計 13，60.8，0.0.0. 11-，275，20.0 d回』 計 13，60.8，0.0.0. n，275，2o.o. 

人件費鵬 「配合~人件15;611 叡つ無1 同問| 一般 | 臨時
※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 ，1 H26 ，1 H27 I I H28 |目標 l

1 I改修工事の町 1........... 

2 

3 

........................・M・-・・唱かなり
良い

目的の妥当性 妥当である|公共施設の維持、及び利用者の安全確保のため行うものであり、妥当である。

目標達成度i l持所在.........r..長5E二二二:
主竺塑ぞ惇樫|貢献している

効 iき??史評生|翌主主計|全??開空烹3:カ!サ烹聖士三T.3FLP.257.
率十受益者負担の適正化|適正である
性 l......……・・…・…H・M・..……・l……

課題

守の夜方

向性

}特記

事項

コスト効率 適正である|競争入札を経て発注しており、適正である。

.レ

事業の終了 改時期善



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)| 商工労働課 企業立地推進室 l 

士 I，J、野田・楠企業団地への新規誘致や内発促進(市内の
霊|既存企業による設備投資)に努め、市内事業所の増加を
概|図り、市勢の発展へ寄与する。

要

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)， 

普通旅費 543，000 395，514 

支 消耗品費 47，830 47，830 
出
印刷製本費 178，200 129，600 

内
訳 手数料 211，205 211，205 

その他 11，188 2，580 

合'計 991，423 786，729 

企業誘致推進事業

歳 入 予算現額(円)

国庫支出金

財 県支出金
j原割
地方債内合

訳 その他

一般財源 991，423 

dE』3 計 991，423 

人件費概算 l人工数(入信|人?1261|官|無 Il::空l一般
※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 H26 1 官デ寸 I H28 l目標 l

1 1ターゲット企業へのアンケート調査 1........開校二f..コ;悦二II......i被告:::i笠

2 

3 

1- 1目的の妥当性 |妥当である l
妥トM・M・...ー...・M・..…・…・....・M・;;.1.............................1

匹I40 I 

決算額(円)

786，729 

786，729 

経常

l 当 |自治体関与の妥当性|妥当である|市内事業所数の増加は市勢発展の礎となるため、市が積極的に関与する必要がある。
性ト……..……………………|… l 
|対象〈受益者)の妥当性|妥当である|市内事業所数の増加は、企業間取引の拡大など多面的な効果が期待できる。

目標達成度
ι有 r…・・・ l 

効 1類似事業の存在 |存在しない
|性 r::.::.:.::.~~::~.:L.: ，::::-::.......:....1

，l上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 |適正である|市勢発展に寄与する事業であり、市自らが率先する必要がある。
効 I“......一…....・R・……ム1..............:..............1
率 |受益者負担の適正化|適正である IPR事業がメインであり、できる限りの対応をしている。
性 Iトト"…………..山….“…………..……..……..…....…..…一ん.戸…ぶ..μ山h川..…………..…….目……..…....…………..……..…....一……i一町……叩叩.
i同コス卜効率 | 適正である l腔PR事業に徹する必必、要があり弘、予算内でできる限りの活動を実施している。

' 早期の完売に向けて、当該団地の特性や優遇措置のPR活動を展開する必要があるとともに、内発促進(市内企業の増
設)についても誘致活動を展開する必要がある。

課題
r 

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
1時期

I :fi 



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課局・室・所得)| 商工労働課 企業立地推進室 | 回ヨヨ

事|小野田・桶企業団地への新規誘致や内発{厄透(市内の既存企
l業による設備投資)を展開するため、県企業誘致推進連絡協議
業|会に負担金を支払って誘致活動等を共に展開する。
概
要

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

山口凪企業誘致推進連絡協盛会負担金 480，000 480，000 

支
出

内
訳

dE』3 計 480，000 480，000 

人件費概算

活動福標言正面成果指標

山口県企業誘致推進連絡協議会負担金

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 480，000 480，000 

dEb2 h 計 480，000 480，000 

一般 経常
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n町

内
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H

一4
…41 I山口県企業誘致推進連絡協議会負担金額

2 

3 

目的の妥当性 ιI妥当である
}妥 ト・・....・H・-……-………・+...……....・H・.........t
当 |自治{体本関与の妥当性| 妥当である|当市への企業誘致活動に資するものであり弘、市が実施する必必、要がある。
性~.ドι一………二L一…..…………..……..………..…..
、目対象(受益者Jの妥当性| 妥当であるI!県県が事務局となつており札、連携を図る相手方として妥当である。

目標達成度 達成している
;有 t.........，.....，.，......，......................t
効 I類似事業の存在 |存在しない

性脳最高説|品三.~.~~.l説二泌議言語弘通子ぷ石毛Ll:エ雨量i説日日;

効散さ開空黙.I....~.~.~:で lで常黒TZT.今立1JTT吹雪TQ照?汚:
!?!?話担の適吋適一
、 l み・:....，.，.........，..，.......，:~;."..I
|コスト効率 l 適正である

.レ
企業誘致に繋がる事業であり、継続して行う。
企業団地の用地取得奨励金として、山口県は取得価格の40%を補助しており、当企業団地を最優先にとらえている。

J、課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室・所得)I 商工労働課 企業立地推進室 l 

工場設置奨励事業(新規企業誘致分)

歪1:繰31雪組高官苦言議!議官|対象~新規)企業
事|金、用地取得奨励金、従業員住宅新設奨励金)を特典と|手段|企業からの申請に基づいて交付する
|し、企業誘致を展開する。 I E 1.......' ...u....-/r-.. W:1~~/.，j.>Ç，. I ，I q / <;VQ I音回|企業誘致の推進

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

用地取得奨励金
. 
53，608，000 53，608，000 国庫支出金

支 雇用奨励金 1，000，000 200，000 財 県支出金
出
}内

j原害IJ
地方債 J

内合
訳 訳 その他

一般財源 .54，608，000 

合 言十 54，608，000 53，808，000 4 dEbZ • 計 54，608，000 

人件費概算 |人工数常|人件1221|想見|無 l~竺l 一般

活動指標または成果指標 H26 

1 1奨励金交付件数 ... .. oy.平…....r

2 

3 

|目的の妥当性 |妥当である|市内企業の安定した経営活動は、雇用の場と税収の確保が可能となる。
妥 ~..・M・-………・・…"・....::，......1.............................1.

当 }自治体関与の妥当性!妥当である|設備投資を行った企業への優遇措置であり、市が実施する必要がある。
性}……………………十…・十
対象f受益者)の妥当性|妥当である I設備投資を行った企業への優遇措置となるため、受益者は妥当である。

|目標達成度
有 ~.........'..;.:...............................I

t効 1類似事業の存在 |存在しない
性 f..・M・ ……|
仁ι|上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 |適正である l設備投資を行った企業への税収還元であり、市が実施する必要がある。
劫~..・H・-………H・H・-…..;，・M・ ....1…|

回三日

決算額(円)

53，808，000 

53，808，000 

臨時

率 |受益者負担の適正化|適正である|優遇措置の自治体間競争は激化しているが、県内他市と比べ現行制度は適正であるロ
性卜...~......~………"……...・H・ 1.............................1

課題

今の方後

向性

ーコスト効率 |概ね適正である|自治体間競争に打ち勝っため、一定規模の優遇措置は必要である。

.レ
平成15年の分譲開始以来、小野田・楠企業団地は平成24年3月に県防災用地としての取得以外、企業誘致は進展しな
かった。また平成22年度以降は、全国でもトップクラスの用地取得費用に対する80%補助を県とともに実施したものの、成果
が得られなかった。
このような中、平成26年度に当該団地の半区画ではあるものの、民間企業の誘致が実現し、平成28年度末までに4社の進
出があった。
今後も早期の完売に向けて、当該団地の特性や優遇措置のPR活動を展開する必要がある。

計画どおり事業を進めることが適当

平成27年同大森配送センター(小野田・楠企業団地)
平成28年西部工業側(小野田・楠企業団地)

改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室皿所得)I 商工労働課 企業立地推進室 | 

大項目(政策〉

魅力と活力ある産業の振興

~I企業団地内の行政財産(公園、道路、水路等)の適正な
芸|管理を行うことにより、企業の現地視察、調査に対する効
概|果的な対応ができるとともに、既存企業のアフターケアに

企業団地維持管理事業

の百百
社~払ど

回三日

|繋げていくロさらに、道路、公園等については広く市民が
要|利用しやすくなる。 工業団地のイメージ向上による販売促進と安全性の確保

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) J 歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

光熱水費 602，170 

b支， 修繕料等 65，795 
出
草刈等委託料 402，840 

内
訳 電柱使用料 52，812 

新山野井工業団地かんがい揚水施館経
7，000 持管理基金積立金

dEL コ 計 1，130，617 

人件費概算 i人工数(人間
活動詰寝言正面画裏福覆

1 1工業団地における除草等の環境整備回数

2 

3 

380，639 

56，160 

388，0101 

52，812 

452 

878，073 

H26 

7回

13回

財
源割
内合
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

dEbZ • 

H27 

7回

29回

計

186.00% 1 414.29% 

1，130，617 

J，130，617 

目的の妥当性 妥当である|団地のイメージ向上と周辺住民の安全性の確保となる事業である。
| 妥 }卜卜い"山………..山……….“山…..山…..山..山………..…….“…….“….“..……..山..山..山………..山....山………..……..山....山……….“…….“山....……….“山…..山....叶.

当 |同自治体闘与の妥当性| 妥当である|工業団地等における市有地の管理となるため、市が行うことが妥当である。
性ト...…・・…………………山，.............................1

|対象(受益者)の妥当性|妥当である|進出企業と周辺住民に関わるものである。

I目標達成度，達成している
有}デ l

l三位業の存在 |純一恥lト卜"一?… 
l上{位立施策への貢献度 l貢献している

実施主体の適正化 |適正である
効~;;.;，.....~.，:;..;;;.~~...:..，";'. ...........， 

'率 |受益者負担の適正化|適正である
性 l...;;..::................;;..:..............1
コスト効率 適正である

.レ
市内の工業団地を定期的に巡回し、適正な管理を実施していく必要がある。

、、、

課題

今の後方

向性

特記
事項

また、工業団地における除草等の環境整備は年間に複数回実施する必要がある。

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

878，073 

878，073 

経常



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シートi課・局・室・所得)| 商工労働課 企業立地推進室 | 

土地開発公社利子補給事業

士 I，J、野田・楠企業団地の造成事業に対する借入金の利子
芸|補給に係る事業。
概1(市土地開発公社負担分を補給)

要

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

土地開発公社利子補給金 2，811，000 2，810，900 

、支出

内
訳

dロ』 計 2，811，000 2，810，900 

山陽小野田市土地開発公社

歳入 予算現額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 2，811，000 

dEbミ. 言十 2，811，000 

人件費概算 i人工数(淵人件15;6l| 鷲見|無 I~竺j 一般

活動指標または成果指標

1 1利子補給額

2 

3 

H26 

同 6，269平肖"'r"3-;3iii芋肖…

目的の妥当性 妥当である|市土地開発公社への利子補給に関する事業である。
妥 1.... :~............. ，. .，..……M・M ・...・・1.............................，

回三日

決算額(円)

2，810，9001 

2，8XOo900j 

臨時

卜当l自j治台{体本関与の妥当性| 妥当である|市土地開発公社への利子補給に関する事業であるため、必必i要な事業である。
〉性 lトト町一….ιιλ~二一.……….“….“…..一…….一…一一…..…………..….目...………..…..……..…一..
|卜.. ..1対象(受益者)の妥当性|妥当である|団地造成事業費の利息支払いである。

l目標達成度
有.t...........，....，........，...............o..，.， 
効 |類似事業の存在 、|存在しない
佐 1;............;:....，;;;......;...............1
l土位施策への貢献度|貢献している

l実施主体の適正化 |適正である|市土地開発公社への利子補給であり、市が行う必要がある。
効 }…g・u・-…・山………H・H ・-・..1.............................1
率 I受益者負担の適正化|適正である|適正である。
性ト……一………λ……J… l 
|コスト効率 |適正である|毎年、金融機関の利率について入札を行い、経費削減に努力している。

課題

、今の後方

向性

特記
事項

4巳

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室・所得)I 商工労働課 企業立地推進室 | 匹I45 I 
大項目(政策)

魅力と活力ある産業の振興

小野田・楠企業団地インフラ等整備事業

事|企業が工業団地等に進出する際にほ;産業基盤整輔の
業|ニーズが強いため、ニーズに応えるための立地基盤の促
四|進等に努める。特に光ファイパー設置の要望は強く、小野
重|田・楠企業団地は光ファイバー回線が未整備のため、整
l備を行う。 I意図|産業基盤を整備することにより、企業団地のPR素材にする

2 

3 

歳 出 ー予算現額(円) 決算額(円7 歳 入 予算現額(円)

加圧装置設置委託料 566，000 561，600 国庫支出金

支 光ファイパー設置委託料 299，160 299，160 財 県支出金
出
内

j原割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財源 、865，160

合計 865，160 860，760 dロ』 計 865，160 

人件費概算 |人工数引人件1221|官民|無|也記 一般

活師事言正面画菓福覆 1 H26 1 H27 

| 整備 l 整備
小野田・楠企業団地進出企業」への高速通信網トM・M・.....・H ・....・H ・....t

| 整備済み | 整備済み
の整備 ~.....~.~.~…....・H・.~

100% I 100% 

目的の妥当性 妥当である|立地基盤の整備は、販売促進のためのPR素材となる。

i[骨子併殺到..記長:]~:~::~~~:?説日255;五5512三時;:

決算額(円)

860，760 

860，760 

臨時

対象(受益者)の妥当性l概ね妥当である|小野田・楠企業団地への進出企業が対象となるが、企業進出は雇用の場の確保等多面的効果がある回

目標達成度… I達成している
有 1.....，.，::，、|
'効 l類似事業の存在 |存在しない
'性、 1.;....:.....;.;.;;"........;......;;，.;...;1
土位施策への貢献度|貢献している

効 l雪竺ぞ?竺聖子:f~.......1 空空.::~~....l里 ， mPJT主T全子里型.2??.5???主主?三iJ;*~ゴタ: • 
2転，1:受益者負担の適正化|概ね適正である
性、}……………………+...・H ・.....・H ・-….....1
!コスト効率 I概ね適正である|高速通信網の整備は高額ではあるが、企業活動において高速回線網の敷設は必要不可欠である。

課題

今の後方

向性

特記
事項

.レ
光ファイパー線の敷設は、小野田・楠企業団地のG区画までとなっており、区画によっては相当額の敷設費用が必要とな
る。
また、当該団地の水道施設は、ある程度の水量を使用しない限り稼働できないため、安定した水道水の供給には加圧装置
が必要となる。

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室・所得)I 商工労働課 企業立地推進室 | 回三日
中項目(施策)

工業の振興

工場設置資金融資事業

墓 l市内に工場建設等の設備投資を計画する企業が、投資|対象 l市内に工場建設等の設備投資を計画する企業
主|を行い易いように融資制度を設定することにより、資金の
概l調達の選択肢を広げる。

要1 1意図|資金調達の選択肢を広げることで、誘致活動を有利にする

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

金融機関預託金 10，000，000 。l 国康支出金

支 財 県支出金
出
内

源割
地方債，p;] .g. 

訳 訳 その他

一般財源 10，000，000 
d回』 計 10，000，000 。 dロ』 計 10，000，000 

人件費概算 !入閣矧人件記~I 宝~I 無 IE竺| 一般 経常

活動指標または成栗福覆 H26 H27 

1 I融資件数
...........of'平….....r.........oftf...

2 

3 

I妥|円台空開 |ぞ.~~~....lぞ今.子0)円持労*史子!15zfFTTT竺三今会
}当 l自治体関与の妥当性|妥当である|企業誘致の特典となる事業であり、市が関与する必要がある。
性ト....…………………..1 ・|

対象(受益者)の妥当性|妥当である|設備投資を行う企業が対象であり、その経済効果は多面的に期待ができる。

目標達成度

l 引券予言明言::::|:::京ζ[!.~~~何時:111j銭安易問渋滞弥長......
YI上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 |適正である|融資の選択肢を拡大するためのものであり、市が関与する必要があるo
，効九Jトト.“……"山."山…"
率 1:受受益者負担の適正化|適正である l実質の融資は民間企業が行うため、負担割合は少ない。
性 |ト卜"山……"山"山……"山……"山"山....……"山....山……"山"……. 円叩………"…"…....………"…".………"…"山."寸"

|hコスト効率 |検討が必必、要|近年、貸T村寸実績がないため予算規模も含め検討が必要である。

.レ
課題，

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

[]雪

。
。



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局巴室・所得)I 商工労働課 企業立地推進室 l 回三ヨ
大項百I政葉7

魅力と活力ある産業の振興

中項目(施策)

工業の振興

事|厳しい都市間競争の中で誘致活動を蚕語るため、工場設
::1置奨励条例による優遇措置(工場設置奨励金、雇用奨励
毒|金、用地取得奨励金、従業員住宅新設奨励金)を特典と
要|し、企業誘致を展開する。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

工場設置奨励金 59，972，000 59，869，000 

支
出
内
訳

~ ヨ 計 59，972，000 59，869，000 

議 入 予事扇覇(円) 決算額(円)・

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債

内会
訳 その他

一般財源 59，972，000 59，869，000 
dE』2 計 59，972，000 59，869;000 

人件費概算 r工数(人主|人需 臨時

活動指標またTま蔵栗福覆

1 I奨励金交付件数

※上段:目標中段:実績下段:達成率

| 官27一寸 I H28 l 日撞

::::::::215::::::::|:::::::21E二二||:::::315:::::医
2 

3 

目的の妥当性 妥当である|市内企業の安定した経営活動は、雇用の場と税収の確保が可能となる。
妥
当
性
、

自治体関与の妥当性|妥当である|設備投資を行った企業への優遇措置であり、市が実施する必要がある。

対象(受益者)の妥当性|妥当である|設備投資を行った企業への優遇措置となるため、受益者は妥当である。

目標達成度
有 t.......，..，.，:.:...，.........".....，....，....，

2J類似空業の性 l存在しない
I上位施策への貢献度1貢献している

i実施主体の適正化 l適正である|設備投資を行つた企業への税収還元であり札、市が実施する必要がある。
効 }ト"山….. ….円川.円山
率 |受益者負担の適正化1概ね適正である引|優遇措置の自治体問競争は激化しているが、県内他市と比べ現行制度は概ね適正である。
〈性一j九J…円....十貯......寸「ケ円1グ片'....叩y戸..円.
コス卜効E率各 l概ね適正である引|自f治台体間競争に打ち勝つため、一定規模の優遇措置は必要である。

.レ
市内企業の内発促進も企業誘致の一環となっているが、近年、都市間競争が激化する中、他市制度と比較し一定の優遇
措置を保有する必要がある。

課題

今の向後方性 、 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

平成28年度:ジャパンファインスチーノレ閥、エア・ウォーター炭酸側、日本化薬側、岡オノダネイノレ



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室園所得)1 商工労働課

大項目(政策)

魅力と活力ある産業の振興

士 E既存盃棄の経営体質強化のため、県や商工会議所と連
芸|携して、中小企業相談所(両商工会議所内に設置)による
概|講習会の開催、経営診断、巡回指導等の促進。

要

，歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

補助金 2，646，000 2，646，000 

支
出
内
訳

合 h 計 2，646，000 2，646，000 

歳 入

国庫支出金

財 県支出金
源害IJ
地方債

訳内合
その他

一般財源

dロ』 計

商工労働係 匹I22 I 

予算現額(円) 決算額(円)

2，646，000 2，646，000 

2，646;000 2，646，000 

l人工数(人役)1入件賓(F9]]1交付税r-:I 1 .ð.~.L:~~'I-1 
| 0叫 288，叫 | 算入 | 無 I I会計種別| 一般 | 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 1 H26 1 H27 ... 1 I H28 1目標 l

1 I I I達成
1 I中小企業相談所開設日数 1 291日 r-------Z92日 1 I -293日 l 度

21中小企業相談所設置場所

31中小企業相談所における相談件数

"'Zff省所"・・・・r.......z笛耳…・・・Ir…・・・2語辞....

できるだけ多く|できるだけ多くIIできるだけ多く
3，610件 I 3，112件

目的の妥当性 妥当である|経営指導や創業相談など、市内事業所の経営安定化に寄与する事業である。

i lHJ所持労T'"記長"l~房長五現在日害現;:害担当32五五二..............
l対象(受益者)の妥当性| 妥当である

目標達成度
有 F，....…………………"
効l類似事業の存在 |存在しない

性Jエ雨量二伝説|首長山~~"I函員長議長長選ぷ; = 

:ふ効 |陪勲主吠性仔空黙1~与 | 翌円主三芝ぞ摂三|竹r:t竺有子烹:男f史史.円旦f史界円?史[.*た.*竺空
l;z里戸労空努明翌.i!!o吋黙授

I ::íÃI--~率 l 適正である

.レ
創業・起業支援についても、新たに相談窓口を設置するなど支援を強化し、市内での創業者を増やす。
商工会議所や金融機関等と連携し、地域資源の活用、地域産業の活性化に努める必要がある。

巴巴一、

課題

、今の後方 、
計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

向性

[l雪



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課局圃室・所得)I 商工労働課 商工労働係

大項目(政策)

魅力と活力ある産業の振興

世 l経済面体を支擾子る三正でL示市雇葉L雇扇吾語雇化させ
事|るとともに、中小企業者の健全な発展と育成を支援するた
概|め、山口県日中経済交流促進協会の活動を支援する。

要

経済団体支援事業(山口県日中経済交流促進協会)

匹I23 I 

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円) 決算額(円)

補助金 17，000 16，600 国庫支出金

支 財 県支出金
出
内

源割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財源 17，000 

dE』ヨ 言十 17，000 16，600 dEbヨ. 計 17，000 

ザ人件費概算 |人工数官|人件関~I 鷲見|無|匝到 一般

活動指標または成果指標

1 1補助金の交付

2 

3 

H26 H27 

16，600円 16，600円

l目的の妥当性 I妥当である|中小企業者の健全な発展と育成支援を図るものであり、妥当である。
妥ト………H・M・-一…・....・..:1 ↓ 
当 l自治体関与の妥当性|妥当である|中小企業者の支援を図るものであり、市が積極的に関与するものである。

| 性 i対象t受益者}の妥当証|妥当である l中小企業者を支援する関連団体への補助であり、妥当である。

| 有l.~標達成度 1 

効 |類似事業の存在 |存在しない

性斗元員二逼説J 言語以~~"I日;言語通説記長瓦説;;五五こそは

効明(さ!?!!?E!qlp芳三l.!.~~~空芳三三空現TEd-?.7.T.守男iFfzyffT:
率 l受益者負担の適正化|適正である
性ト;......:~::.;:.::.，.;;..，.;.:..;.;......， ...I

コスト効率い |適正である

.レ

' 今の向後方性 ρ 計画どおり事業を進めることが適当

特記
事項

改善
時期

16，600 

16，600 

経常



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局直・所得)I 商工労働課 商工労働係

大項目(政策}

魅力と活力ある産業の振興

経済団体支援事業(中小企業団体中央会)

i|経済附支援す山本市産業経済を活性化させ
るとともに、中小企業者の健全な発展と育成を支援するた

祖E め、中小企業団体中央会の活動を支援する。 I手段|補助金交付
要

匹I24 I 

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円) 決算額(円)

補助金 17，000 16，200 国庫支出金

支 財 県支出金
出

内

j原割
地方債内合

訳 訳 その他

一般財源 17，000 16，200 

.g. ヨ 計 17，000 16，200 dEbコ. 計 17，000 16;200 

入件費概算 い工諏I制入{牛15;61同(見|無Il::竺l一般 経常

活覇指標一言正面蔵栗干~- H26 

1 I補助金の交付 16，200 16，200 

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|中小企業者の健全な発展と育成支援を図るものであり、妥当である。

i日浅持謀説日告長京定者安房長百五日芳明白55152ぷ5::::::::::::::
対象(受益者)の妥当性.1 妥当である l中小企業者を支援する関連団体への補助であり、妥当である。

目標達成度 〆
\有~~...;.~...:..;....;......... ~..~.....;;...， ...:I 

効 l類似事業の存在 |存在しない

性『斗伝説言語長|説モ;;ぶ|副主主婦記長辰吉長;;込山ヨ;

~.l黙さf*(])lli黙ー|空空.~~~....I.!.~~~空.子*0)三子ZFffff今日芳子町Ffffff士号'0
-率 I受益者負担の適正化|適正である
性 L・・・・........…………….，…l
コスト効率 適正である

.レ
課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

向性

呈l



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 商工労働課 商工労働係 匹ロロ
大項目(政策)

魅力と活力ある産業の振興

経済団体支援事業(山口県中小企業診断協会)

~顧問前ることで本一…己
るとともに、中小企業者の健全な発展と育成を支援するた
四め、山口県中小企業診断協会の活動を支援する。

要

歳 出 予算現額(円) 決算額C円)ピ 歳入 予算現額(円) 決算額(円)

補助金 25，000 25，000 国庫支出金

支 財 県支出金
出
内

源割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財源 25，000 25，000 

合計 25，'U00 25，000 dロ』 計 25，000 25，000 

工数(人役)1人件費(円)1 1交付税 1__ 1 1ム乱揖ロ，，1 "'"' 1 
人件費概算 I 0叫 288，7刈 | 算入 | 無 I I会計種別| 一般 | 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I H26 1 H27 1 I H28 l目標 1

達成

1 1補助金の交付 1 25，0001 25，0001 I 25，000 1 度

2 

3 

|目的の妥当性 |妥当である|中小企業者の健全な発展と育成支援を図るものであり、妥当である。
妥 ~..・H・……・・……・・……"“1.............................1

当 |自治体関与の妥当性|妥当である|中小企業者の支援を図るものであり、市が積極的に関与するものである。
性ト....・H・.............…………....・1.............................1
| I対象(受益者)の妥当性|妥当である|中小企業者を支援する関連団体への補助であり、妥当である。
|三 |目標達成度

自 hー..…..............ー叩…・・・.:1"............................1
効 l類似事業の存在 I存在しない

とJi1~.ぶ漏説|語以ヨ!日説副議長説;;品川;
有害売さ1*0)空黙 |空主計l.~:.~~空烹三烹fFEP.C.今)~， mil~慢tFf万bO)ゴ於
率 j受益者負担の適正化|適正である
，性 l;;.，...;，.;"......;...，.;..，.;.:..;，...;;....1

コスト効率

、課題
一'

a今の向性後方

特記J

事項

適正である

.レ

計画どおり事業を進めることが適当 改時善期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課田局・室・所得)1 商工労働課 商工労働係

~I商庖街の活性化を図るため、共同施設(街路灯、アー
芸|ケード等)の整備等に対して補助金の交付を行う。
概|※街路灯80%、アーケード50%以内

要

商庖街共同施設設置補助

歳 出、 予算現額(円)|決算額C円) 歳入 予算現額(円)

補助金 240，000 。 国庫支出金

支

出内
源財 割
県支出金

内合 地方債

訳 訳 その他

一般財源 240，000 

4E』コ 言十 240，000 。 dEL ヨ 計 240，000 

人件費概算 |人工数(人役~人件費(円~I 想見|無|匝画 一般

若動指標または成果指標

1 I実績補助件数

2 

3 

H26 H27-・

.....・H・-・8存……r...・...O.f年…・

目的の妥当性 概ね妥当である|商庖街振興につながる事業であり、妥当である。
妥 t..".…....・H・..…・・…・…........1.........・M・M・.............1
当 l自治体関与の妥当性|概ね妥当である|労働環境の向上を図るための事業であり、要綱に基づいている。
性ト…・，.................…H・H・..，;~.， ;.I…………… l

i対象(受益者)の妥当性|検討が必要|商庖街自体が少なく、近年利用実績がない。

仁 1目標達成度
有，:. ~u:.;..~~:.;.;.;:......;.... .. :.，.;....;， ;;~..1 
効 j類似事業の存在 I存在しない

性宙誕ぶ伝言語長|両岸~~.;.~~I五福長ii二両議36; 貢献弓;
効 >1実時体の適正化 |適正である
ト・・刷 ，.;.....，..;.............;.....;1 
家子 I受益者負担の適正化|適正である
性、ドー、|
lコスト効率 | 適正である

.レ
商底街自体が減少するなかで、近年では利用実績がない。

匹I26 I 

決算額(円)

。
。

経常

制度の周知方法や、根本的な制度の見直しが必要であるが、現在小野田駅前については、長期的な視点に立ったビジョン

課題

今の向方性後

特記
事項

作りが必要であり、その中で制度の見直しを検討していく。

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・舟室・所(係)1 商工労働課 商工労働係

大項目(政策)

魅力と活力ある産業の振興

ーl既存盃業の経営体質強化のため二県や商工会議所と連
主|携して、中小企業相談所(両商工会議所内に設置)による
副講習会の開催、経営診断、巡回指導、創業相談等の促
|進n要 I..........U

歳出 予算現額(円) 決算額(円)

補助金 2，646，000 2，646，000 

支
出
内，

I 訳

~ ヨ 計会 2，646，000 2，646，000 

中小企業相談所補助事業(再掲)

商工会議所

歳入 予算現額{円)

国庫支出金

財 県支出金，
源割
地方債肉、合

訳 その他

一般財源 2，646，000 

dロ』 言十 2，646，000・
4・

、人件費概算 !人工数明人件 Iす|無厄竺リ 一般

活動指標または成果指標

1 1中小企業相談所開設日数

21中小企業相談所設置場所

31中小企業相談所における相談件数

H26 

291日

M・・・・1

※上段:目標中段:実績下段:達成率

目27 I I H28 I昌標 l

達成

292日 293日 度

できるだけ多く|できるだけ多く1Iできるだけ多く
3，610件 1 3，112件

回三日

決算額(円)

2，646，000 

2，646，000 

経常

l 自問当性 |妥当功る|経営指開業相談など市内事業所の経営安一一業である
}妥 1.........，・H・H・-・ 1.............................1
当ノ|自治体関与の妥当性|妥当である|労働環境の向上を図るための事業であり、要綱に基づいている。
性 トH・H ・-…・J・…・・…・…..........…|…・・ l 

l対象〔受益者)の妥当性| 妥当である

.1目標達成度i|持者掠.. m..~.r..日夜..T......... 

上位施策(の貢献度|貢献している|経営指導の推進を図る事業である。

効 i問雪熟F慢空常???停翌摂勲主史然!空ι川fι川..，J空主史さ~~....J.!.土土IJ'主舎烹きさ烹.秀竺空雪'1巳T士:り史王芳?翌閉閉?青:~竺ぞ雪雪.
、g率事 !受益者負担の適正化|適正である
1.性F-':'……………….. 山....…………….. 山…….. 山….. 山…….. 山.. 
1同=スト効率 |適正である ... 
創業・起業支援についても、新たに相談窓口を設置するなど支援を強化し、市内での創業者を増やす。
商工会議所や金融機関等と連携し、地域資源の活用、地域産業の活性化に努める必要がある。

課題

今の向方性後 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

顎 |ロー1-4の再掲



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室・所(係)I 商工労働課 商工労働係

中小企業振興推進事業

平成27年6月に制定した「山陽小野田市中小企業振奥条例」に
対象 本市の中小企業の振興に関する推進計画

基づき、実行計画である「中小企業振興推進計画Jを策定した。
事 計画策定に当たっては、市内事業者向けアンケートの実施、中 手段 協議会を開催し、推進計画を策定
業 小企業者、大企業者、関係団体等及び市民による「山陽小野田

概 市中小企業振興協議会Jを開催するなど、広く関係団体等の意

要 見を聴いた。今後は、計画の推進及び検証を行っていく。 意園 商業振興、市内中小企業の発展
，、

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円)

報酬 50，000 50，000 国庫支出金

支 財 県支出金

出内
源割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財源 50，000 

ぷE』3 計 50，000 50，00q dE』ヨ 計 50，000 

人件費概算 |中~~I 人間~ 鷹1ムJ~竺û 一般

活動指標または成果指標

1 1協議会の開催

アンケートの実施(378事業所回答)
21 2年に1度

31山陽小野田市中小企業振興推進計画の策定

H26 

1目的の妥当性 1妥当である|本市の中小企業振興を図る上での基本計画となるものである。
妥 : ト……………?・………・山|… l 
当 | 自治体関与の妥当性|妥当である|労働環境の向上を図るための事業であり、要綱に基づいている。
叫 ……・・・……・H・M・...・H・..…….......................1'

匹I28 I 

決算額(円)

50，000 

50，000 

臨時

|対象(受益者)の妥当性| 妥当である Ir山陽小野田市中小企業振興条例UJに掲げる本市の中小企業振興に関する推進計画策定事業である。

二|目標達成度 |達成している
y 有ト…-…ム……ー………..1.............................，
ι勤J醤盤蔓蓋皇室主午ムーl 在在L主~I
ム性 ~.;.;......，・H・-・・・・・・・M・....…1............................. ，

ぺペj上位施策への貢献度|貢献してしい、渇る 17活舌カある地域産業の振輿.中小企業の支援は、総合戦略に掲げる市の重点目標である。

2よ;7|雪熟警主性門?空幣更:.~.......1 空空b土空渋三 I.~.~.~~明~1l!iJ1明吹吹?竺門照Il!iJ/J ，竺土史史:竺竺'!l!f1E空!l!f1E'史史守IEm
| 率 i受益者負担の適正化j適正である
性}、....:，..，;;.::...".....，
コスド効率 | 適正である

.レ
中小企業振興条例に基づき策定した「山陽小野田市中小企業振興推進計画Jに掲げる事業を推進し、中小企業振興策を

課題

の今方後

向性

特記
事項

展開していく上で、毎年、関係機関と協議をしながら事業検証することが必要である。

計画どおり事業を進めることが適当 改時善期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課'局直・所得)I 商工労働課 商工労働係 匹I29 I 

商工会議所支援事業(小野田商工会議所・山陽商工会議所)

歳 出 予算現額(円) 決算額(円J 歳 入 予算現額(円)

補助金(小野田) 5，463，000 5，463，000 国庫支出金

支 補助金(山陽) 2，160，000 2，160，000 財 県支出金
出
内

源割
地方債

内合
訳 訳' その他

一般財源 7，623，000 

合計 7，623，000 7，623，000 dロ!>. 計 7，623，000 

人件費概算 !人工数官|人件~鷲見|無 l l::竺l 一般

活動指標または成果指標 H26 

1 1市内事業者数(統計調査による) ...2;182挙実dr.r・-2333事議所..

21会員数(小野田商工会議所) 1，016 1，001 

31会員数(山陽商工会議所) 411 416 416 

、， I目的の妥当性 妥当である|市内の商工業の振興を図るものであり、妥当である。

i11所所持[::222BEl-併殺伝説55議五三:持予三五五...........
対象(受益者)の妥当性| 妥当である

目標達成度
有、~.....、 l

効 !類似事業の存在 I存在しない

性 t::titi幅員二員長言語|言語日;;計五百記長王宗五議員長雨LEZ宅福広言語仁三-;:ζ -

課題

今の後方、

向性

特記
事項

引き続き、商工会議所を支援するとともに連携を図りながら商工業振興施策を展開する必要がある。

計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

決算額(円)

7，623，000 

7，623，000 

経常



様式1号(事務事業評価)

回三口
示事百I基本事業)
商業振興支援の充実

商工労働係

中小企業振興資金等融資事業

商工労働課

中小企業者

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 

事|ヰI'J¥盃葉者等を対象とした融資制度
業|山口県信用保証協会による保証付きの制度で、あり、か
概|つ、保証料は市が全額補給することで、利用者にとっで
要|非常に使いやすい制度である(一般資金:利率1.9%)

中小企業者等の経営の安定

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債内合

訳 その他 預託金元金収入 137，008，000 137，006，232 

一般財源 4，492，000 3，686，4581 

ぷロ』 計 141，500，000 140，692，690 

歳 出 予算現額{円) 決算額(円)

金融機関預託金 112，000，000 112，000，0001 

支 商工中金預託金 25，000，000 25，000，000 
出
保証料補給金 4，500，000 3，692，690 

内
訳

合 計 141，500，000 140，692，690 

経常出
※上段:目標

12回 1 12回

|…….沼田.........1......・・・131堕.

交付税
算入

人件費〈向rrl
288，716 

l入ヱ数(人役)1 
|0.051 

人件費概算

活動指標ま正面蔵栗干首謀

1 1金融審査会の開催

:11;読ま目:::[:12;225王百...21融資実績額(年度内実行額)

3 

目的の妥当性..I妥当である|中小企業の経営安定化のためにつながるもので妥当である。

自治体関与の妥当性l妥当である|労働環境の向上を図るための事業であり、要綱に基づいている。

対象(受益者)の妥当性|妥当である|市内中小企業者等を対象としているL

妥
当
性

|目標達成度 i検討が必要
有~:;，.，..，.;.;:;..;;.;;.，...，;;..，..，.;...:.;， :..I

I~J類似事業?存在 | 存純在
ハ一 l.......:.，.:..:.::o....，.....:............'.I.............................1 
1上位施策への貢献度|貢献している|商業・サービス業の活性化に貢献している。

|効 l~~~;7..t~，~~黙|再三校I.~~台三?でで竺IliUlt所三土史;ò~m:#t烹会
率 i受益者負担の適正化|適正である
ご性性、 }ト-白……..一..一

1'. . . I伯コスト効率 •• I 適正である

J て し

平成28年度から融資期間の延伸、独立開業資金の自己資金要件を緩和するなど、使いやすい制度となるよう更なる見直し
を行っているが、近年、金融機関自体の利率が低いため、利用実績が減少している。
今後は、時勢に合った融資制度の確立や、既存制度の見直しなどを進めていく必要がある。

課題

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

.レ

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)1 商工労働課 商工労働係

大項目(政策) 中項百て施葉7
魅力と活力ある産業の振興 商業・サービス業の活性化

商業振興諸行事支援事業

事l面葉雇麗のために商扇面辱示美施するイベントに対する
:!:I補助を行う。
議|小野田駅前ちょうちん七夕まつり、小野田駅前秋のふれ
要lあいまつりなどの支援を行う。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

補助金 360，000 360，000 

支
出
内
訳

dE』コ 言十 360，00Q 36Q，000 

歳 入 予算現額(円)

国庫支出金

財 県支出金
j原割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 360，000 

dロ』 計 360，000 

人件費概算 !人瑚人?il人件1221|官|無同副一般
}舌覇指標または成果指標 H26 H27 

1 1商庖街等が実施するイベント数

21参加者数 .......5;b泌.百OO.A…………"T・"'u':oo'oX…・

3 

目的の妥当性 日 |妥当である|商業振興を図る事業であり、妥当である。
妥， ~….' .・M・-…….....・M・.....・M・|….........................，
当 :υ川 I自治体関与の妥当性| 妥当である|労働環境の向上を図るための事業であり弘、要綱に基づいている。
性 I卜"….ん"…….“....…一.
l対象(受益者〉の妥当性|妥当である l商庖街の活性化を図る事業であるo

l旧目標達成度
有 ~ト・・・H・H・H・H・.....…………，...
効 I類似事業の存在 |存在しない

111通ぶ員五-長福山;五|雨量:日二五福山両五五ぷ謀説;福山;
実施主体の適正化 |適正である

効、ι円.......ヘ:....;;:.;.:....，:.....，.1
〆率2-l受益者負担の適正化|適正である

， ~:W t;守!||コスト:~率 ， I適正である

..... 

匹亡日

決算額(円)

360，000 

360;000 

経常

「ちょうちん七夕まつりJ、「秋のふれあいまつりJなどの開催により、一時的には地域の活性化に繋がっているが、商庖街の日

課題

今の向後方性

特記
事項

常的な集客までは至っていないため、他施策の活用や商工会議所との連携を深め、商庖街振興を図る必要がある。

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室・所得)I 商工労働課 商工労働係

おめでとうセーノレ事業(こどもの日)

.....0こどもの日に合わせ、市内事業所の協力によりセーノレイ
霊|ベントを実施している。協力庖を掲載したチラシを作成し、
概|市内の全小学校、幼稚園・保育園にチラシを配布すること|手段|セール事業の実施
iで、事業所の情報発信、 PRに努め、商業振興を図ってい
|る。 1意図|市内の商業振興

歳出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円)

国庫支出金

支 財 県支出金
出
内

源内 割合 地方債

訳 訳 その他

一般財源

dEL ヨ 計 。 。 合 計

人件費概算
|人工数(人役)1人件費(円)I I交付税|
0.051 288，7161 1 算入 | j~竺j

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 H26 1 H27 1 I H28 |自標 l

1 1セーノレ協力庖数にどもの日セーノレ) :722Z!?議長II~:~~i~~~j主
2 

悪い

3 

目的の妥当性 妥当である|子供たちに対する商業イベントを実施することで、意識醸成を図る。
妥 h・H・..…H・H・....・・“・H・H・...…・・叶 1 

当 1自治体関与の妥当性|妥当である|労働環境の向上を図るための事業であり弘、要綱に基づいているロ
| 性 lトト"……….. ……… .. … .. … .. ……… .. … .. … .. 山…….“….. … .. ……… .. … .. … .. ……… .. … .. … .. ……… .. … .. … .. ……… .. … .. … .. ……… .. … .. … .. 一.
1対象(受益者)の妥当性| 妥当竺でである|市内の事業者を対象に行つている。

|目標達成度 |検討が必要|協力底、利用者ともに、さらなる制度周知を図る必要がある。
fヘ有 }…H・M・...……………1.................・H・........1........
効 |類似事業の存在 1 存在しない
性 ~.，'・・・.........一 ，....;~ • .'，....:..".I 
上位施策への貢献度|概ね貢献している

15|帯主TEF!llpffE|閉.持竺??とと2.TftrZ7115
ベ率 I受益者負担の適正化|適正である
性 ト…・・山・・・H ・H ・.......，;.............1
ト ム， 1コスト効率、 I適正である

.レ

。

匹132 1 

決算額(円)

。

こどもの日に合わせて、市内の事業所に協力を要請し、セ ノレイベントを実施しているが、ゼロ予算事業でありセ ノレに係る
負担等は事業所にお願いしている状況にある。
協力事業所からのアンケート調査や、聞き取りにより、平成29年度からは、「協力事業所のPRJや「セーノレ対象者の明確化J

「課題 に力を入れることで、より協力しやすい体制へ見直す必要がある。
チラシの印刷を考えると、印刷製本費を予算化した方が効率的である。

} 今の向方後性“ 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

zflゼ哨事業



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室・所得)I 商工労働課 商工労働係

商工センター管理運営事業

-:::t::::-.I商工業の振興及び商工業者相Eの連携向上に資する施
芸|設として施設の運営・管理を行う。
概 1(指定管理者制度導入施設)

商工センター

要|※指定管理期間(H28.04.01"'H31.03.31) 

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

需用費 4，702，000 4，437，744 国庫支出金

支 委託料 5，023，000 4，989，600 財 県支出金
出
その他 299，000 147，817 

内
源割
地方債

内合
訳 訳 その他 使用料 8，480，000 

一般財源 1，544，000 

ぷ口』 計 10，024，000 . 9，575，161 4ロ』 計 10，024，000 

人件費概算 !人工数(人引人件間~ Iす|無 I~三副 一般

活動指標または成果指標

1 I商工センター利用者数

2 

3 

※上段:目標中段:実績下段:達成率

H26 I 有吉一寸 I H2旦ー」目標 l

|達成

二EZfk::I::i;l!ZE二IL::::~;7:~~);二1 Jt I 

目的の妥当性 妥当である|商業振興を図るための施設であり、妥当と判断する。
妥 }山M・M・...…-…・…・・…・・....・...，…・・・…・................t
当 l自治体関与の妥当性|妥当である l労働環境の向上を図るための事業であり、要綱に基づいている。
性}………….......……H ・I・............................1
|対象(受益者)の妥当性|妥当である|山陽小野岡市商工センター条例等に基づき規定している。

i 旧標達成度
有↓・・・1….ん“・・・・ベ 寸

効 1類似事業の存在 1存在しない

性五五言語制治;;五|議員長長エミ長弘通話芸品謀議長i品川;
実施主体の適正化 |適正である|指定管理者制度を導入し、適正に実施している。

効 1:・・・・・・H・H・-…H・H・..……"・H・H・.1.............................1
率 |受益者負担の適正化|適正である'
性》十九……'，"・H ・…・.......・…H・I・.......
コスト効率、 |適正である

.レ

匹I33 I 

決算額(円)

7，908，483 

1，666，678 

9，575，161 

経常

建築後35年以上経過している施設であり、維持管理費が嵩んでいる状況にあり、今後、施設のあり方を検討する必要があ

課題

今の向後方性

特記
事項

る。

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局宮・所得)I 商工労働課 商工労働係

大項目(政策)

魅力と活力ある産業の振興

エレベーター改修(リニューアノレ)事業

事l昭和54年9月竣工以来、劣化状況に合わせて部品の取
業|替を行ってきたが、当該エレベーターの部品供給がなくな
概|り、修繕等の対応ができなくなるため、エレベーターの必
要|要機器を更新する必要があった。

歳 出 予算現額(円1決算額(円)
工事請負費 5，292，000 5，292，000 

支
出

内
訳

合 計 5，292，000 5，292，000 

歳入 予算現額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 5，292，000 

dE』2 計 5，292，000 

人件費概算 r工数(人間人件間~ I 宝~I 無 I ~三百 一般

活動指標ま正直説栗宿覆

1 Iエレベーターの改修工事

2 

3 

※上段:目標中段:実績下段:達成率

H26 I 古~ I H28lel標 l

…1....・....一二…H・H・..1 l壬烹空=F"語界達成
完成 | 度

良い

目的の妥当性 l妥当である|利用者の安全を確保するためであり、妥当である。
妥}…円………………1.............................1
当 l自治体関与の妥当性|妥当である|労働環境の向上を図るための事業であり、要綱に基づいている。
、性}…....・H・-…....・H・......…...・H・.1.............................1
|対象(受益者)の妥当性| 妥当である

|目標達成度 |達成している|必要な改修を達成した。
有ト……山......・川……イ…………………l
効 |類似事業の存在一 |存在しない
性 1...;..;:...;;..;................;.;.........1

上位施策への貢献度|貢献している|利用者の安全が確保できた。

|川効 舟摂さ烹性勿幣?仔明空黙明担黙引Eと川!J|空空
率 l受益者負担の適正化|適正である
性}也|
iコスト効率 | 適正である

課題

、:今の向後方性~

特記
事項

..... 

事業の終了
改善
時期

匹亡日

決算額(円)

5，292，000 

5，292，000 

臨時



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課開局宮・所得)1 商工労働課 商工労働係 回三日

山陽小野田市地域通貨事業

事!介護ボランティア(いきいき介護支援サポーター)事業における
|ボランティア登録者のポイントを地域通貨で発行し、市内の商業
業|振興を図る。利用で、きる協力庖については、登録事業所とし、地
概|域通貨の換金については、小野田商工会議所、山陽商工会議
要l所、小野田民主商工会で行う。

手段|介護ボランティアのポイントを地域通貨に交換、協力庖で使用

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額〈円) 決算額(円)

地域通貨業務委託 303，000 16，160 国庫支出金

支 財 県支出金
出
l 内

j原割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財源 303，000 16，160 

.g. 言十 303，000 16，160 4E』3 計 303，000 16，160 

人件費概算 !人工配合~人{牛15;61 |官女児hJl::竺|一般 臨時

活動指標または成果詣諌 H26 

1 I地域通貨流通量(円) 4，000円

2 

3 

|目的の妥当性 |検討が必要|市民ボランティアの増進につながるものであるが、地域経済の循環に至っていない
妥い........……・....・…........…1.............................1ト
当、|自治体関与の妥当性|検討が必要|商業振興を図るための事業であり、要綱に基づいて実施している。
性，'b"..'.:'・H ・...…ザ…一…....・I・............................1.
| 三|対象(受益者)の妥当性|検討が必要

1目標達成度
有 ト・・..........・H・.....…...・H・.....・H・.I.............................t
効 |類似事業の存在ノ | 存在する |商庖街等の商品券事業
性ト"………..………一!“……….“…..…μ，.“….
γ]上位施策への貢献度|概ね貢献して引bい、も叶る司l魅カと活カある産業の振奥に貢献できる事業である。

ギ|雪村f*(])空聖子|ち??jf雪I.iザ.警竺円三芳三ar;Q日常明男子TZ!?!??.ff烹
率、 1受益者負担の適正化|適正である
性.".'.~へ 1 山 4

| : 13スト効率 | 適正である

課題

今の後方l 

向性

特記
事項

..... 
現状の介護ボフンァィア員を対象として発行する地域通貨(商品券)制度は、社会貢献事業としての意味合いはあるが、商業
振興としての実績が弱いため、当事業の見直しを図り、商業振興施策に繋がる仕組みへの変更について検討する。

事業の休止・廃止の検討が必要 改時善期 29年度中に改善に着手



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室・所(係)I 農林水産課 農林係 匹亡口

農業経営基盤強化資金利子補給事業

.....1経面面ヨーモ'(J){il1雇営発展を図るのに必要な農業経営基
芸|盤強化資金を借り入れた認定農業者に対し利子助成を

概|行う。

要

歳 出 予算現額〈円) 決算額(円J
経営基盤強化資金利子補給金 1，387，000 918，329 

支
出

内
訳

ぷE』2 計 1，387，000 918，329 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金 50 693，000 459，164 
j原割
地方債

内合
訳 その他

一般財調 50 694，000 459，165 
dEbヨ. 計 1，387，000 918，329 

人件費概算 |人瑚121人{牛25;61|想見|無|長出一般 経常

100% 1 100% 

活動指標または成果指標 お
一
回
一
回

出
一
ロ
…
ロ1 1関係団体との情報確認回数

21制度利用者数
........2語A…r.......u長;A

3 

目的の妥当性 妥当である|資金の借入であり、妥当である。
妥 t......…・山・.............................，.............................，・
当 |自治体関与の妥当性|妥当である I認定農業者に対しての利子助成であり、妥当であるロ
性 f.;・H・..………………1.............................1.
対象C受益者)の妥当性|妥当である I認定農業者であり、妥当である。

有問符竺............，..1今日三l.!ザ.21?と.2121
効 |類似事業の存在 |存在しない

性ι|エ雨量二雨量百五|福山ヨ|
実施主体の適正化.1適正である|認定農業者であり、適正である。

効 ト………・・……・・…....・H ・，1，............................1
率 |受益者負担の適正化|適正である|利子助成であり、適正である。
性 L…………H・H・-…….1.… l
コスト効率 適正である|認定農業者が、経営拡大その他経営発展を図るために必要な借入の利子助成であり、適正である。

.い
新規の制度利用希望者への利用拡大。

課題

l 今の向性後方 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)| 農林水産課 農林係

.....，平成厄年度かちま昔ま:った戸別所得補面市l腹式25年度
芸|からは国の制度名が経営所得安定対策に変更され、当
概|該事業における事務を行う。

要

経営所得安定対策事業

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円)

消耗品費 222，000 216，975 国庫支出金

支 印刷製本費 92，000 81，848 財 県支出金 100 366，000 
出
燃料費 65，000 。

内
績割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財源 13，000 

.g. 計 379，000 298，823 dE』Z E十 379，000 

人件費概算 !人工数(官|人宮認。II想見|無|恒出 一般

活動指標または成呆指標

1 1会議回数

21経営所得安定対策加入者数

H26 

10回

10回

H27 

10回

10回

l00.00% I 100.00% 
830人 1 800人

789人 1 741人

95.10% 92.60% 104.00% 1良い

3 

目的の妥当性 |妥当である|生産調整事務の円滑な実施のため、妥当であるo

il刊号再現|:記長::t~~~持者三時場ZZEE-55::::::::::
対象(受益者)の妥当性|妥当である|生産調整事務の円滑な実施のため、妥当である。

目標達成度 |概ね達成している

i 民4害者?FE::IEさ21j:::::::::::::::::
土位施策への貢献度|貢献している

l実施主体の適正化 |適正である|生産調整事務の円滑な実施のため、適正である。
効ト………・…...・M・-….....・H・-↓ | 
率 i受益者負担の適正化|適正である|国事業で10/10の補助率で行われており、適正である。
性 i……………ー……….1.............................1
コスト効率 適正である|生産調整事務の円滑な実施のため、適正である。

..... 

課題

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

回三日

決算額(円)

298，823 

。
298，823 

経常

直接支払推進事業補助金(国庫補助金)と米需給調整総合対策事業費補助金(県費補助金)が県経由にて市に入金。
当該事業の事務等経費部分が補助対象である。



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課圃局面室・所得)I 農林水産課 農林係 匹仁田
大項目(政策)

魅力と活力ある産業の振興

中項目(施策)

農業の振興

青年就農給付金事業

事|農業従事者の高齢化が急速に進展する中、持続可鵠な
::::1農業の実現のため、青年の新規就農者を大幅に増加さ

毒|せる必要がある。平成24年度から、就農前後の青年新規
|就農者に対する給付金の給付等、新たな国事業が創設
要lされ、山陽小野田市においてもこれに取り組む。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

青年就農給付金 9，000，000 9，000，000 

支
出

内
訳

JEbヨh 言十 9，000，000 9;000，000 

句』、、、

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

員オ 県支出金 100 9，000，000 9，000，000 
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財調
.g. ヨ 計 9，000，000 9，000，000 

入件費概算 |厄配制竹宮;!:;ii|想見|無|恒出一般 臨時

※上段:目標中段:実績下段:達成率

I H28 I目標 l

I 6人 |達成

二:京:::::::::1:::::::::区::::::::::|[二万二..1一生
8入

6入

H27 

6人

活動指榛ま正直読栗藷覆

1 1給付金支給

四一一以

l00.00% I 100.00% 
5人 1 ?人

5人 1 6人21新規就農者
100.00% 良い75.00% 75.00% 

3 

目的の妥当性 妥当である|青年の就農意欲の喚起と就農定着を図るため、妥当である。
妥 t...，..・M ・.......・M ・.......…............，.............................，

当 |自治体関与の妥当性|妥当である|新規就農者の経営安定、営農定着を図るため、妥当である。

|性 L.;=.:.:::;=.::.::.:.:....:.:;:.~.::.I.....::.:::.:;.:.::...:;_..:....I
'対象(受益者)の妥当性| 妥当である l営農を継続していけるよう所得を補完できるための事業であり、妥当であるo

E目標達成度 |達成している|

!51詰ii言説説 |是正ぶ~...I
'P刊ド p・・・・・・・・・・・・・・・・ι・・..........................1
I上位施策への貢献度|貢献している

|実施主体の適正化 |適正である|新規就農者の所得確保、就農定着を図るためであり、適正である。
効}…………一……..:1-............................1
率 i受益者負担の適正化|適正である|国の100%負担であり、適正である。
性 L……"………"…"…..1.............................1
コスト効率 適正である|新規就農者の所得確保を図るためであり、適正である。.. 

課題

今の向性夜方 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

日町国庫補問県経吋へ入金



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|謀・局室・所得)I 農林水産課 農林係 匹I12 I 
大項目(政策)

魅力と活力ある産業の振興

新規就農・就業者の定着支援事業(定着支援給付金)

歳出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円) 決算額(円)
新規農業就業者定着促進事業補助金 4，520，000 4，520，000 国庫支出金

支 財 県支出金 50 2，260，000 2，260，000 
出
内

源割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財源 50 2，260，000 2，260，000 

，Eaヨh 計 4，520，000 4，520，0001 £==』a 計 4，520，000 4;520，0001 

人工数(人役)1λ件費t再)] I交付税 1'= 1 じ孟孟[:1.，I 6fu I 
人件費概算 I 0叫 866.， ~481 I 算入 | 無 I I会計種別| 一般 | 臨時

※上段:目標中段:実績下段:達成率

!活動指標または成果指標 I H26 . I .. H27 I I H28 l目標
| 一 | 一 1 I 一 |達成

1 1新規就業者数受入法人数 1""...........=...........T......"2活χ_........1 r......2註:A…l度

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|新規就業者受入法人への支援であり、就農定着を図るため、妥当である。
妥 • t...山……..山……..山..山....……..…...……..山..山...山……..山..山……..山..山....……..山..……..山..……...………..山叶..
当 l旧自治体関与の妥当性|妥当である|新規就業者受入法人への支援であり、就農定着を図るため、妥当であるo
性 }トトいι山山4←ペ一.“………….“………….日…….目一….目….日.........・H ・-… … ・… ..1.... … … … | 
|対象(受益者)の妥当性|妥当である|新規就業者受入法人への支援であり、就農定着を図るため、妥当である。

目標達成度
有 t............................................1
効 l類似事業の存在 |存在しない
3性 f...:..........o............，...".，..;......，:1
上位施策代の貢献度|貢献している

実施主体の適正化
効ト…・…………………..…・・，.............................，

率 |受益者負担の適正化|適正である|県と市で各2分の1の給付であり、妥当である。
ト性~;;，.，;ー…………………..1.............................1

|コスト効率 ‘ |適正である|県と市で各2分の1の給付であり、妥当である。

..... 
1 課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

[給付金額】 1，2年目 :120万円、 3年目 :90万円、 4年目 :60万円、 5年目 :30万円



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シートi課伺・童館所(係)I 農林水産課

大項目(政策)

魅力と活力ある産業の振興

中項目(施策7
農業の振興

農林係 匹仁日

新規就業者受入体制整備事業(機械・施設等の生産条件整備支援対策)

;1法入等日明規就業者を雇用又は構成配して
受け入れるのに必要な体制整備を支援する。
国(有)グリーンハウス

要

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円) 決算額(円)

新規就業者受入体制整備事業補助金 6，666，000 6，666，000 国庫支出金

支 財 県支出金 100 6，666，000 
出

訳内

源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源

.g. 計 6，666，000 6，666，000 dロ!!>. 計 6，666，000 

人件費概算 !四マ;lM12L|| 官~ I無 Il::竺| 一般

走扇霜寝言正面画栗福榛

1 I新規就農者受入法人数

H26 

1法人

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|新規就業者受入法人への支援であり、就農定着を図るため、妥当である。
妥 t………...・H・.....・H・H・.....…・.1.............................1

当 |自治体関与の妥当性1妥当である|新規就業綾受入法人への支援であり、就農定着を図るため、妥当である。
性 f.:...・M・....・H・...…............，.......1.............................1
対象(受益者)の妥当性l妥当である|新規就業綾受入法人への支援であり、就農定着を図るため、妥当である。

目標達成度

it特許宗:::::::::[::555ij::::
実施主体の適正化 |適正である，ヲ

効 ιI.............................I~f | “……….日一.“..1一r新窺就.業著2在E雇用:支文iほぼまま.:了;
J 率 !畏畏i益者負担の適正化| 適正である|
V 性 ~~・...…・・…・……….I....~・M・......・M・....・M・.1り免J~.t主連主主長奇'.g..・....…・・…
コスト効率 概ね適正である|事業費の1/3が県補助、残りは実施主体負担であり、概ね適正である。... 

6，666，000 

6，666，000 

臨時

農業者から生産調整、農業振興、経営安定施策に係る市独自支援に対する要望が強いが、実施されていない。単県補助事
業に対して、単市の独自上乗せ支援策について長期的な検討が必要。

6課題

今の向後性方 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

L21 



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)I 農林水産課 農林係 匹亡日

野菜価格安定化事業

_1福定野菜函1i!ー格が著しく低落した場合に、生産著補給
芸|金を交付することにより、野菜農家の経営に及ぼす影響
概lを緩和し、次期作の確保と、消費者への野菜の安定的な
要|供給を図る。

、。歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

野菜価格安定事業負担金 50，000 。
支
出
内
訳

ぷE』ヨ 計 50，000、 。

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金

源内 割合 地方債

訳 その他

一般財源 100 50，000 。
合 E十 50，000 。

人件費概算 !人工数(湖人件15;61| 宝~I 無|匝画 一般 経常
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1 1事業加入

21対象野菜作付面積 17.25ha I 44.9ha 

52.00% I 135.20% 

3 

目的の妥当性 妥当である|指定野菜生産農家の経営安定及び産地づくりの推進をしており、妥当である。
妥 ト…・・・・....・H・.......…...・M・-…1.............................1
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|指定野菜生産農家の経営安定及び産地づくりの推進をしており、妥当である。
性 h.・M・..…..………十・・・・・・...+.….......................1
l対象(受益者)の妥当性| 妥当である|指定野菜生産農家の経営安定及び産地づくりの推進をしており、妥当である。

目標達成度 |達成している
有 h........，...............................，..1
効 l類似事業の存在 l存在しない
性 L.....;...o..o.........o....................;1

主生塑策への貢献度|貢献している

|実施主体の適正化 |適正である|指定野菜生産農家であり、適正である。
効 }…・........・H・-…………l…・・ l 
率 |受益者負担の適正化|適正である|価格低落時の生産者の補給金であり、適正である。
性 i…"“一

一
コスト効率 適正である|消費者への野菜の安定的な供給を図っており、適正である。

課題

今の向性後方 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

.レ

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)1 農林水産課 農林係

事|山陽小野田市、宇部市、]A山口宇部が参加し、農業改良
業|普及事業を行うほか、農村青年、農業研究団体、生活改
概l善グノレープ等の育成等を行う。

要

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

農業改良普及協議会負担金 258，000 258，000 

支
出

訳内

.g. ヨ 計 258，000 . 258，000 

農業改良普及等事業

歳入 予算現額(円)

国康支出金

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 100 258，000 
d回~' 計 258;000 

人件費概算 |人工数(tl 入件関~I 鷲見|無 I l竺副 一般

※上段:目標中段:実績下段:達成率

若覇幅譲主目立成果福標 H26 1 市互ナーI I H28 |目標

1 1事業数 ::::J 
2 

良い

3 

匹I15 I 

決算額(円)

258，000 

258，000 

経常

| 、l目的の妥当性 | 妥当である |農業経営の近代化の促進、農家の社会的・経済的地位向上を図ることを目的としており、妥当である。
妥 1.........………………...・I・............................1
当.I自j治台体関与の妥当性| 妥当である|各団体が行う事業を支援しており札、妥当であるo
性 ト目一……….. …….“一.. ………… .. …… .. …… .. …....………… .. …….“…....………… .. …… .. …....…..“…………"…….“.“...………… .. …… .. 山....…….. ….日.1.............................1
|対象〔受益者)の妥当性| 妥当である l各種農業グループの育成であり、妥当である。

有 l里子空界::.....:...............1 空.恐士三I.~.竺O).~竺:幣.fE.?
効 |類似事業の存在 |存在しない
性 1.....:...:..::.............. ，...........，...，1 
上位施策への貢献度 l貢献している

実施主体の適正化 l適正である|山陽小野田市、宇部市、]A山口宇部で構成された協議会であり、適正である。
効トイ…………………....+............................1
率 |受益者負担の適正化|適正である|山陽小野田市、宇部市、]A山口宇部がそれぞれ負担金を交付しており、適正である。
性トM・M ・……………....・.;.1.............................1
|コスト効率 |適正である|協議会等で各種事業を実施しており、効率的である。

課題

一今の向後方性

特記
事項

..... 

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 農林水産課

大項目(政策)

魅力と活力ある産業の振興

中項目 C施策)

農業の振興

農林係

やまぐち農林振興公社支援事業

事|やまぐち農林振興公社は、県内の麗林葉め持続雨かっ
:::1健全な発展並びに農地及び森林の有する多面的機能の

INol 16 I 

事|発揮を図り、農山漁村の振興に寄与する事業を行う。 I手段|全市町が賛助会費を納める。均等割、耕地面積割で算出。
要.

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

やまぐち農林振興公社負担金 131，000 131，000 国庫支出金

支 目オ 県支出金
出
内

瀬割
地方債内合

訳 訳 その他

一般財源 100 131，000 131，000 

dEbヨh 計 131，000 131，000 dロ』 計 131，000 131，000 

人件費概算 |人工数(淵人件知~ I官|無|同問l一般 | 経常
※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 1 H26 1 H27 

1 I事業数 j...二

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|農山漁村の振興事業を展開しており、妥当である。
妥 t…....・H・...…"・H・M・-…・・…・・I…… 1 

当 |自j治台f体本関与の妥当性| 妥当である|各団体が行う事業を支援しており弘、妥当である。
性 }トトトト“………….目一….“山……….“…….日一…..….“.………….“一…..…….“…..… “……….目…….日….“.“………….“…….日….目..目一.“.里...円円......日…………..……..………….目…….日一….“….“.…→.町.
!ト 1対象(受益者)の妥当性| 妥当でで、ある|各種農業グループの育成であり、妥当である。

目標達成度 達成している|目標の事業数を達成した。
有 t........."..，..，..........，.....，...'......1
，効， 1類似事業の存在 |存在しない
性~..........................;.........，....， ..I.............................I.

上位施策への貢献度|貢献している.

良い

実施主体の適正化 |適正である|県内の全市町が参加するやまぐち農林振興公社が主体であり、適正である。
効ト…，……-……………1.............................1
率 |受益者負担の適正化|適正である|全市町が賛助会費を納めており、適正である。
、性 l;.....・H ・....・H・...……H・...…1.............................1

コスト効率 適正である|やまぐち農林振興公社で各種事業を実施しており、効率的である。

課題

、今の向性後方

特記
事項

.. 

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)1 農林水産課 農林係

中項目(施策)

農業の振興

農業管理センター運営支援事業

事l農業管理センターは、直接農業者の窓口となるだけでな
~Iく、市、農業委員会、県、園、 JA等の関係機闘が定期的
事|に担い手の育成・確保、農業生産組織の育成等について
婆|協議している。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

農業管理センター運営費補助金 992，000 992，000 

支
出

内
訳

ぷE』ヨ 言十 992，000 992，000 

歳入 予算現額(円)

国庫支出金

財 県支出金
;胃割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 100 992，000 

dE』2 言十 992，000 

人件費概算 |人瑚tti 人件記~ I想見|無|住剖 一般

活動指標または成果指標

1 I会議開催回数

2 

3 

H26 

24回

24回 23回

100.00% I 95.80% 

回二日

決算額(円)

992，000 

992，000 

経常

目的の妥当性 妥当である |関係機関、団体が定期的に協議を行って、本市の農業の現状や今後の方向性について情報共有をしており、妥当である。
妥 1..・M・...・M・...…・・…・・…............1.............................1・
当 |自治体関与の妥当性| 妥当である ト関係機関、団体が定期的に協議を行って、本市の農業の現状や今後の方向性について情報共有をしており、妥当である。
| 性 ト......……H・H・-…・一一H・H ・.+............................1.
|対象(受益者)の妥当性| 妥当である 1農業管理センターは関係機関、団体が定期的に協議を行っており、妥当である。

旧標達成度 |達成している
有 iト.山………..山………..山…..……..…....…..山.“ん.
効 |類似事業の存在 |存在しない

土刀|陥説説元泌語ぶμ二芯ぷ漏貢説説 |持説長説示瓦必心心こ日ぷぶモ石ぷ辺刊刊;じ芯司司、逼斗司L司I: 
|実施主体の適正化 | 適正である |農業管理センターは市、農業委員会、県、園、JA等関係機関が定期的に協議をしており、適正である。

|効}・7 … :~.;~~.~.~.~.~..I....;~.~.;:~..~....t
、率 I受益者負担の適正化|適正である|関係機関、団体が定期的に協議を行う場であり、負担は適正であるo
p 性ト?…・よ…….....・....…・……1.............................1
lコスト効率 | 適正である |農業管理センターは市、農業委員会、県、園、JA等関係機関が定期的に協議をしており、適正である。

課題(

今の後方

向性

特記
事項

.レ

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課骨・室園所得)I 農林水産課 農林係 INol 18 I 
中毒百て施葉7
農業の振興

大項目(政策)

魅力と活力ある産業の振興

農地中間管理機構事業

事|麗葉話事者の高齢化が急速に進展する中、持続可能な
~I農業の実現のため、農地中間管理機構を設置し、担い手
議|への農地集積と集約化を図る。
要|現在の借受希望は12経営体。

歳出 予算現額(円) 決算額(円)

農地集積協力補助金 4，329，000 4，328，300 

支
出
内
ャ訳

dE』ヨ 百十 4，329，000 4，328，300 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金 100 4，329，000 4，328，300 
源害IJ
地方債

内合
訳 その他

一般財源

合、計 4，329，000 4;328，300 

人件費概算 [よ主語τ勺F烹26J|想見|無 l~竺~ 一般

活動指標または成菓福覆

1 1機構への農地集積面積
•• •• •• •• •• •• •• •• L
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目的の妥当性 妥当である|担い手への農地集積と集約化を図るため、妥当である。
妥 ト.........・M・..........・・・・・・・H・H・..・・・..1.............................1
当 i自治体関与の妥当性|妥当である|担い手への農地集積と集約化を図るため、妥当である。
性 1.........:，.......・M・..…H・M ・..……・1.............................1
対象(受益者)の妥当性| 妥当である|担い手への農地集積と集約化を図るため、妥当である。

達成している目標達成度
有 t."...…...・H・...........................1
効 |類似事業の存在 |存在しない
性 1"......，:....，."":.............，.，...........1
|上j立施策への貢献度|貢献している

て、1実施主体の適正化 適正である|担い手への農地集積と集約化を図るため、適正である。
、効 t"..勺?円ア円…………..一…..山…..山..………....…………..……..山....………..山…..山....………..山…..山.町.……….“...円…..山叶..
i率 |受益者負担の適正化|適正である l国の10∞0%負担であり弘、適正である。
) 性 iトトい"…………..…..…………..……..……..…....…………"…….....………..山…..山..… … … … 1.............................1 
コスト効率 1適正である|担い手への農地集積と集約化を図るため、適正である。

.レ
営農組合法人等を中心とした集約を検討する必要があるロ

課題

一l今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

特記 | 
|国庫補助金が、県経由にて市へ入金される。

事項 | 



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局直圃所得)I 農林水産課 農林係 回二日
中事百I施策)
農業の振興

天項百日政策)

魅力と活力ある産業の振興

人・農地問題解決推進事業

-==-，1力強い農業構造を実現していくため、集落・地域で地域
事|農業のあり方について議論を進め、地域農業を担う経営
且;1体や生産基盤となる農地を将来においても確保していく
霊|必要がある。地域の中心となる経営体の確保やその経営
，1体への農地集積に必要な取組を支援する。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

報償費 6，000 2，000 
支 消耗品費 8，000 12，000 
出

内
訳

合計 14，0001 '. l4，000 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金 50 7，000 7，000 
j原割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 50 7，000 7，000 
ぷロ』 言十 14，000 14，000 

人件費概算 |人工数倍|人件1261|想見|無|匝画 一般 経常

活動指標または成果指標

※上段:目標中段:実績下段:達成率

H26 1 市互すーっ I H28 |目標 l

3回 1 3回 1 I 3回 |達成

1回 1 2回 Ir 1回|度i1 1検討会の開催

2 

普通

3 

目的の妥当'性 | 妥当である|人・農地プランの推進による、地域農業の将来の明確化、農地集積の推進のため、妥当である。
妥 ト・H・H・.....・H・.............…M・M・-・・1.............................1
当 l自治体関与の妥当性|妥当である|地域の中心となる経営体であり、妥当である
性 f....…"・H・H・...........・H・……1.....'.......................1
対象(受益者)の妥当性| 妥当である|人・農地プランの推進による、地域農業の将来の明確化、農地集積の推進のため、妥当である。

目標達成度 概ね達成している

有 t...，........，.....'........."..，..............，
P効 |類似事業の存在 |存在しない
性 f..，..."...，............;;.............，.....1
上位施策への貢献度|貢献している

効
率
性
J

一一

実施主体の適正化 適正である|地域の中心となる経営体であり、適正である。

受益者負担の適正化|適正である|国の負担であり、適正である。

コスト効率

.い
適正である l人・農地プランの推進による、地域農業の将来の明確化、農地集積の推進のため、適正である。

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

L里



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局圃室・所(係)1 農林水産課 農林係 匹DD
中項目(施策)

農業の振興

人・農地問題解決推進事業(法人化支援交付金)

手段|法人設立発起人会、法人設立準備会等の開催

事|カ強い農業構造を実現していくため、集落・地域で地域
=1農業のあり方について議論を進め、地域農業を担う法人
議|の設立支援や、その法人への農地集積に必要な取組を

要|支援する。
意図|地域の中心となる法人の設立支援、農地集積の推進

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

農業経営法人化支援交付金 400，000 400，000 国庫支出金

支 財 県支出金 100 400，000 400，000 
出

内
源割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財源

合 言十 400;000 400，000 4ロ』 計 400，000 400，000 

| 人件景観主 |人工数(人役)1人間円UI交付税 I~ I I会計種別I-~ I l õ~i 1 -q.  577'，4321 1 算λ 1 ~ 1 1会計種別| 一般 | 経常
※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 1 H26 ..1- H27 1 I-~ 1目標 i
I 1件 I 1件 I I 1件 |達成

1 1法人化実績 I 0件 I 0件 1 r 1件 l 度
0.00% I 0.00% 

2 

3 

目的の妥当性 妥当である l人・農地プランの推進による、地域農業の将来の明確化、農地集積の推進のため、妥当である。
妥 r 寸

d 当 |自治体関与の妥当性| 妥当である|人・農地プランの推進による、地域農業の将来の明確化、農地集積の推進のため、妥当である。

性 1 ・|
対象(受益者)の妥当性| 妥当である|人・農地プランの推進による、地域農業の将来の明確化、農地集積の推進のため、妥当である。

l目標達成度 |達成している
有 }一|

効 |類似事業の存在 |存在しない
性 }トい.“…山4“….“.“………“山…..……… .. 
よ位施策への貰献度 l貢献している

実施主体の適正化 | 適正である |人・農地プランの推進による、地域農業の将来の明確化、農地集積の推進のため支援する事業であり、適正である。
効}…H・H・-………………・1.............................1
率 |受益者負担の適正化|適正である|国の負担であり、適正である。
性ト……"“H・H・..………・1.............................1
コスト効率 |適正である|国の負担であり、適正である。

課題

今の後方

向性

特記
。事項

.. 

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室・所(係)I 農林水産課 農林係 回三日

、

大項目(政策)

魅力と活力ある産業の振興

新規就農・就業者の定着促進事業(指導農家支援)

歳:出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

新規農業就業者定着促進事業補助金 720，000 720，000 国庫支出金

支 財 県支出金 50 360，000 
出
内

源内 割合 地方債

訳 訳 その他

一般財源 50 360，000 

4E』コ 計 720，000 720，000 合計 720，000 

人件費概算 |人工数(淵人件記号~ ，宝~，無 IE到 一般

活動指標または成果指標

1 1研修生受入指導農家数

2 

3 

※上段:目標中段:実績下段.達成率

H26 1 百v-寸 I H28 |目標 1

::-.............1二 !l:l笠

目的の妥当性 |妥当である|担い手の育成に寄与するものであり、妥当である。
妥 l'……山M・M ・...・H・..…H・H ・-…・1.............................1

決算額(円)

360，000 

360，000 

720，000 

臨時

l z !???空~~O)明空 I....~~乃空|山陽小野田市農業振奥事業等補助金交竺?にfり定められている事業であり、妥当である。

対象(受益者Jの妥当性| 妥当である|指導する農家への支援であり、妥当である。

目標達成度
有 t~...................... ， .ò.....................1

効 l類似事業の存在 l存在しない
性 1...........，...;............，.:::.;..，.......1
上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 適正である|指導農家への支援であり、指導農家の負担軽減のため適正である。

ilH持者房長持:1'tT'"日夜:1415:?YE--255主ヨ5::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::
且コスト効率

課題

今の後方

向性

特記

事項

適正である|研修生を受け入れるための最低限の費用である。

.レ

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期!



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局直・所(係)I 農林水産課

大項目(政策)

魅力と活力ある産業の振興

中項目l施策)
農業の振興

耕地係 回三ヨ

県営土地改良事業(経営体育成基盤整備事業)後潟上地区

ー l後潟地区では、 H3~H10年度で南側37haの区画整理を
夏|実施、北側の仰が未整備となっている。地元から整備
概|の要望が強く、合意形成も整うことから残りの区画整理を

要|実施する。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

県事業負担金 28，921，380 28，920，000 

支 換地業務委託料 1，245，160 1，245，160 
出
消耗品費 40，460 40，460 

内
訳

ぷE』コ 言十 30，207，000 30，205，620 

歳 入 予算現額(円)

国庫支出金

員オ 県支出金 需用11.鍾庇科の1曲 1，285，000 
j原割
地方債 負担金の90 26，000，000 

内合
訳 その他

一般財源 2，922，000 

dロ』 計 30，207，000 

人件費概算
は工諏I瓦在:)1入件費用)1 I交付税 I-i=- I I .A."'-'-:ta 1:];' I 
|0.11  577，4 

活動指標または成菓子宮槙f

※上段:目標中段:実績下段:達成率

l 百互デ"""1 I H28 |目標 1

1 1整備面積(ha)

11ffJJJHlJ1111!;JJJJ匡
21換地業務(件)

100.00% 1 I 100.00% 1良い

3 

目的の妥当性 |妥当である|農業振興の促進及び経営体の育成を図るものであり、妥当である。
妥トH・H・-山H・H・H・M・...………1.............................1
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|農業振興の促進及び経営体の育成を図るものであり、妥当である。

|性 |対象(受益軒の妥当性|妥当である|農業者の経営安定と農作物の安吾泌を図るものであ日当であふ
|目標達成度 |達成している
有}‘|
効 |類似事業の存在 |存在しない
性ド | 
上位施策への貢献度|貢献している

決算額(円)

1，285，160 

21，600，000 

7，320，460 

30，205，620 

臨時

|実施主体の適正化 |適正である|実施主体は山口県、市は事業費の12%の負担で事業が実施されるので適正である。
効ト……-………"・H・H・...什 l 
率 |受益者負担の適正化|適正である|地元は8%を負担するが、直接県の歳入となる。
性|…………………ー…|・ 4

/ 

'課題

ヘ今の向性後方

特記
事項

コスト効率 I適正である|市の負担は事業費の12%であり、適正である。... 

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 農林水産課 耕地係 匹仁司
大項目(政策)

魅力と活力ある産業の振興

土地改良区等推進補助事業

."，.， 1土地改亘区等が維持管重している排水機場等の土埴最

芸|良施設の適正な運転を行うための維持管理費の助成、事
~I業償還金補助を行う。高千帆土地改良区、後潟土地改良
重|区、南高泊干拓農協、古開作土地改良区、山陽土地改
l良区(永安台沖開作地区)、厚狭寝太郎堰土地改良区

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

土地改良区補助金 37，404，300 36，537，651 

支出

内
訳

合 言十 37，404，300 36;537，651 

歳ι 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
;軍割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 37，404，300 36，537，651 

dEh2 ~ 計 37，404，300 36;537.，651 

人件費概算 |人工数(匁l人tZ。||想見|有|同問l一般 経常

100.00% I 100.00% 

活動指標または成果指標

1 I基幹水利施設数
6

…6
 

no-
2
r
o
一6

H
一

2 

3 

目的の妥当性 妥当である l用水確保及び防災関連施設の維持管理を地元関係者が行うもので、あり、妥当である。
妥

当

性

自治体関与の妥当性|妥当である|用水確保及び防災関連施設の維持管理を地元関係者が行うもので、あり、妥当である。

対象(受益者Jの妥当性| 妥当である・|用水確保及び防災関連施設の維持管理を地元関係者が行うものであり、妥当である。

目標達成度 達成している
有 t'......，..…...・M・....・H・................1
効 |類似事業の存在 |存在しない
性ト…… l 
hl上位施策への貢献度|貢献している

効|帯主??空里子 lF251.7R黙???全性明今竺門空万三里Et?27.
2事 |受益者負担の適正化 i適正である
性ト"“......，...……………・l

コスト効率

一
適正である|地元関係者による効率的な維持管理が行われており、適正である。

課題

| 今の向性夜方 F 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

.い

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局圃室・所(係)I 農林水産課

夫項百(政策7
魅力と活力ある産業の振興

中頃目(施策J
農業の振興

耕地係

県営基盤整備促進事業(赤川頭首工)

赤川頭首工事|当該地区の頭首工は老朽化が著しく、効率的な水利用と
:::1管理が難しく営農に支障をきたしている。早急に改善する
毒|必要がある。 手段|県営事業により、用水路改修を実施する。
要1(負担割合:国50%、県30%、市12%、地元8%)

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)， 歳 入 予算現額(円)

県事業負担金 1，960，000 1，960，000 国庫支出金

支
|出

内

財 県支出金
源害IJ
地方債 90 1，000，000 

内合
訳 訳 その他 分担金 784，000 

一般財調 176，000 

4E23 h 言十 1，960，000 1，960，000 ぷ回』 言十 1，960，000 

人件費概算 |四官|人宮古~ I官|無|巳到一般

活動指標または説果指標

1 1改修施設件数

21進捗率(事業費ベース)

3 

※上段:目標中段:実績下段:達成率

H26. I 古デ寸 I H28 l目標 l

1 1 1 I 1 1達成
1 1 I 1 1度
100.00% 

14.20% ........................ 
14.20% 

100.00% 

-目的の妥当性 妥当である|営農促進と効率化のために行う事業であり、妥当であるロ
妥 t..・M・....・M・-….........….........…1.............................1

当 }自治体関与の妥当性|妥当である|営農促進と効率化のために行う事業であり、妥当である。
性 I~.....:…………H・H・...……1.............................1

対象(受益者)の妥当性|妥当である|営農促進と効率化のために行う事業であり、妥当である。

目標達成度 |達成している

i 防相互:::|:512Jご
上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 |適正である|営農促進と効率化のために行う事業であり、市の助成は適正である。
効トA・H ・.............…….........・.，.1.............................1
率 |受益者負担の適正化|適正である|地元は8%の負担金を支払っている。
性~:.;;...………………………1.............................1

課題

3、今の向後方性

特記
事項

コスト効率 適正である|市の負担は事業費の12%であり、適正である。

...... 

事業の終了
改善
時期

匹亡訂

決算額(円)

800，000 

784，000 

376，000 

1，960，000 

臨時



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|謀・局室・所(係)I 農林水産課 耕地係 回三日
大項百(政東)

魅力と活力ある産業の振興

中項目{施策J
農業の振興

土地改良施設維持管理適正化事業

事|土地改良事業等で整備した農業用施設が耐周年数を経
業l過するなど老朽化が進み、維持管理労力が大きい施設に
概|ついて計画的に改修整備を行う。国30%、県30%、市30%の
|負担割合で5ヶ年で積立し、工事実施時に地元が10%の負
要l担金を支払う仕組み。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円〕 決算額(円)

適正化事業負担金 845，000 837，000 国庫支出金

支
出

内

源財 割
県支出金

内合
地方債

訳 訳 その他

一般財源 845，000 837，000 

dE』コ 計 845，000 837;000 d口』 計 845，000 837，000 

人件費概算
l人工数(A役)Jよ件費(同)I I交付税 I_ I IA~_;_:t，;; c ，， 1 
| 0.11 4制叫 | 算入 |無 II会計種別| 一般 経常

活動指標または成果指標

積立額(殿町の堰)
【26年度工事実施】

積立額(江汐ため池取水塔)
21 [28年度工事実施】

3 

目的の妥当性 妥当である
妥 ー...........................................-・・・・・・・・・・..................
、当 自治体関与の妥当性 妥当である
性 ............................................ -・・・・・・・・・・・・・・・・・・・.........
対象(受益者)の妥当性 妥当である

目標達成度 達成している

ι効有
............................................ ............................. 
類似事業の存在 存在しない

性 -・・・・・・.・・・・・・・・..........................ー-............................. 

上位施策への貢献度 貢献している

実施主体の適正化 適正である

効率
-・町・・・・・・・・・..・・............................-・・・・・・・・・...................
受益者負担の適正化 適正である

性 ー...........................................-・・・・・・・・....................
コスト効率 適正である

課題

※上段:目標中段:実績下段:達成率

H26 I H27 I I H28 1目標 l

693，000円 I 693，000円 I I 693，000円 |達成
688，000円 r693)joo円 Ir 693-，-00-0円 l度
(前説 r.....iou:蹴 I，........io.o:説...---

1....................…・・・.L...~.~~.烈q旦...1 l.....~.~~??~.?円
144，000円 144，000円

100.00% 100.00% 良い

施設の消耗状況や耐周年数を考慮して、計画的に積み立てを行い、施設の長寿命化を図る。
-・・・・・・・・・・・・........................................................................................................................................................

災害防止と維持管理の省力化及び営農の効率化を図る事業であり、妥当である。
..................................................................................................................................................................... 
災害防止と維持管理の省力化及び営農の効率化を図るため、妥当である。

市の負担分について、 5年に分けて積立を行う。
-・・・・・・・・・・・・・ー...............................................................................ー......ー.........................................ー.....................

..................................................................................................................................................................... 

-・・・・・・・・・...........................................................................................................................................................

地元は10%を負担する。
-・・..................................................................................................................................................................

..... 

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善
時期

向性

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局宮新(係)I 農林水産課 耕地係

大項目(政策)

魅力と活力ある産業の振興

中項目(施策)

農業の振興

事|正面改良事業等で整備した農業用施設が耐周年数を経
:!:I過するなど老朽化が進み、維持管理労力が大きい施設に
霊|ついて計画的に改修整備を行う。国30%、県30%、市30%の
霊|負担割合で5ヶ年で積立し、工事実施時に地元が10%の負
l担金を支払う仕組み。

歳 出 予算現額(円) 決算額C円)

調査設計委託料 400，000 400，000 

支 工事請負費 8，300，000 8，300，000 
出
!内
訳

~ ヨ 計 8，700，000 8，700，000 

土地改良施設維持管理適正化事業

歳 入 予算現額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他 7，830，000 

一般財源 870，000 

dロ』 計 8，.700，000 

人件費概算
l人工数(人役)1人件費(円)1 1交付税 1__ 1 I ""''''Ug; "'" I 
| 0.61 抑制~ I 算入 |無 II会計種別| 一般

若動商標記記は戒果指標

1 1改修施設件数

21進捗率(事業費ベース)

3 

H26 

※上段:目標中段:実績下段:達成率

H27 1 I H28 1目標
達成
度

匹1 25 1 

決算額(円)

7，830，000 

870，000 

8，700，000 

臨時

|目的の妥当性 | 妥当である|施設の消耗状況や耐周年数を考慮して、計画的に積み立てを行い、施設の長寿命化を図る。
妥ト・M・M・…M・M・…・........……|……......................1
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|災害防止と維持管理の省力化及び営農の効率化を図る事業で、あり、妥当である。
性~..・M・-…………………..1…・…|
対象(受益者)の妥当性|妥当である|災害防止と維持管理の省力化及び営農の効率化を図るため、妥当である。

目標達成度 達成している|市の負担分について、5年に分けて積立を行う。
有 t 、，・1
効 l類似事業の存在 |存在しない
性 c.~..........ó...................;.;.............1 

|上位施策への貢献度|貢献している

|実施主体の適正化 |適正である

il許税制r..日551455552555二二二
1::3スト効率 l適正である

..... 

課題

且今田生後方 一 事業の終了
改善
時期

沖関作排水機場の適正化事業の工費費→積立金はNo.29



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課伺・室・所(係)I 農林水産課 耕地係

大項目(政策)

魅力と活力ある産業の振興

中項目(施策)

農業の振興

小規模土地改良事業

匹I26 I 

事|単県事業等の要件に合吾ない事業についモ:青函草独
業|事業として地元からの要請により事業を行う。毎年要望が
概|あがり、緊急性等を考慮して事業を実施する。 地元が行う農業用施設の改修工事に補助金を交付する。

要

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

小規模土地改良事業助成金 8，500，000 8，384，000 国庫支出金}

支 財 県支出金
出
内

源害IJ
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財源 8，500，000 

一、

dロ』 計 ， 8，500，000 8，384，000 dロ』 計 8，500，000 

人件費概算 |入工数(怯|人需品1 1習t1無|同匂| 一般

活動指標または成呆指標

実施件数
(28年度末残り件数 17件)

※上段:目標中段:実績下段:達成率

H26 I 市計一I I H28 l目標 1

.~}.........+...........ii............I' J............i~............~ ii: 
100.00% 100.00% 

2 

3 

.，目的の妥当性 妥当である|営農促進と効率化のために行う事業であり、妥当である。
妥 ト................・H ・H ・...…・・……・寸 t 

当 |自治体関与の妥当性|妥当である|営農促進と効率化のために行う事業であり、妥当である。
性ト…・……...・H ・.....………..ト-… l 
対象(受益者)の妥当性|妥当である|営農促進と効率化のために行う事業であり、妥当である。

決算額(円)

8，384，000 

8，384，000 

経常

目標達成度 l達成している|基本的に受付順であるが、緊急性も勘案しながら予算の範囲内で最大の効果が出るようにしている。
有ト.......・H ・...………...，:.......1………………l
効 l類似事業の存在 |存在しない
性ト:....;...，...........，...，.;.....，..1
|上位施策への貢献度 l貢献している

実施主f体本の適正化 |適正である|営農促進と効率化のために行う事業であり、市の助成は適正である。
効 トト.“…….. 山.. 山.“...……….. …...て“

率 |受益者負担の適正化|適正である|営農促進と効率化のために行う事業であり、市の助成は適正であるo
性 l卜いト1←ふ….. ………… .. …… .. 一….. 山...………….. …… .. …… .. …....…. 
|伺コスト効率 | 適正である l営農促進と効率化のために行う事業であり、市の助成は適正である。

課題

今の後方

向性

特記
事項

4易
-申請件数が多く、 2"""'3年程度待っていただ、く状況にある。

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課局・室・所得)I 農林水産課 耕地係 匹I27 I 

単市土地改良事業

市が管理する土地改良施設事|蘭嘉正補棲整備等、国や県の補助事業の要件を満たさ
業lない事業を実施することで農業施設等の整備を行う。

概
要

市が管理する土地改良施設の補修及び整備を実施する。

営農の保全及び向上を図る。

歳 出 予算現額(円)

修繕料 297，647 

支出 工事請負費 4，031，831 

原材料費 950，000 
内
訳

dE』ヨ 計 5，279，478 

人件費概算

活動指標または成栗指標

1 1整備件数

2 

3 

決算額(円)

81，540 

3，999，348 

937，323 

5，018，211 

H26 

16 

財
源割
内合
訳

歳 入

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

.g. 計

100.00% I 100.00% 

予算現額(円)

5，279，478 

5，279，478 

一般

目的の妥当性 I妥当である|営農促進と効率化のために行う事業であり、妥当である。

i !?戸時期|::2225512:尋問jI55153チヨ;22263;::::::二
対象(受益者)の妥当性|妥当である|営農促進と効率化のために行う事業であり、妥当である。

目標達成度・|達成している
有 ~.;....;....;~....;.:;......;..................I

効 |類似事業の存在 |存在しない
一 ….
lI土位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 |適正である I市が管理する土地改良施設の補修及び整備であり、適正である。
効トー....・...…………ペ…1.............................1.
'率 |受益者負担の適正化|適正である|市が管理する土地改良施設の補修及び整備であり、適正である。

性三l・h・-……・…“一一……ー| 十
l Iコスト効率 I適正である|市が管理する土地改良施設の補修及び整備であり、適正である。

課題

今の後方

向性

特記
事項

..... 

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

決算額(円)

5，018，211 

5，018，211 

経常



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室圃所得)I 農林水産課 耕地係 匹I28 I 

農地総務事業

対象|農地・土地改良施設維持管理に係る事務(一般事務)

手段|農地・土地改良施設維持管理に係る事務(一般事務)

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円) 決算額(円)

山口県土地改良団体連合会負担金 808，000 804，600 国庫支出金

支 樋門清掃委託料 604，800 604，800 
出
光熱水費 646，000 589，628 

内

財源割
県支出金

内合
地方債

訳i 自動車借上料 498，000 497，664 訳 その他

その他 492，900 一般財源 3，049，700 

;合 計 3;049，700 2，920，079 dロL 計 3，049，700 

人件費概算 |人工数(人間人需

活動指標または成果指標 H26 

2 

3 

l 妥l.~.~.?~竺空.............1ぞ芳三.門.明翌.ザ竺村竺望.1f.FZf二~.開士号t?， ~主主今壬
当|自治体関与の妥当性|妥当である 1農地・土地改良施設維持管理での市が行うべき事業であり、妥当である。
性|…………...・H ・H・H ・......…|十

対象(受益者)の妥当性|妥当である l全市民も農地等の持つ多面的恩恵に浴するものであり、妥当である。

r I目標達成度
有 1....;..，.，.........，...................;......1
効 l類似事業の存在 |存在しない
性 }弓….....・M ・-…・"・........…....."1…・・・……・・・….....1
上位施策ヘの貢献度|貢献している

l実施主体の適正化 |適正である
効十作 | 
率 l受益者負担の適正化|適正である
性 ~.;.........;........................ó;.....ó.1

コスト効率 適正である

課題

.. 

今の向方後性 計画どおり事業を進めることが適当

特記
事項

改善
時期

2，920，079 

2，920，079 

経常



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)1 農林水産課 耕地係

太項目(政策)

魅力と活力ある産業の振興

士 E土地改良事業等で整備した農業用施設が耐用年数を経
主l過するなど老朽化が進み、維持管理労力が大きい施設に
歪|ついて計画的に改修整備を行う。国30%、県30%、市30%の

霊|負担割合で5ヶ年で積立し、工事実施時に地元が10%の負
f旦金を支払う仕組み。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

適正化事業負担金 397，000 393，500 

支
出

l 訳内

dE』コ 言十 397，000 393，500 

土地改良施設維持管理適正化事業

歳 入 予算現額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債内合

訳 その他

一般財源 397，000 

dE』コ 計ー ¥ 397，000 

人件費概算 |人工数(慌|人件記~ I鷲見|無|恒到 一般

2 

3 

活動指標または成果指標

積立額(沖開作排水機場)
[28年度工事実施】

H26 H27 

匹I29 I 

決算額(円)

393，500 

393，500 

臨時

目的の妥当性 妥当である|施設の消耗状況や耐周年数を考慮して、計画的に積み立てを行い、施設の長寿命化を図る。
妥 t.........，...o…...・M・........…・…I… t

当 l自治体関与の妥当性 l妥当である|災害防止と維持管理の省力化及び営農の効率化を図る事業であり、妥当である。
l性卜………H・H・-………十H・H・...，........:.........1
-対象(受益者)の妥当性|妥当である|災害防止と維持管理の省力化及び営農の効率化を図るため、妥当である。

目標達成度 達成している|市の負担分について、 5年に分けて積立を行う。
有t':...':.......................................，
効 |類似事業の存在 |存在しない
性 f..;:...........-.. :._....:.::..........:'........I 
上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 適正である

il持労持労抗日三夜阪日五決55:::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::
コスト効率 適正である

.レ
‘、

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

i向性 時期

沖開作排水機場の適正化事業の積立金→工事費はNo.25



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室・所(係)I 農林水産課 耕地係 匹I30 I 

県営土地改良事業(農業競争力強化基盤整備事業)王喜東地区

"='="1王喜干拓の140haの農地の大区画化と農業水利施設の
芸|整備を実施し、農地の集積と集約、汎用化を推進するo
=1同干拓は下関市と本市に跨るため、費用負担は面積割
割合で按分して負担する。負担率は下関市44/弘山陽小
l野田市10/54

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

県事業負担金 40，000 37，804 

支
出
内
訳

dE』コ 計 40，000 37，804 

歳 入 予算現額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 40，000 

dロ』 計 40，000 

人件費概算 |人工数(慌|人て弘II叡且|有|同匂l一般
活動指標または成果指標 H26 

1 1整備面積(ha)

21換地業務(件)

3 

目的の妥当性 妥当である|農業振興の促進及び経営体の育成を図るものであり、妥当である。
妥 t .. :.....・H・-…・・….......・………I…・ 1 

当 |自治体関与の妥当性|妥当である|農業振興の促進及び経営体の育成を図るものであり、妥当である。
性~....・H・...................……・…1.............................1

対象(受益者〉の妥当性| 妥当である|農業者の経営安定と農作物の安定供給を図るものであり、妥当である。

.目標達成度 1達成している
有 1...，.........:;;....，.............，.......，..1
効1類似事業の存在 |存在しない
性..f，..:，.，.......，..............................1 
上位施策への貢献度|貢献している

決算額(円)

37，804 

37，804 

臨時

実施主体の適正化 適正である|実施主体は山口県、市は事業費の12%の負担で事業が実施されるので適正である。
効 t…-一-……………・……1.............................1
率 l受益者負担の適正化|適正である|地元は8%を負担するが、直接県の歳入となるロ
性 f....…..…………………|……|
|コスト効率 |適正である|市の負担は事業費の12%であり、適正である。

課題

今の後方

向性

特記
事項

.. 

計画どおり事業を進めることが適当 改時善期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局直・所得)I 農林水産課 耕地係 I Nol 31 I 

基幹水利施設ストックマネシツント事業(ハード)・高千帆排水機場

士 E本施設は昭和44年に築造され、 45年が経過している。部
芸|品交換等を実施し運転しているが、老朽化による能力低
概|下が附~川程度見込まれるため、防災上の観点から
要|早急に更新を行う。総事業費は1，000，000千円

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

県事業負担金 26，798，000 26，798，000 

支
出

内
訳

4E』コ 言十 26，798，000 .26，798，000 

歳 入 予算現額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債 90 22，500，000 

内合
訳 その他

一般財源 10 4，298，000 

dE』ヨ 計 26，798，000 

人件費概算 l厄数l官~人件15:61| 叡見|有|同問| 一般

2 

3 

活動指標ま正直~栗指標

進捗率(%)
(事業費ベース)

※上段:目標中段:実績下段:達成率

H26 1 官互T 寸 I H28 1日盟

::J 
良い

目的の妥当性 妥当である|水利施設の機能確保と市民及び農地の安全確保で、あり、妥当である。
妥 t......・M・....…...・M・-…M ・M ・.......1....・H・.....................，
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|水利施設の機能確保と市民及び農地の安全確保であり、妥当である。
性ト……………………1.............................1
対象(受益者)の妥当性|妥当である|水利施設の機能確保と市民及び農地の安全確保であり、妥当である。

目標達成度 |達成している
有 ~...........;..........................;.....I

効 |類似事業の存在 |存在しない.
性~.......;.;，.............................， .....I.............................1

|上位施策への貢献度|貢献している

決算額(円)

9，600，000 

17，198，000 

26，798，000 

臨時

効 l~.~.~~~史空空:1.~........I....~.~芳三|開サ!?fTFfザ開f♂?翌三子ぞ7.J>子史0(J)三円三今.T:
率 |受益者負担の適正化|適正である

|性r |lコスト効率 1 適正である

.レ
課題

ヘ今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

向性

特記
事項

改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室岡所得)I 農林水産課 耕地係 回三日
大項目(政策)

魅力と活力ある産業の振興

基幹水利施設ストックマネシ'メント事業(ハード)・厚狭中排水機場

世『本施設は昭和49年に築造され、 40年が経過している。部
主|品交換等を実施し、運転しているが、老朽化による能力低

事|下が附"-'20%程度見込まれるため、防災上の観点から
要|早急に更新の必要がある。総事業費は264，100千円

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

県事業負担金 8，015，000 8，015，000 

支
出
内
訳

dロ』 計 8，015;000 8，015，000 

歳 入 予算現額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源害IJ
地方債 90 7，200，000 

内合
訳 その他

一般財源 10 815，000 

dロ』 計 8，015，000 

人件費概算 i 人工数(慌|人件関~I 宝~I 有| 同町| 一般

活動指標または成果指標

進捗率(%)
(事業費ベース)

H26 

8 
・・・・・・・+..............……

8 

100.00% 

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|水利施設の機能確保と市民及び農地の安全確保で、あり、妥当である。
妥 r…………………・・1・ 1 

当 |自治体関与の妥当性|妥当である|水利施設の機能確保と市民及び農地の安全確保であり、妥当である。
性ト..・..…..............・M・H ・M ・....・H ・.1.............................1
対象(受益者)の妥当性|妥当である|水利施設の機能確保と市民及び農地の安全確保で、あり、妥当である。

l目標達成度 達成している
有、 t.~.'........... ........ .......... ...... ......1 

効 |類似事業の存在 l存在しない
性~......，...........;........，...，.......，.....I

i上位施策への貢献度|貢献している

決算額(円)

2，800，000 

5，215，000 

8，015，000 

臨時

実施主体の適正化 適正である|実施主体は山口県、市は事業費の25%の負担で事業が実施されるので、適正である。
a 効 ト...・M ・山…・・…・………….，.......….......…

、率 I受益者負担の適正化|適正である
、性 k...，.;・.....・-…・・・….........・M ・...1.….......

コスト効率 適正である

課題

.レ

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

向性

特記
事項

改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課局室町所得)I 農林水産課 農林係

中項目(施策)

農業の振興

農業施設整備支援事業

事|平成9年度から15年度にかけて山陽地区におい可A山
:!:I口宇部が整備したライスセンター等の事業資金に対する
読|元金、利子に係る補助。
要|期間は平成10年度~30年度

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

農業施設整備事業補助金 2，354，000 2，353，930 

支
出

内
訳

d回』 言十 2，354，000 2，353，930 

歳 入 予算現額(円)

国庫支出金

財 県支出金
j原害IJ
地方債

内合
訳 その他

一般財源 100 2，354，000 

4E』2 計 2，354，000 

人件費概算 |人工数(人町人件間~ I想見|無|恒副 一般

落語福諜または成果指標 H26・

1 I補助金額 5，677，238 I 3，738，274 

2 

3 

匹亡日

決算額(円)

2，353，930 

2，353，930 

経常

I 'OI' lll~""'_ '2'_ I岨棋の農業振興、地場産農産物を利用じた蒋産高百開発を守丁う農業施設の笠傭
目的の妥当性 |妥当である|

妥 11 1 |義援結集法廷協議協附・特・産開発鞘鴻葉施設纏備事
当 l自治体関与の妥当性 l妥当である|I..~ 1J，:I 1':~I :;fII:J -:r V'" ~- ==:II.I. I t(. =1 ¥" Ot.l'oJ I業に対するものであり、妥当である。
'性ト……町H ・M ・....・M ・M ・...…・・4・・ l r | ……・jX山首竿.部';i5~'整循じTr・-瑠域;あ農.業猿興γ地.場産農.産税苔草Iy'周じ定蒋産高.め.開莞…
対象(受益者)の妥当性| 妥当である I~~~~EIB:::~J;~..;:~~~、 ヂ

| |を行う農業施設の整備事業L対するものであり、妥当である。

目標達成度
............................................・.............................・.......・・・...........................................................................................................................................................

類似事業の存在 存在しない

出掛策への貢献度|貢献している

I ':>!<:.".-""，-"... IJA山口宇部が整講じiた、地域の農莱振
実施主体の適正化 l適正である l

ー... …....I....~……............…lを31.2農業旗設:古島払漉主主.~:弘
畏益者負担の適正化|適正である

適正である

.レ
課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

向性

[!雪



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課"局・室園所(係)I 農林水産課 農林係 匹I34 I 
中項目(施策)

農業の振興

大項目減葉)

魅力と活力ある産業の振興

有害鳥獣捕獲事業

事|農作物に被害を与える有害鳥獣の捕獲を促進するため
1::1の委託及び奨励補助。近年、特にイノシシによる被害が
歪|多発しており、農林水産課への苦'情や駆除依頼が多く対

童|応に苦慮している。山口県小野田地区猟友会、山陽地区
l猟友会に委託。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

有害鳥獣捕獲委託料 900，000 900，000 

支
出
内
訳

AEe2 .- 計 900，000 900，000 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

財

国庫支出金

県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 100 900，000 900，000 

4E』2 言十 900;000 900，000 

人件費概算 i 人工数(淵人件記~ r宝~Iム|恒竺| 一般 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

標
成
主
一

自
達

E
一

i-
川

"

似

N

8
一
件
一
件
…

s

H
一2
一2

…。

良い

活動指標または成果指標

• • • • • • • • • 

守'一
L
F
「
…
ト
「

;
 

内〆園幽，
A
T
'

岬，
A

中'

Mn
一2
…
2:
 
:
 
:
 
:
 
:
 
:
 
:
 
:
 
:
 
:
 
:
 
:
 
:
 
:
 
:
 
:
 
:
 
:
 

6
一
ト
「
一
ト
「

2
τ
千
一
府

r

H
一2
…21 I委託件数
100.00% I 100.00% 

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|農作物に被害を与える有害鳥獣の捕獲委託であり、妥当であるロ
妥 t.…"山..
当 i自治{体本関与の妥当性|妥当である|農作物に被害を与える有害烏獣の捕獲委託であり、妥当である。
性 }トト“……..………..…..…....……....…円円叩...……..…...………..…..…...………..…..…...………..…..…...……….“…..…...………..…..…...………..…..…..1…… | 
対象(受益者)の妥i当性|妥当である|被害者は農業従事者であり、妥当である。

目標達成度 |達成している
有}・|
!効 |類似事業の存在 |存在しない
性 F..';;.........;..:..........................I
上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 適正である|各地区猟友会であり、適正である。
効 t~..・・........…..……….....・M・ ..1.............................1

率 |受益者負担の適正化|適正である|農作物被害を与える有害鳥獣の捕獲委託であり、適正である。

性 ~;.......… "… | - ---|客地区菰友本γおじマ捕獲陵若編・成じ;-午閣を遇・どで有害蔦・獣・捕獲ス・苅応じ・そお
コスト効率 | 適正である| 胃」

l lり、適正である。.. 
猟友会員(小野田13入、山陽52人)の高齢化や少人数化が進み、狩猟免許取得者の確保等の対策を検討することが必要。

課題

: 今の向方後性
改善

計画どおり事業を進めることが適当
時期

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室・所(係)I 農林水産課 農林係 INol 35 I 
中項目(施策)

農業の振興

文項百(政策〕

魅力と活力ある産業の振興

有害鳥獣捕獲奨励事業

事|増え続ける有害鳥獣による農作物被害に対し、平成25年
業|度から、駆除した者に対して、駆除した有害鳥獣l頭につ
概|き予算の範囲内で定額補助する。

要

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

有害鳥獣捕獲奨励補助金 865，000 722，500 

支
出
内
訳

A 計 865，000 722;500 J:I 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国康支出金

財 県支出金

源内 割会 地方債

訳 その他

一般財源 100 865，000 722，500 

AEEヨ‘ 計 865，000 722，500 

人件費概算 |人工数(人主|ぺ I官|無|恒副 一般 経常

30.00% I 80.00% 

活動指標または成果指標 7
一
頭
一
頭

p
こ

O
F
Q
U

Jι

一n
U
昨

R
U

-
-
-
q
u
一ワ白

6
一
頭
…
頭

。ι-
n
u
…n
U

4
一0
…I

l
-
-
q
u
司ワ白1 I駆除数(イノシシ)

21駆除数(シカ)

制
一
瀕
一
頭

純
一
日
…

8

酬
一
瀕
…
頭

丸
一
日
一

3

3 

e 目的の妥当性 妥当である 農作物に被害を与える有害鳥獣の捕獲委託及び奨励補助であり、妥当である。
妥 ..................ー・‘・・・・・4・4・・・・・・・・・・・・・・・・・............................. -・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・.....................................................................................................................刷
当 自治体関与の妥当性 妥当である 農作物に被害を与える有害鳥獣の捕獲委託及び奨励補助であり、妥当である。
'性 ...........................................‘ . ............................. ...................................................................................................................................................................... 
対象(受益者)の妥当性 妥当である 被害者は農業従事者であり、妥当である。

目標達成度 達成している

効有
................................ー...........-・・・・・・・・・・・.................-・・・・.................................................................................................................................................................

類似事業の存在 J 存在しない
性 -・ーー・・・・・.・・a・・・・・・・・・・・・・・・・・ー・・・・・・・......-・................................................................................................................................................................................................明

土位施策への貢献度 貢献している

効
実施主体の適正化 適正である 各地区猟友会であり、適正である。
............................................ ............................. ...................................................................................................................................................................... 

率 受益者負担の適正化 適正である 農作物被害を与える有害鳥獣の奨励補助であり、適正である。
性 ............................................ ............................. .客斑芭.猟友套;1でおれで捕獲隊否編.成じ;..午.聞を遇iE"そ有害;事獣.捕獲ス・舟応じそ.お.....
コスト効率 適正である

り、適正である。

..... 

課題

今の向性後方 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室M所得)I 農林水産課

大項目(政策)

魅力と活力ある産業の振興

中項目(施策)

農業の振興

農林係

有害鳥獣防護柵等設置事業

事|山林の荒廃がすすむ中、有害鳥獣による農作物被害が
業|増加し、それを防止・減少させるための補助事業。特に、
四|イノシシの被害が多発しており、また民家等にまで出没し
童|ていることから早急な対応が必要であるため、集落等に対
lして予算の範囲内で補助する。

歳 出 !予算現額(円) 決算額(円)
有害鳥獣防護柵等段位事業補助金 2，000，000 931，920 

支
出
内
訳

dEbヨh 言十 2，000，000 931，920 

歳 入 予算現額(円)

国庫支出金

員オ 県支出金
源割
地方債内合

訳 その他

一般財瀬 100 2，000，000 
AEbヨ.. 計 2，000，000 

人件費概算 同(人間人間ir官|ム I~封切| 一般

※上段:目標中段:実績下段:達成率
}音覇指標言正面画栗福覆 H26 I 官デ=1 I H28 1目標 l

| 一 1 I 20件 |達成

1 I補助件数 I -.... ..1 r 14件 l度

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|農作物に被害を与える有害鳥獣の防護柵補助であり、妥当である。
妥 t...・M・...…-…......…-……・・1.............................1

当|自治体関与の妥当性|妥当である|農作物に被害を与える有害鳥獣の防護柵補助であり、妥当である。
|性}…………………・........…1.............................1
対象(受益者)の妥当性|妥当である|農作物に被害を与える有害鳥獣の防護柵補助であり、妥当である。

目標達成度 概ね達成している
有 t....，. ~.， . .. .. ~ .. ...，.....，... ... .. . .，. . . "'1 
効 |類似事業の存在・ |存在しない
性~......... .".::;...... .. ."....;，.........'.....I 
上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 適正である|農業者団体等であり、適正である。

i i#持空持暢-持掛-持併5持弱梧持餅前5自誌主引引1t五引引if〔引引引江T'"貯長吃引"'1壬"1万:1匠[~汚空努持5守肩丙桝H所鮫?日日臼三ヨヨ55骨!示1持-安汚5汚汚-5iヨ日長二:二二:::
コスト効率 適正である|有害鳥獣の防除であり、適正である。

.レ

匹I36 I 

決算額(円)

931，920 

931，920 

経常

H28より実施した事業であるが、山間地で、の孤立農地や周辺の耕作状況等の地理的条件により対象にならなかった農地が
みられ、要件の見直しが必要。

課題

今の後方

向性

特記.

事項

事業の進め方等に改善が必要
改善
29年度中に改善に着手

時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課局・室引(係)I農業委員会事務局|

中項目(施策)

農業の振興

農業委員会事務

回二ヨ

士，農業委員会は、法令に基づく農地の権利移動や転用の

事|審査を行うため、月一回、現地調査と総会を行う。委員は

概|農家等の相談に応じ、農地調整事業として農地の移動や

要|転用に伴う調査を行い、農政及び農業振興を図るo後継
手段|農地の権利移動、転用等の農地行政を適正に執行する

l者育成、農業者年金普及等も推進している。
串間 l限られた資源である農地を農地以外のものにすることを規制し、農地の取得や
品同 1権刺移動について調整を行う

歳 出 予算現額(同) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

、委員報酬 9，056，000 8，601，300 国庫支出金

支 旅費(費用弁償) 48，000 44，000 財 県支出金 24% 2，315，000 2，315，000 
出
需用費 405，360 359，210 

内
源内 割合 地方債

訳 その他 621，125 620，041 訳 その他 自作農交付金 7，000 7，000 

一般財源 76砂6 7，808，485 7，302，551 

dE』コ 計 10，130，485 9，624，551 dE』2 計 10;130，485 9，624，551 

人件費概算 |入工数句|人目別 |叡見|無 II会計問| 一般 経常

活動指標または戒栗福覆 H26 H27 

1 1総会開催回数 12回 12回 12回

21農地法3、4、5条の規定による許可件数 …-iBB存…..r..…涜砕…….1r…・・s2{lf....

3 

I ¥"V lll...，.:;-k ""2 I肢末吉て貝耳が高地法に基づく権限を行使することで、耕作者の地位向上と生産の
目的の妥当性 |妥当である l

j・・………H・H・~:~....l.1.s主鳳弘)主税説家.定鮭絵f:;葉土2.....
自治体関与の妥当性|妥当である|農業委員会は、農業委員会等に関する法律に基づき設置されるものである
-・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・2・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・a・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・.........................................................................・.......................................

対象(受益者)の妥当性|妥当である|対象は、市内の農地の所有者及び耕作者である

有l.~:手子守烹 ;....~.:......1黙.日.12.!???.?とゴ乃青史警吹雪'(J) t::.日~f~(J)幣li/F~，烹
効II類似事業の存在 |存在しない

性 ト.....・i・ … ........… .I..:;;;:~.;..~.:.~.:;..I麗斑荏f~お漢砲撃め末明閣楳あ調整笈び農・業萎貰套等正蘭子";5.活葎Iと・王右
上位施策への貢献度l貢献している| 」

1 l農地筆型車血血最適也旦推進主主どをfi_2ヱι1る
E実施主体の適正化 .1適正である|農業委員会が行う業務であり、適正である

》課題

今の方後

向性

特記
事項

-・・・・・・・・・・・・・・・・・・E・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・‘.............................・.......................................................・・・・.................................................................・・.......................................
ムノ

受益者負担の適正化|適正である|農業委員会は、合議体の行政委員会で市の負担で行うものであり、適正である

適正である|農業委員会総会は月1回の開催であり、適正である

...... 
農業者年金や全国農業新聞の普及促進の強化は、今後も継続して実施する必要がある。
改正農業委員会法の施行により、次期農業委員から市長の任命制となる。今後の農業委員の業務や農地最適化推進委員

の業務について、詳細を検討する必要がある。

計画どおり事業を進めることが適当
改善

時期



平成28年度事務事業評価シート|課・局室・所(係)I農業委員会事務局|

様式1号(事務事業評価)

匹1 5 1 

大項目(政策)

魅力と活力ある産業の振興

.".;，.，園内の農業は、担い手不足や高齢化、震村地域の活力
芸|低下など、深刻化が増し、厳しい状況にある。こうした状況
概|を踏まえ、農業者の公的代表として、農村現場の声を農
|政に反映するため、全国の農業委員会会長が一堂に会
要|し提案や提言を行い、要請活動を行っているo

全国農業委員会会長大会

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円) 決算額(円)

旅費 208，000 133，660 国庫支出金

支 負担金、補助及び交付金 34，000 34，000 財 県支出金
出
内

源割
地方債

内合
訳， 訳 その他

一般財源 100% 242，000 167，660 

dE』Z 計 242，000 167，660 dE』Z 言十 -242，000 167，660 

I .lÙ"JUÆ~ I人工数(人役)1利晴間 |交付税 1_1 厄副 l l 0.11 577，叫 |算人|鑑 II会計種別 一般 | 経常
※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I H26.. I H27 I I H28 |目標叶
I 2回 I 2回 I I 2回 |達成

1 1会議参加 {………5首.........1"..…五箇……Ir……21EJ・H ・"'1度
100.0% I 100.0% 

2 

3 

I '" ill -r;;.~ ~ I岨 宋の担い手確保、農地利用。藻積・集約化、新規就農・参瓦なE
目的の妥当性 l妥当である|

inn--…………・・|庇護士.るt-:;.'r!?.昆庇， ，国念!.~就い夏草捺議主3Ï2..・H・...・H・......
自治体関与の妥当性|妥当である

対象(受益者)の妥当性|妥当である|市内の農地の所有者の声を農政に反映させる

達成している
有 1.~. ..................，.............. .........1 
効 i類似事業の存在 |存在しない

性 }エ長伝言-二記長雨|長証c~.~.~~..1麗質問する・設策搭葉;要請総統あ:杢箇農業苔議所が圭濯じ;査菌あ
| |農業委員会会長益二堂民会士る

'実施主体の適正化 |適正である|農業委員会の業務であり、適正である

課題

今の後方

向性

特記
事項

受益者負担の適正化|適正である

適正である .. 

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 農林水産課 農林係 回コヨ
大項目(政策)

魅力と活力ある産業の振興

中項目I施葉7
農業の振興

事|有莱惑星推進協議会は、生産者、流通、加工関係者、消
~I費者等が連携した地産地消の推進や、流通販売の活性
高|化を通じた地域農産物の生産・需要拡大を図るために設
要|置された組織。JA、県、市場、企業がこれを推進してい
Eる。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

地産地消推進補助金 300，000 300，000 

支
出

内
訳

.g. ヨ 計 300，000 300，000 

地産地消推進補助事業

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 100 300，000 300，0001 

d口』 計 300，000 300，0001 

人件費概算 !人工数ft間苅TB引 |官|無Il:!竺l一般 経常

ぇ活動指標または成菓子首謀 間
一
掴

1 I自主イベントの開催や地域イベントへの参加

21共販野菜面積

5回 6回

問
一

m

n
J
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園
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3 

目的の妥当性 l妥当である l地産地消の推進を目的としており、妥当である。
妥~""，，，;;，，，，，，，，，，，，，，，，，，，，，，，，，，'......， ..I.............................1I ……r"';，':・H・H・H・........・r地産地消を.擢遣す右f-è_~めk、.生産者.、流道者γ加工蘭保著:特設.部二・倖:E在:ヨモ取.り
当 |自治体関与の妥当性|妥当である| 閉山白I ~JJ:;I 1"r I ;1;;'"J.7，~"" ~-=U.:I:. I .T<. =:1 ¥，. CJI..I"a) I組む必要があり¥妥当である。
性} ァ ー 1.....~.~.1~.=~..:::....1地産地帯を躍進発…ぁ，1三沼産者;・儲著::"Jj'ú主閣僚主微・iJ'f'=俸:I~院で駒・
対象(受益者)の妥当性| 妥当である| フ ι 

| |組む必要があり、妥当である。

目標達成度 |達成している
有~、 '.........."...........................1

効 i類似事業の存在 |存在しない
性 f..;....;.'........，......... '........:.."，....1 
上位施策への貢献度|貢献している

1 '，x.，，--r:."，，"L 1生産者、流通者、加工関係者、消費者等により構成されている旬菜惑星推進協雨宮
実施主体の適正化 |適正である|I ).E!!...1.L.- ¥". Uf，，)"aJ Iが実施主体であり、適正であるD

T"':::;'=~……'1'主.産者::..~官遺著:-加主閣椋者了符~安部二・砕:l::珪:弓k_'取り~j[lj:ぞおち:-応3fあ賀担であ.
受益者負担の適正化|適正である|I J..IE!...1.L.- ¥.. OI.，roJ Iり適正である
ぷ雨量凶 1量日以|萄鵜邸主協議室明臓を鮒じ;潤ねジ間関種事関梢あ蓮隣国吉

l lており、適正である。

..... 
近年の農業従事者の両齢化や減少により地域農業は低迷しており、生産意欲の喚起や、農山村の活性化が課題となってい
る。
米の生産調整が進む中、水稲以外の地元農産物のブ、ランド化の強化等により生産者の生産意欲増進を図る必要がある。

課題

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

呈j



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課局・室・所(係)I 農林水産課 農林係 匹亡日

農林水産まつり補助事業

事|農業・林業・漁業の第一次産業が全て参加するイベント。
業|安全・安心な農産物が求められる中、地元農林水産物を
概l知ってもらい、地産地消を推進するための絶好の機会で
要lある。

地場産農林水産物や加工品のPR、地産地消の推進

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

農業まつり補助金 150，000 150，000 国庫支出金
、支 財 県支出金
出

内
源内 割合 地方債

訳 訳 その他

一般財源 100 150，000 150，000 

dロ~ 計 150，000 150，000 dEb2 • 計 150，000 150，000 

人件費概算 !人工数引人官~~71 I官|無ll::空l一般雨戸時|
活動指標または成果指標

1 1まつりの開催

21来場者数

3 

H26 

1回

1回 1回

l00.00% 1 100;00% 
2，000人 1 2，000人

1，500人 1 1，500人

75.00% I 75.00% 

I 1目的の妥当性 | 妥当である|地場産農林水産物や加工品を市内外へPR、地産地消・消費を喚起しており、妥当である。
妥 1.....，..;... .. ，......……………・・1.............................1
当 |自治体関与の妥当性| 妥当である|農業・林業・漁業の第一次産業が全て参加するイベントであり、妥当である。
|性 i… H・H・...……….........・…1.............................1
対象(受益者)の妥当性|妥当である l農林水産業従事者相互の連携を図っており、妥当である。

γ 

目標達成度 達成している
有 t.........，...、 l

効 |類似事業の存在 l存在しない
性ι ，…一|
.上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 適正である|関係者で実行委員会を形成し、運営しており、適正である。

:l場券税務T'"時五二二二二:

課題

今の後方

向性

特記
事項

コスト効率、 適正である|地産地消を推進するための絶好の機会であり、概ね適正である。

..... 

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

農林係 匹DD平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 農林水産課

大項目(政策)

魅力と活力ある産業の振興

世目平成18年に旧市町の生改連が合併し現在ゐ固砕:C!::"土る。

芸|現在、会員は24名。
四|農業の担い手との交流や地産地消の推進、地場産農産

量|物を利用した特産品の開発等による地域農業の活性化を
l図る。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

食品加工指導推進費補助金 18，000 18，000 

支
出
内
訳

d dEbヨh 計 18，000 18，000 

食品加工指導推進費補助事業

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
調割
地方債

内合
訳 その他

一般財j原 100 18，000 18，000 
ぷロ』 言十 18，000 18，000 

人件費概算 F覇τ官~人件25JJ |官女児|無|匝竺|一般 経常

活動指標または成耕一語 四
一
四

1 1活動回数 4回 5回

80.00% I 100.00% 
70人 1 60人

60人 1 60人21イベント来場者数
86.00% I 100.00% 

3 

目、的の妥当性 妥当である|農業者との交流、地産地消推進のための活動であり、妥当である。
妥 r…………H・H ・-…・…・寸 1 

当 |自治体関与の妥当性|妥当である|農業者との交流、地産地消推進のための活動であり、関与は妥当である0
4 性ト………….........・H・-…1.............................1
対象(受益者)の妥当性| 妥当である|農業者との交流、地産地消推進のための活動であり、妥当である。

|目標達成度 、 |達成している
有 f.......;，..............，...:.... ，............1 
効 |類似事業の存在 |存在しない
性 f'..;;'..;，....;，...:...，...，.，...............1
上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 |適正である|生改連による活動であり弘、適正である。
効 l卜トト"……….“…..……..山.“….“...………..….“...……..…....………"…..………..…..…..………..…..…..………..…..…..………..…..…..………..…..…..………..…..…..………..…..…..斗.
率 |受益者負担の適正化 I適正である|地産地消の推進、地場産農産物を利用した特産品の開発等に対する補助であり、適正である。
性ト川・I・H ・-……H・H ・...……1.……・-… | 
lコスト効率 |適正である|地場産農産物を利用した特産品の開発等を行っており、適正である。

..... 
平成18年に旧市町の生改連が合併し現在の団体となる。
現在、会員は24名いるが、今後さらに活動を広めていくためには、若い世代の参加が必要である。
農村の技術伝承等を推進することが必要。

課題

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

劃一



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室・所(係)I 学校教育課 学務係 回三日

食育推進事業

.地産地消率を高める献立作成や食品選定、すべての学
事l校で、均質な食脊を実践していくための取組等を協議・検
業|討するため、定期的に会議や研修会等を開催し、他所で
雲|の会議や研修会に参加する。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

旅費 20，000 990 

支
出

内
訳

dE』ヨ 計 20，000 990 

歳入 予算現額(円) 決算額(円7
国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他、

一般財踊 20，000 990 

合 L計 20，000 990 

門戸l人間制官|ム II会開IJI 一般 |経常|

器1事

人件費概算

活動指標、または成果指標 H26 H27 

学校給食における地産地消の達成率 15.0% 15.0% ............................. ............................. 
1 IC調査日:毎年6月，11月，1月の第3週5日間の平 9.9% 12.6% 
均)

............................. ............................. 
72.0% 84.0% 

食育推進のための会議の開催件数
3回 3回............................. 

0回|2 
学校給食運営委員会[年3回J)

0回-・・・・・.......................
0% 0% 

食育推進のための会議の出席回数
1110220 回固096 | | 1 

-・・・・・・・・・・・.................
3 (食育推進ネットワーク会議[年4回1，食育推進地域連絡会議[年
3回]、ふるさとの食推進事業ネットワーク会議[年5回]) -・・・・・・・・・・・・・・・・・........... 回

…
川

ワ
ρ

…nU
1
…叩

目的の妥当性 妥当である|食育推進のため、関係機関と連携し、定期的な会議を通じてその対策を講じている
妥 トい.. 山……….. 山….. 山….“山...……….“山….“山….“山...……….. …… .. …… .. 山.“...……….. 山….. 山....………….叫山….. 山....……….. 山….. 山....……….. 山一.. 
当 |同自治体関与の妥当性| 妥当でで、ある |市が学校と連携し、推進してしい、てく事業である
性 l…......…・…・・……・"………1.............................1
対象(受益者)の妥当性|妥当である|学校給食で地場産野菜を消費することが地産地消につながるので妥当である

目標達成度 概ね達成している|地産地消の推進について会議を通じて関係機関と連携した結果、使用率が高まっているロ
有 t.....，.........，............................1
効 |類似事業の存在 l存在しない

性 Iエ半面長-二記長説|長示;c~.~.~~..1暴雨量二泊五五五ぷ長-局長副長己主:瓦房副記長孟i;説こそ;:ζ
.実施主体の適正化 |適正である I市が学校や生産者・流通業者と連携し、主体的に実施していく事業なので適正
効ト.o.......・M・-……...........一| ↓ 
率 I受益者負担の適正化| 適正である f作学校給食に使用する食材は保護者が負担し、会議出席のための旅費を市費で負担してU、沼るので適E。
性; ~トト"山….. ….  
一1::::1コスド効率 九1適正である l .. 

1課題

、

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

園



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局宮・所(係)I 農林水産課

大項目(政策)

魅力と活力ある産業の振興

農林係 匹I40 I 

."._，地示通雇花防止や生物多様性保全等に効果の高い営農
芸|活動に取り組む農業団体に対して、当該営農活動の実施
概 I~こ伴う追加的なコストを支援することにより、農業分野の有
要|する環境保全機能を一層発揮させる。 1団体。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

環境保全型農業直接支払交付金 92，000 83，260 

支
出
内
訳

dEbZ h 計 92，000 83，260 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金 75 69，000 62，445 
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財滞 25 23，000 20，815 

dE』Z 計 92;000 83，260 

人件費概算 !人工数(人主|人件担~ 丙?15ll::竺j一般 経常

若覇藷寝言目立誠栗福様

※上段:目標中段:実績下段:達成率

H26， 1 一百万一寸 I H28 l目標
農薬22回以下|農薬22回以下II農薬22回以下|達成
農薬12回以下I農薬12回以下1I農薬11回以下I度
183.00% I 183.00% 

1 1農薬減化学肥料使用回数

2 

3 

目的の妥当性 | 妥当である|減農薬や有機農法により地球環境の保全に取り組むことであり、妥当である。
妥ト…………………"……1.............................1
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|減農薬や有機農法により地球環境の保全に取り組むことであり、妥当である。

l 性 l対象(受益者)の妥当性|妥当である|泌是正エコファ一二ー認定を受けており、妥当である。

目標達成度 達成している

il祥子村正......f..長?とT........
上位施策への貢献度一|貢献している

実施主体の適正化、 |適正である|エコファーマー認定を受け、農業環境規範に基づく点検を行っており、適正である。
効
率
性

-・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・.............................4.....................................................................................................................................................................
受益者負担の適正化|適正である|国が1/2、県が1/4、市が1/4の負担であり、適正である。

r":::;':;;:':::"'T1b苧肥料了花苧.震薬'(;)'5害iHl底誠平'jうってこ・タ'p.ヲデ等あ.作荷Tf王手宥磯穀.培等k'，舟.子右.
コスト効率 | 適正である|

| |支援である、適正である。.レ
課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

特記 | l国庫補助金が、県経由で市へ入金
事項 l 



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)I 農林水産課 農林係 匹仁日
中項目(施策)

農業の振興

小項目(基本事業)

環境と調和した農業の推進

丈項百て政葉7
魅力と活力ある産業の振興

市民農園管理運営事業

士 E一般市民が農業体験を通して、収穫の喜びを味わうこと
宝|ができるよう市民農園を開設し、適正に管理運営できるよ
毒|うに努め、都市住民が農業とふれあう場を確保する。
要|市内3箇所(計115区画)、使用料:3，000円/区画・年

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

管理委託料 120，000 120，000 

¥支 光熱水費 94，000 78，930 
出
用地借上料 54，000 54，000 

内
訳 消耗品費 5，000 。

dE』Z 計 273，000 252，930 

1霊 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債内合

訳 その他 市民農園利用料 273，000 252，930 

一般財源

4ロ』 計 273，000 252，930 

「翫守~人件15:6|| 想見|無|恒画 一般 経常

87% I 87.00% 

活動指標または市馬首謀 7
一
人
一
人

2
7
D
…
o
 

H
一
日
…
叩

6
一
人
…
入

門

4
=
D
即

n
U

H
一
日
一
叩1 I市民農園利用者数

2 

3 

目的の妥当性 |妥当である|非農家の市民に農業体験を通じて、農業に関する理解を深めてもらえ、妥当である。
妥 f.，........……・....・.............…↓・....・H・...................1

当 |自治体関与の妥当性|妥当である|非農家の市民に農業体験を通じて、農業に関する理解を深めてもらえ、妥当である。
性..f，..・H・...……………………1.............................1
対象(受益者)の妥当性|妥当である|非農家の市民に農業体験を通じて、農業に関する理解を深めてもらえ、妥当である。

目標達成度 4 達成している
有 t，.............，..............................，
効 l類似事業の存在 |存在しない
性f.，...."..，.............;.............，......:.1
上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 適正である|非農家の市民に農業体験を通じて、農業に関する理解を深めてもらえ、適正である。
効 t.......…………・・・……・・…・l
率 l受益者負担の適正化|適正である
性 L.::;.~.~.~...........:. ， ..........I … |麗葉著あ首酔花卒後継著:誼~.\辛末定等Iとおで;遊味叢地花を防ぞ・二万あ芳賀郡
コスト効率 | 適正である l

| |市民農園であり、適正である。

..... 
旧小野田市域の烏帽子岩と光栄町の市民農園は、ほぽ全区画が利用されているが、旧山陽地域の沓山田市民農園は空き
区画があり、周知が必要。

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

，向性 時期

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課圃局室圃所得)I 農林水産課 農林係

大項目(政策)

魅力と活力ある産業の振興

家畜診療体制運営支援事業

歪|事ZZ355f左fJ自主計禁事言語調対象|中部家畜保健衛生所
毒|家畜導入時の検査等を実施している。 I手段|均等割、戸数割、頭数割で算出し、負担する。
裏ー

歳 出 予算現額{円、) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

家畜診療体制運営費負担金 1，234，000 1，234，000 国庫支出金

支 財 県支出金
出

内
源割
地方債

内合
訳' 訳 その他

一般財源 100 1，234，000 

dE』ヨ 言十 1，234，000 1，234，000 dE』ヨ 計 1，234，000 

人件費概算 |人工数(淵人件25;61|管見|無|也記 一般

活動幅標言7こは成果指標 H26 H27 

1 I分娩頭数 … 42頭・・・・・H ・I・H・-・・・56員一一

21予防接種数
1.........Z.3i韻…....1・・....258頭…

3 

目的の妥当性 妥当である|畜産業の振興であり、妥当である。
妥 t...............，......……・…叶…・・・・・・....・..............t

当 }自治体関与の妥当性|妥当である|主に家畜診療所業務を行い、適切な診療に努めており、妥当である。
性 1....………………….......….1.............................1
対象(受益者)の妥当性|妥当である|畜産業の振興であり、妥当である。

目標達成度
有 1.........;.，....，......... :......，.......，;...1 
効 |類似事業の存在 |存在しない
性 1....................，.....:..................1
上位施策への(貢、献度|貢献している

匹I42 I 

決算額(円)

1，234，000 

1，234，000 

経常

ー・実施主体の適正化 適正である |家畜診療業務を行い適切は診療に努め、事故の低減と共済掛金率の低下をめざしており、適正である。

i F手持労~:~~:r::長:~~~::::I日子王子j;主持活日51:;:ち5253;:::::;:::::::::::::::::::::::::::::

課題

今の後方

向性

特記
事項

コスト効率 適正である |家畜診療業務を行い適切は診療に努め、事故の低減と共済掛金率の低下をめざしており、適正である。

.い

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課局圃室・所得)1 農林水産課 農林係 回三日
大項目(政策)

魅力と活力ある産業の振興

中部地区家畜保健衛生推進協議会支援事業

歪|皇警告註見詰雰翠該支25藷議71対象!中部地区家畜保健衛生推進協議会
ま|胎率の向上を図るための協力。環境保全対策や担い手 l手段|均等割と家畜衛生単位割により算出した金額を負担する。
霊|支援対策ロ耕作放棄地の保全対策として山口型放牧の 1---1 
I推進。(松岳畑地区において実施)

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

家畜保侃t衛生推進協議会負担金 45，000 45，000 国庫支出金

支 r財 県支出金
出
内

源内 割合 地方債

訳 訳 その他

一般財調 100 45，000 45，000 

dE』コ 計 .45，000 45;000 AEE2 ・- 計 45，000 45，000 

人件費概算 tti 人件~ず-r-~Il::竺l一般 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 l 官デ寸 I H28 |目標 i

1 1中部家畜保健衛生推進協議会等へ参加 :二
2 

良い

3 

I ""， W -T:>.~"7 I怒怒.畜の防疫、衛生、治療莱務の推進により弘、畜産経営の安定と地域畜産抜
目的の妥当性 |妥当である 1:;ザ7

心 I pc-====1 "-{)l.poJ Iており弘、妥当である。
----I.............................市部地.医蒙蓄保健衛杢推進.協議杢;rt.山-白.農.梓コ・美称.農・;杯事務所:管内.杢市町部苔...

自治体関与の妥当性|妥当である I~ 市I _!;;t(.， ===1 '-Ul . .I'QJ I員となっており、妥当である
・……… 1'" ……....・H・...t蒙蓄荏定程築!~ミ・び信・築指疾病め・発・主芋防E婁廷防正i::支持右協.元でおり:芸当日・

対象(受益者)の妥当性l妥当である 12 JHA  

| lである。

目標達成度 達成している
-，・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・.......................・.............................1.....................................................................................................................................................................
類似事業の存在 存在しない

上位施策への貢献度|貢献している

適正である |家畜の防疫、衛生、治療業務の推進により、畜産経営の安定と地域畜産振興を図っており、適正である。

受益者負担の適正化|適正である|山口農林・美祢農林事務所管内全市町が会員であり、適正である。

コスト効率 適正である|畜産経営の安定と地域畜産振興を図っており、適正である。

.い
、家畜伝染病の発生時の対応マニュアノレが未整備なので、中部家畜保健衛生所等関係機関との密な情報交換、連携を図り、

課題

今の方後、

向性

特記
事項

作成をすすめる必要がある。

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



ス>1

様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室冊(係)I 農林水産課 農林係 回三日
中項目(施策)

農業の振興

酪農振興補助事業

手段 11頭あたり2千円を限度として共済掛金を補助する。

歳 出; 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

酪農振興補助金 112，000 112，000 国庫支出金

支 財 県支出金
出

内
j原割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財j原 100 112，000 112，000 

dEbヨh 計y 112，0001 112，000 dロL 計 112，000 112，000 

|人工数L瓦嗣 再葺百円 |交付税 1_1 じ三一一I
| 0叫 2砥 7叫 | 算入 | 無 II会計種別| 一般 | 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I H26 1.' H27 I I H28 l目標 l
1 - 1 一 1 I 一 |達成

1 1共済掛金補助数 1 56頭 1 56頭 1 I 56頭 | 度

2 

3 

l妥 l目的の明里 |妥当である|酪農振興を図るため、妥当である。

語|同自治空何関与の妥当性| 妥当であ~....I.~乱ト竺空空竺士主3昨苧古吟戸?そ.宇定=â:"I'守1"Ì;ò>
対象(受益者):の妥当性| 妥当である l酪農家を対象としており弘、妥当である。

目標達成度
有~.;......，..，.......:........~............~...I

| 効 |類似事業の存在一 |存在しない
性~.;...;.....，.;...........;.:..........， .....I

上位施策への貢献度|貢献している

-
E 

I .... J実施主体の適正化 |適正である 11頭あたり2千円を限度として共済掛金を補助しており、適正である。
効 i…・…………-……1.............................1
、率 |受益者負担の適正化|適正である 11頭あたり2千円を限度として共済掛金を補助しており、適正である。
性ト…・4………・ふ…………・1.............................1

じー

課題

今の向後方性二

特記
事項

コスト効率 適正である 11頭あたり2千円を限度として共済掛金を補助しており、適正である。

.レ
現在の乳用牛飼養者は2戸、乳用牛の頭数を精査する必要がある。

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

J 



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室副所(係)I 農林水産課

大項目(政策)

魅力と活力ある産業の振興

耕地係 回三日

中山間地域等直接支払交付事業

事|中山間地域等直接支払制度は、条件不利地の農業生産
:!:I活動や農村生活の維持、耕作放棄地の防止などを目的
ま!としている。現在5地区が協定を結び、特用農用地の管
室|理、水路・農道等の維持・管理活動を実践している。
l第四期対策期間 平成27年度'"'-'31年度(5カ年)

歳出 予算現額(円) 決算額(円)

中山間地域等直接支払交付金 3，298，000 3，297，871 

支
出

内
訳

dロ~ 計 3，298'，000 3，297，8711 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金 2/3 2，198，000 2，198，578 
源害1]
地方債内合

訳 その他

一般財源 1/3 1，100，000 1，099，293 

dEL 2 言十 3，298，000 3，297，871 

人件費概算 |人工数(怯|人{tZ。||鷲見|無|同問| 一般 経常

21協定面積 a
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H26 活動指標または成果指標

1 1集落協定数

100% I 100% 
18.03ha 1 16.34ha 

3 

目的の妥当性 妥当である |耕作放棄地の防止、自立的かっ継続的な集落営農による農業生産活動の体制整備であり、妥当である。
妥 J 十・・....・H・....・H・...・M・-・・・・…...・M・...1・ 1 

当;1自治体関与の妥当性|妥当である|国1/3・県1/3の補助事業であるため、自治体の関与が必要である。
性}………………………..1.............................1

l対象C受益者)の妥当性|妥当である 15協定は、知事の定める特認地域として事業を実施しており、妥当である。

目標達成度 達成している|みんなで協力することで耕作放棄地を出さずに、農用地を守っている。
有 r…...・H ・.........…………..1.............................1

1 効 |類似事業の存在 | 存在しない|平地との生産コストの格差を補填する制度であり、他にはない。(多面とは趣旨が異なる。)
性 }…....・M ・.....................……+...………・・ l 
i上位施策への貢献度 i貢献している|農業の振興に寄与している。

1実施主体の適正化 適正である|地元の集落協定が実施しており、適正である。

ilH場所持f.tT...日主主主日開設日担当伝子EYES;::::::::::::::::::::::::::::::
コスト効率 適正である|地元が自ら実施しており、安価に実施できる。

.レ
課題

寸.

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局宮伺(係)1 地域活性化室 匹I3 I 
大項目(政策)

魅力と活力ある産業の振興

中項百{極東)

農業の振興

事|中山間地域においては、農林業従事者の減少、高齢化6進行
|により、荒廃した森林や耕作放棄地が増大している。また、担い
業|手の減少.高齢化により集落機能の維持が困難となる地域もあ
概|る。このため内地域資源を活用した農林水産業の振興や生活環
要|境の整備など、地域の課題解決のための施策を推進し、中山間

亙

歳出 予算現額(円) 決算額(円)

支
出

内
訳

4Ebヨh 言十 。 。

中山間地域づくり推進事業

中山間地区(山陽地区)の住民

中山間地域のコミュニティーづくり、山口県との連携、県事業の活用

中山間地域の活性化

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

員オ 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源

aロEド 計 。 。
人件費概算 |人工数(人21 人{古忠~ I官|無|恒到 一般 竺」

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 1 H26 1 H27 1 I H28 1目標 l
I 2事業 I 2事業 I I 1事業 |達成

中山間地域づくりの推進に係る事業数(農林水産業を除く)1・ +.........::~;':7.........1 J.........:-.;:_.~;.;........~ 1"'......2事業 r..... .. z事業 '1 ("".......i事量・H・H ・'1度I

(デマンド型交通運営事業) 100.0% 100.0% 

2 

3 

目的の妥当性 妥当である

ilHJHF房長引:三三五五五j三労215汚;主主張....
対象(受益者)の妥当性| 妥当である

J 目標達成度 事業展開を考えているが、地域の課題解消に有効な手立てが、見出せず苦慮している。
有 t..o...........................，.............1
効 |類似事業の存在 |存在しない
性 1;.....;..................，........:.，.......1
上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 適正である|市で行うべき行政サービスであり、適正である。
効 『…・・・……....・H ・............・H ・...j............………・・・・1……………

率 I受益者負担の適正化|適正である|市で行う行政サービスの負担であり適正である。
性 ……………・・…………J....….........・H ・......1........…・

1 1コスト効率 | 適正である

.レ
深刻な担い手不足や高齢化による耕作放棄地の増加や道普請などの共同作業が困難になるなど、集落機能が低下してい

課題

今の後方

向性

る地域が多くなっている。また、食料品や日用品など、の生活必需品を扱う商庖の減少や、公共交通空白地域のため買い物
や通院が不便となり日常生活に支障をきたしている地域もある。

事業の進め方等に改善が必要
改善
29年度中に改善に着手

時期

中山間地域においては、農事組合法人の設立や中山間地域等直接支払交付金制度を利用するなどして、自立的で
継続的な維持管理活動を実施している集落もある。



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室個所(係)I 農林水産課 農林係

夫事百I政葉〕
魅力と活力ある産業の振興

中項目(施策)

林業の振興

山口県林業協会支援事業

山口県林業協会

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

山口県林業協会負担金 33，000 29，000 国庫支出金

支 財 県支出金
出
内

源割
地方債内合

訳' 訳 その他

i 一般財源 100 33，000 

4E2ヨh 計 33，000 29，000 aEEZ h 計 33，000 

人件費概算 l人工数明rτ弘iI宝子|ム|恒主| 一般
活動指標ま正面成果詣議

1 1会議

2 

3 

H26 

2回

2回 2回

100% I 100% 

.目的の妥当性 |妥当である|林業振興を目的としており、妥当である。
妥ト・......…山M・M・...…-……卜…一 l 
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|県内全市町が会員であり、妥当である。
性ト…!'，'………………・・1.............................1
対象(受益者)の妥当性|妥当である|県内全市町が会員であり、妥当である。

目標達成度 |達成している
有 1.....:...............: 、 :.1
効1類似事業の存在 |存在しない
性1 ・.............ょ .1
Uニ位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化， 1適正である|県内全市町が会員であり、適正である。
効ト……...・H・-………………|… | 
率 |受益者負担の適正化|適正である|森林面積割と事業費割が算出根拠であり、適正である。
性 l…………"…………山…l…・・ l 

課題

今の方後

向性

特記
事項

コスト効率 適正である|森林整備事業の推進であり、適正である。

.レ

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

匹亡日

決算額(円)

29，000 

29，000 

経常



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室園所得)I 農林水産課 農林係

太項目(政策)

魅力と活力ある産業の振興

~I山口・美総農林事務所管内の区域における地域林業の
主|活性化のため、木材生産、流通、加工体制の整備、林業
主|労働力の育成確保、及び高性能林業機械の導入等、並
喜|びに森林の多様な利用について総合的かつ一体的に推
l進するため、センターに負担金を支払う。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

山口流域林業活性化センター負担金 52，000 52，000 

支
出

内
訳

4回』 言十 52，000 52，000 

山口流域林業活性化センター支援事業

歳入 予算現額(円J
国庫支出金

財 県支出金
j原割
地方債

内合
訳 その他

ーで般財j原 100 52，000 

dEbコ. 計 52，000 

回三日

決算額(円)

52，000 

52，000 

1. }dHt~Jj: I人工数(人役)1人件費(円Ll I交付税 I<1m: I I ーI rnfu I 
| o叫 288，叫 | 算入 | 盤 I I会計種別| 一般 | 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I H26 I H27 I I H28 1目標 1

I 2回 I 2回 I I 2回 |達成
1 I会議 r.・H・-3面H・H・...T……・5首・…:..1 r…・・2国……1度

2 

3 

課題

， 今の後方

、向性

特記
事項

100% I 100% 

I ~'I，~..J.:: '"f I凶口・美祢農林事務所管内の区域における地域林業の活性化のため、流域市岡了で
目的の妥当性 |妥当である|I ==1 '-O'.J.oJ I構成しており、妥当である

↑.....・M ・..............…|山白・7莫拓農・林事務所管内百区域:"1とおifd.:地蔵称.業百辞任花あfi.・めで流.域.市町宅
自治体関与の妥当性|妥当である| 時、"

I....:.:.~..~.~:.~~....J構域しており 3 ・・当1..ずある
，....::;;.:.:::..:....，山口・美称.農薬￥・:所菅討の区域?とおけ:d.:地暖称・業あ活・任1E"あ?と・めで流.域市町・で"

対象(受益者)の妥当性l妥当である| "守叩

| |構成しており、妥当である。

目標達成度 |達成している'

類似事業の存在 存在しない

実施主体の適正化 |適正である|山口・美祢農林事務所管内の流域市町村であり、適正である。

受益者負担の適正化|適正である|山口・美祢農林事務所管内の流域市町村であり、適正である。

コスト効率 適正である|総合的かっ一体的に推進するため、適正である。

...... 

計画どおり事業を進めることが適当 改時善期



様式1号(事務事業評価)

回三日農林係

林業研究グソレープ支援事業

農林水産課

中項自r-(施策)

林業の振興

平成28年度事務事業評価シート|課・局室・所(係)1

天事百I政葉)
魅力と活力ある産業の振興
一一計面白

林業後継者育成事業

事|林業従事者等で結成する林業研究グループの活動を支
:!:I援する。林業技術・経営の研究改善による林業経営の向
歪|上を目的とし、自主活動を実施。また、都市部の市民との
芸|交流事業や小学生対象の森林学習体験などを展開して
lいる。会員数は15人。 担い手育成・地域林業の活性化

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

財

国康支出金

県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 100 72，000 72，000 

dE』ヨ 計 72，000 72，000 

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

林業研究グ、ループ補助金 72，000 72，000 
支 l

出
内
訳

dzEza h 計 72，000 72，000 

交付税
算入

刃手直司l人工数(人役)I 
|0.051 

経常人件費概算 凶作欄111 -什

I . H27 I I 間|事活動指標または成果指標

1 I事業数

2 

3 

目的の妥当性 l妥当である l担い手育成、地域林業の活性化を図るため、妥当である。

自治体関与の妥当性|妥当である|担い手育成、地域林業の活性化を図るため、妥当である。

……………J……......・H・~.~....I都市都あ市.民主あ安斑草案王手可J苧韮).if家あ.諜.梓苧習.停験五ぎを:鹿閉じでおぢ:.妥当
対象(受益者)の妥当性| 妥当である|

| |である。

妥
当
性

正実施主体の適正化 |適正である|郁巾榔のI .l.l!:!...ll......... ~./-OJ Jである。
I……… .. ……… .. … .. …...……… .. … .. …...……… .. … .. …...…....， 

受益者負担の適正化| 適正でで、ある|
I....~.-:::..~.:~~~....I補助金であり適正である。

二五晶玉・…・ 1通正である|都市蔀の市民;'t:の安流事業平小事亙苅豪の茶称辛習律献ぎ在庫閉じ湖町誼宣
I J.L!:!!...ll..- ....ur./.o./ Iである。

目標達成度 |達成している|

類似事業の存在 |存在しない

，上位施策への貢献度|貢献している

、
有
効
性

効
率
性

?課題

今の向後方性一 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

.レ

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)I 農林水産課 農林係 回三日
大項目(政策) 示事百I基本事業)
魅力と活力ある産業の振興

中項目(施東)

林業の振興 環境と調和した林業の育成

造林支援事業

民有林野において行う造林事業を行う森林所有者

手段|市補助:事業費の2/10以内

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円) 決算額(円)

造林事業補助金 450，000 112，000 国庫支出金

支 財 県支出金
、出

内
j原割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財源 100 450，000 112，000 

合 言十 450，000 112，000 dE』コ 計 450;000 112，000 

|人工数(人役)1人件費f円)1 1交付税 1_ 1 1.6.主U盛田r1 rn'" 1 
| 0.11 577，叫 | 算入 | 無 I I会計種別| 一般 | 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 1 H26 1 H27 I I H28 1目標 l

1 10件 1 10件 1 I 10件 |達成
1 1交付件数 I……1砕………r・H・H・-?存......・M・1 r・M・..…・2砕・・・・・・…1度

30.00% I 70.00% 

2 

3 

目的の妥当性 |妥当である|国土保全及び水源酒養に資するための造林事業であり、妥当である。
妥 f..・H・-……山..........一…..1.............................1
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|国主保全及び水源酒養に資するための造林事業で、あり、妥当である。
性ト……......・-…・………・|…… | 

、句

課題

今の向後方性

特記
事項

対象{受益者)の妥当性|妥当である|国土保全及び水源酒養に資するための造林事業で、あり、妥当である。

目標達成度 ぺ検討が必要

類似事業の存在 存在しない

上位施策への貢献度|貢献している

I '::ó=~~~""?' I 岨ム開ヰ及~V7R源l実施主体の適正化 l適正である|出
.I....~………….“…….“….“H・H・.:~~~....I主:iÞ..~λ・適主~iÞ.ゑR

受益者負担の適正化|適正である|事業費の2/10以内であり、適正である。

コスト効率 適正である|事業費の2/10以内であり、適正である。

.レ

計画どおり事業を進めることが適当 改時善期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室E所得)I 農林水産課

大項目(政策)

魅力と活力ある産業の振興

農林係 回三日

市有林整備事業

一|蚕面的機能を有する森林を、無秩序な伐採や開発、荒廃
宝|から守り、長期的な視点にたった計画的かっ適切な森林
君|の取扱いを推進する。間伐については本数率にして30%
割以上、樹冠祖密度が間伐後5年で8/10以上となるように実
I施。

歳y 出 予算現額(円) 決算額(円)

市有林整備委託料 3，000，000 2，867，840 

支
出
内
訳

.g. 計 3，000，000 2，867，840 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金 1，200，000 1，172，680 
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 1，800，000 1，695，1601 

合.計 3，000，000 2，867，840 

人件費概算 ド弧?;|人?記hi直(見|無|恒竺l一般 経常

活動指標または成果指標 H26 

12.3ha I 9.12ha 

1 I市有林の整備面積 a
引
%

'hu

…nu
 

n
E
"
n
u
 

i
"
5
 

円
九

ν
"
n
t
u

f
l
E
T
-
-
E
 

a
一
%

L
U

一n
u

pnuu
内
、

u

F
D

…qd
 

po
…FD
 

h
F
 

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|市民共有財産を守り育てるため、妥当である。
妥 t................;.....・M・......・M・-・・・・・・叶 1 

当 |自治体関与の妥当性| 妥当である|市民共有財産を守り育てるため、妥当である。
性 f......…………………1.............................1
対象(受益者)の妥当性|妥当である|市民共有財産を守り育てるため、妥当である。

目標達成度 達成している
有 t................. ..........:......;. ..~.....I 
効 |類似事業の存在 |存在しない
性 f.，. '，"'"'''''' .:. ~ ..;.....，...，... .. . ."......1 
上位施策への貢献度 l貢献している

実施主体の適正化 適正である|市民共有財産を守り育てるため、適正である。
効
率
性

-・・・・・・・・・・・................................・.............................・-・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・...............................................................・....................................

受益者負担の適正化|適正である|国土の保全は市だけでなく、国・県も負担で行うものであり適正である。

I……....・H・~..~...T間.伐r;:~ニラ~.:::・ぞヨド薮率:W%以王γ櫛濯諌密.度.が間後後:1)平でs/ï百以-王苫な:~まヲ正実..
コスト効率 | 適正である|

I J.e:!!....L.L.- '-Ul，.ro.J 1.施しており適正である。

..... 

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

[補助率】標準補助単価叫/10*査定係数



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局直・所得)I 農林水産課

大項目(政策)

魅力と活力ある産業の振興

農林係 匹[}IJ

市有林・林道管理事業

士 E林業作業の公道として適切な維持管理を行い、災害防止
芸|や土砂流出防止等の役割を果たす。また、市有林地の巡
概|視、危険木伐倒除去を行い市有林の整備を行う。

要

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

管理委託料 631，594 623，912 

支 修繕料 618，840 618，840 
出
林業監視業務委託料 78，000 78，000 

内
訳 消耗品費 18，722 18，722 

燃料費 2，844 2，844 

，Ee2 ‘ 計 1，350，000 1，342，3181 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
j原割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 100 1，350，000 1，342，318 

ぷE』3 言十 1，350，000 1，342，318 

人件費概算 :ーよ主教I官~人件15;6i| 叡見|無|恒画 一般 経常

活動指標ま正は成果指標

• • 
7
r「
r「

2
τ
千
万
F

U
H

一4
一5
:
 
:
 
:
 
:
 
:
 
:
 
:
 
:
 
:
 
:
 

6
一ト「…ド

ヲ
』
一
舟

l
Z千

H
一4
…4
• • • • • • • 

・1 1実施件数

100% I 125% 
6回 I 6回

21巡視回数 6回 6回

100.00% I 100.00% 

3 

I nï'\I，~~ ""f I 宋の公道として目的の妥当性 |妥当である|仲宅JI .!，;I<. ====1 .....v:.，I"o.J Iめ、妥当であ子
l'''~…………….“…………… .. ……….日……….. …….日….目.. …………….日……….目……….日…….“….日.“…………….“……….………….“…….日….…H・H ・'j蒋作-業・め・績をじで道明・えE維・持嘗謹研'C¥"災害防正・王手主砂流出防正等・5疋…・.

自治体関与の妥当性|妥当である lm I t(. =::E ¥"， ~.ro.J Iめ、妥当である。
……"・H・H・...…1・・…・…・...・H・......・H・-林葉作.業.め.答遣Eじで道明.な誰.持.管理を:存'C¥";災害1防1上苓王砂.流.出防正等.め.定…...

対象(受益者)の妥当性l妥当である|l |め、妥当である。

目標達成度 |達成している
有 1................................;...........1
効 |類似事業の存在 |存在しない
性ト~、 正 | 
上位施策への貰献度|貢献している

効 l号.空主性?空空11:;ιιιι与1ιι仁“山……斗.. 山….. 山....1.. 空子主.ざ?空~....I.!.!~♂ 11史.c，.
E率葬 i受益者負担の適正化|適正である
性~.;.;..........:.............;...............， I 通示以|説記長心不正:京証謀説i;ぷ:通五二以;

....... 

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局ー室・所得)1 農林水産課 農林係 匹仁訂

大項目I~(政策}

魅カと活力ある産業の振興

歳 出 予算現額(円)

保険料 497，000 

支
出
内
訳

合 計 497，000 

中項目(施策)

林業の振興

森林災害対策事業

決算額(円) 歳 入

484，780 国庫支出金

財 県支出金
源害U
地方債

内合
訳 その他

一般財源 100 

. 484，780 d回Eド 言十

予算現額(円〉 決算額(円)

497，000 484，780 

497，000 484，780 

1. .... A 1tf.~UJ 1人工数(人役)1人間円LJI交付税 I_ I I .........._u:;<; 0" I .'" I 
人件費概算 I 0叫 288，7刈 | 算入 | 無 I 1:会計種別| 一般 | 経常

、

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 1 H26 .1" H27 1 I . H28 1目標 l

I 171.96ha I 171.96ha I I 171.96ha I達成
1 1森林面積 、 r....i7i.rj話JH・T"'ï"7i:9"i3h~""'1 r" ï7ï":96h~""'1 度

100% I 100% 

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|市有林の森林保険の加入であり、妥当である。
妥 ...・M・..…-…・…・・4・....・M・....・H・1.............................1
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|市有林の森林保険の加入であり、妥当である。
性卜……………………|… | 
対象(受益者)の妥当性|妥当である|市有林の森林保険の加入であり、妥当である。

I目標達成度 • I達成している
有一}ヴ ~、 1 
1効、!類似事業の存在 |存在しない
性 ドー.....・・・・ ..;.，....1 
υ |上位施策への貢献度|貢献している

ー実施主体の適正化 |適正である|市有林の森林保険の加入であり、適正である。
効 2 トH・H・-…“…-……………1.............................1
率山|受益者負担の適正化|適正である|市有林の森林保険の加入であり、適正である。
性刊 i……一………...........;.....1・…・・…・・……・・・・ l 
コスト効率 J

課題

今の後方

(向性

特記
事項

適正である|市有林の森林保険の加入であり、適正である。

...... 

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課局直M所得)I 農林水産課 水産係

中項目(施策)

水産業の振興

繁殖保護事業

歳 出E 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円)

繁殖保護事業補助金 324，000 296，4601 国庫支出金

支出

内

財 県支出金
j原割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財瀬 100 324，000 

'@ヨh 言十 324，000 296，460 dロ』 計 324，000 

人件費概算 |人工数(化|人件1281|想見|無|匝画 一般

活動指標ま正は成果指標 H26 H27 

1 I放流回数

2 

3 

目的の妥当性 妥当である 17.k産物の安定供給を図るものであり、妥当である。

言i員以員五記長当証|妥当三五五...伝言語雨量語伝説泊五ぷ3b;説話瓦
性 i……・…・…...・H ・....…・….1.............................1
対象(受益者)の妥当性|妥当である・|漁業者の経営安定と水産物の安定供給を図るものであり、妥当である。

目標達成度 1達成している|漁獲量を向上させるために、継続的に事業を進める必要がある。

51持者精子:::|:551527:
上位施策への貢献度、|貢献している

実施主体の適正化 適正である|漁業権を持つ漁協が行うもので、あり、適正である。
効 t...............…......・R・.....・・・…....，.............................，
率 |受益者負担の適正化|適正である|市は購入費の1/2以内の負担であり、適正である。

性 |コスト溢 |適正である|品同信漁業センターの稚魚を時人白石:平正返るD

課題

今の後方

向性

特記

事項

.. 
漁獲量の向上を図るため、漁協と連携し、更なる推進が必要である。

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

匹仁訂

決算額(円)

296，4601 

経常



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課喝・室・所(係)I 農林水産課 水産係 匹[EJ
大項目f政策)
魅力と活力ある産業の振興

宇部・小野田・山陽地域栽培漁業推進協議会支援事業

歪肩書22ZZS包宗五建議境観52中|対象|山陽小野田地区栽培漁業推進協議会
副産物の安定供給の確保、さらに漁家経営の安定を図る。 I手段|種苗の中間育成及び放流に対し補助金を会付する。
要 E

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

栽培漁業推進協議会負担金 1，800，000 1，638，000 国庫支出金

支' 財 県支出金
出
内

源割
地方債内合

訳 訳 その他

一般財源 100 1，800，000 1，638，000 

dE』ヨ 計 1，800，000 1，638，000 合 計 1，800，000 1，638，000 

人件費概算 l入工数(入役)1人件費(円)1 1交付税 1_ 1 長三一一1 -~ 1 
| õ~í 1 -... 577'，4321 1 算入 1 1!w 1 1会計種別| 一般 | 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 1 . H26 1 H27 1 I H28 |目標

1 1放流回数 I..............:.............f.............t.............1 I.............:............litf 
100% I 100.00% 

22 I 22 
21過去3ヶ年のクルマエビ・ガザミの平均漁獲量(t)I……・2ES--“寸

115% I 116.00% 

3 

目的の妥当性 I 妥当であるIi~水k産資源の回復及び安定供給を目的とするため、妥当である。
妥 }ドバι山んん.“…………..…….“…….“….“.….
当 l自治休関与の妥当性| 妥当である|市も協議会の構成員であるため、妥当である。
性性J トトト....…………..……..…....…………..…………..……..…….“….......…"…………..…………..……..……..…...…………..……..……..…...一.

対象(受益者1の妥当性|妥当である|漁業者の経営安定と水産物の安定供給のためであり、妥当である。

l目標達成度 |概ね遼成している
有}・|
効 |類似事業の存在 |存在しない
性 f，........::...............;.............;....1
l上位施策への貢献度 l貢献している

実施主体の適正化 適正である|市も協議会の構成員であるため、適正である。

l il持抑制[民主J百五日記5255持民主....
コスト効率 適正である|事業の実施主体は漁協であり、適正である。.. 
放流場所や時期等について、有効性を検討し、改善実施する。

課題l

F 今の向方性後 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

I:~ 



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局M室・所得)I 農林水産課

大項目(政策)

魅力と活力ある産業の振興

水産係 匹亡訂

事|近年の漁業経営は厳しく、自己資金での新たな設備投資
:!:Iは困難な状態マあるため、市が融資に対する利子補給を
事|行うことにより、漁業者の設備の高度化を図り、経営の近

要|代化を図る。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

漁業近代化資金利子補給金 1，000 339 

支
出
内
訳

dE』ヨ 計 1，000 339 

歳入 予算現額(円) 決算額(円〕

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 100 1，000 339 

dEL ヨ 計 1，000 339 

人件費概算 |瓦議官|入件151i||宝~I 無 I l::竺| 一般 経常

活覇指標ま7ゴ孟戒菓子盲標 H26 

随時

1 1関係機関との情報確認回数

21利用者数
• • • • • • • • • • • • • 1ム…

1
ム

• • • • • • • • • • • • 
-

E
E
E
E品
目
E
E
E

• • • • • • • • • • • • • 
噌E
ム
"
噌
E
ム

• • • • • • • • • • • l
M
 

100.00% I 100.00% 

3 

目的の妥当性 妥当である|漁業経営の近代化を目的としているため、妥当である。
妥 t.，・M・...・…・…………・・…...・..1.....・H・....................1
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|水産業担い手育成事業であるため、妥当である。
性 1，.・H・...………………・1.............................1
対象(受益者)の妥当性| 妥当である|水産業の担い手であるため、妥当である。

i目標達成度 |達成している l計画どおりに達成している。
有}ト"山………..…………..……..一…..山..…..
効 |類似事業の存在 |存在しない
性ト………・・ ..1 
上位施策への貢献度|概ね貢献している

実施主体の適正化 |概ね適正である引|市内の水産振輿を図るものであり仇、概ね適正である。
効 }トトト"山……..山..山..川.
，率 |受益者負担の適正化|概ね適正である|水産業の担い手に対する支援であり仇、概ね適正である。
性 l...山……..山……..山.“一……..山..山.“.……...……..山……..山..山....……..山....……..山……..山..山....……..山..…1.............................1
-コスト効率 概ね適正である|山口県漁協本庖が実施主体であり、概ね適正である。.. 

課題

今の方後
事業の終了

改善

向性
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)I 農林水産課

太項目(政策)

魅力と活力ある産業の振興

水産係 匹目

.....1漁船の大型化に伴う休憩、陸蕩H"施設の不足、用地不足
主l及び干潮時の水深不足による出漁制限等の漁業作業環
読|境の向上のため、漁港の外郭施設、係船施設、水域施設
要|及び用地を整備する。

歳出 予算現額(円) 決算額(円)

工事請負費 15，000，000 14，999，040 

支 自動車借上料 277，000 276，048 
出
機械器具借上料 120，000 119，880 

内
訳 消耗品費 76，885 76，885 

燃料費 42，555 2，124 

合計 15，516，440 . 15，473;977 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金 80% 12，000，000 11，999，232 
源割
地方債 18見 2，700，000 2，700，000 

内合
訳 その他

一般財源 2% 816，440 774，745 

4E2コ‘ 計 15，516，440 15，473，977 

入件費概算 ド弧間人123らけす|有作品目| 一般 臨時

活動指標または成果指標 H26 

6 •• •• •• •• •• •• •• •• 
引

"
W苅
-

山

山

口

U

一

一n・4
…3
一日

;
 

"
u
n
d
-

"

"

η

d

-

J
 
J
 
J
 
J
 
J
 
J
 
J
 
J
 ;
 
;
 
;
 

J
 
J
 
J
 
J
 

一

一

臥

M
u

一

j
 

一
2
一
割
一
川
υ

;
 

H

H

n

J

一

…
…
q
d

一

•• •• •• •• •• •• •• 
p

・

1 1漁港施設の整備数

事業の進捗率(%)
21 
(事業費ベース)

H27 

6 

70 I 71 

3 

100.00% 1 100.00% 

目的の妥当性 妥当である|漁業の作業効率の向上と安全性の向上を目的とするため、妥当である。
妥 t..，.....………………・・・・十 1 

当 |自治体関与の妥当性|妥当である|漁港は市の施設であるため、妥当である。
怯ト…………H・H・...……・，....… | 
|対象(受益者)の妥当性| 妥当である|漁業者のための施設であるため、妥当である。

目標達成度 |概ね違成している司|単年度目標は達成しているが、長期的には、完成まで期間がカかミかる見通しである。
有}ト"山…….. ………..…..…..…… .. 山..一..山…….. 山…….. 山.. 山..一…….. 山.. 山.. 山…….. 山.. 山.. 山…….. 山.. 山.. 山…….. 山.. 山.. 山…….. …..山..……..….“山……..山..山..山……..….“….“斗.
効 l類似事業の存在 |存在しない
性 1.....:.."......，...，................;..，....1
上位施策への貢献度|概ね貢献している

実施主体の適正化 適正である|漁港は市の施設あり、適正である。

i i場所持ji::日526El--1開設5Fifi;:十三J1521汚E25H日;:者5145:::::
コスト効率 l概ね適正である|事業計画の見直しにより、経費縮減を図ることにより、概ね適正である。.ト
事業の長期化が見込まれる中、事業計画を見直し早期完成を図る。

課題

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

立l



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室・所得)1 農林水産課 水産係 匝I57 I 
示項目(基本事葉7
水産業の生産基盤の整備

士 E市内の漁港は建設開始から数十年経過し、施設の老朽

霊!化が著しい。特に夜間の操業に不可欠は標識灯は、海水
概|の飛沫帯にあり腐食が早く耐用年数が短いため、定期的
婆lな改修が必要である。

漁港保安施設改修事業

歳 出 予算現額(円J決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

修繕料 99，360 99，360 国庫支出金

支 財 県支出金
出

内
源内 割合 地方債

訳 訳 その他

一般財源 100 99，360 

'.Lロh 計 99，360 99;360 dE』Z 計 99，360 

人件費概算 tti人件 rヨThI~主到 一般

，官覇指標またI孟成栗指標

漁港の修繕(一式)
(埴生漁港)

※上段:目標中段:実績下段:達成率

H26 1 市芝ナ一寸 I H28 |目標 l

f.............................1 J............T...........~ ji: 

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|漁業の夜間操業の安全性の向上を目的とするため、妥当である。
妥 1...・H・-…・・…・・....・-……M・M・-・十一 1 

当 l自治体関与の妥当性|妥当である|漁港は市の施設であるため、妥当である。
性}………H・H・........・H・.....・...….1.............................1
対象I受益者)の妥当性| 妥当である|漁業者のための施設であるため、妥当である。

目標達成度
有 1........ .~...................... ............1 
効 !類似事業の存在 |存在しない
性 1..'.......:..，.......;..'..;;，...............1
I上位施策への貢献度|概ね貢献している

"実施主体の適正化 適正である|漁港は市の施設であるため、適正である。

i 1券税制r..主'~:;b~...l日後五主主主主主;::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::

課題

今の後方

向性

特記
事項

コスト効率 適正である|定期的な改修により長寿命化し、撤去新設するより安価となる。

.レ

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

決算額(円)

99，360 

99，360 

経常



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課白局室・所得)I 農林水産課 水産係

大項目(政策)

魅力と活力ある産業の振興

漁港保安施設改修事業

士 E市内の漁港冠雇言語開始から数十年経過し7扇蚕白老朽
霊|化が著しい。特に夜間の操業に不可欠は標識灯は、海水
概|の飛沫帯にあり腐食が早く耐周年数が短いため、定期的
要|な改修が必要である。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

修繕料 500，000 496，800 

支
出

|内
F訳

dロ~. 計 500，000 496，800 

歳 入 予算現額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 100 500，000 
dEEヨh 計 500，000 

人件費概算 戸数(官~人件記号~ I官|無 I[竺到 一般

2 

3 

活動指標または成栗指標

標識灯改修(基)
(梶漁港)

H26 

目的の妥当性 l妥当である|漁業の夜間操業の安全性の向上を目的とするため、妥当である。
妥}…・....……"…….1............…..............1
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|漁港は市の施設であるため、妥当である。
性 f，....・H・....・H・...・H・..………….1… |
対象(受益者〕の妥当性| 妥当である|漁業者のための施設であるため、妥当である。

目標達成度
有 t............................................1
効 |類似事業の存在 |存在しない
性 f..'.............:.，....，.."........，...，.....，.1
上位施策への貢献度|概ね貢献している

.実施主体の適正化 |適正である|漁港は市の施設であるため、適正である。
効ベト…叩H・H・...………..........1.............................1
・率 1受益者負担の適正化|適正である|市の施設であるため、適正である。
性 L……………………1.............................1
コスト効率 適正である|定期的な改修により長寿命化し、撤去新設するより安価となる。

..... 
課題

今の向後方性

特記
事項

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

匹亡日

決算額(円)

496，800 

496，800 

臨時



1コ

様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)1 農林水産課 水産係

大項目(政策)

魅力と活力ある産業の振興

山陽小野田地区魚食普及推進協議会支援事業

事|地区の盃蚕吾友雇進協議会白土部組織山口県水産物
~I消費拡大運動推進協議会への負担金の一部を市が負担
事|する。これにより、市内小中学校の給食材料(水産物)の
要|一部を県協議会が負担する。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円)

山陽小野問地区晶企推進也階会負担金 23，000 22，400 国庫支出金

支 財 県支出金
出
内

源害IJ
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財源 100 23，000 
ぷロ』 計 23，000 ~~，4?21 .g. 計 23，000 

人件費概算 |人工数句|人件1221|想見|長|国型| 一般
活動指標または成某福覆 H26 

19 

1 I利用した学校数 17 19 

89.00% I 100.00% 

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|魚食への関心を高めるものであるため、妥当である。
妥 r…・・…“・H・H・...…・・…・......1.............................1
当当 1自治体関与の妥当性| 妥当である l食育は市が推進するものであるため、妥当である。
性 }トトト"………..……..
~.1対象(受益者)の妥当性| 妥当である Ir市行内の小中学校を対象としているため、妥当である。

目標達成度 ノ|達成している|市内の小中学校が参加しており、達成している。
有 [..・H・M・.........….......….........，………........…・・・↓
効 l類似事業の存在 |存在しない

性二fi'，雨量-二-ゐ説|説モ;ヨ|ぷiみ語以G34ぶ掲示半面;
1 1実施主体の適正化 |適正である|市も協議会の構成員であるため、適正である。
効 }…・・・・..........……・……..，.............................，
率 l受益者負担の適正化|概ね適正である|食育は市が推進するものであるため、概ね適正である
性 l.:...…...・H・-…..………….1.............................1

課題

、

今の後方

向性

特記
事項

コスト効率 適正である|給食とじての食材提供であり、適正である。.. 

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

匹I69 I 

決算額(円)

22，400 

22，400 

経常



様式1号(事務事業評価)

水産係 匹I60 I 平成28年度事務事業評価シート|課開局圃室・所得)I 農林水産課

中項目(施策)

水産業の振興

世 E鮎・ウナギ福音二三長吾ズガニ種苗購入費の孟蔀を予算内

裏|で補助し、定期的な稚魚の放流を行うことで厚狭川の水
概|産資源の回復を図る。

要

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

繁殖保護事業補助金 216，000 216，000 

支
出
内 i
訳

dEbZ • 計 216，000 216，000 

内水面繁殖保護事業

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
j原害IJ
地方債

内合
訳 その他

一般財源 100 216，000 216，000 

dE』Z 計 216，000 

人件費概算 |人工数(人七|人件間~ I官民|無|匝到 一般 経常

活動指標または成果指標 H26 

3 
l……・・5……1"""・H ・…γ.. 

1 1放流回数

21放流量(kg)

l00.00% 1 100.00% 
470 1 470 

470 470 

皿
m
-

n
u
-
n
u
-
-

-

噌

E
ム

n
u
-
n
u
-
-A-

似
畑
一

円

U
-

n
u
-
・

-

噌

1目企

n
u
-
n
u
-

噌

1

目-

100.00% 

3 1 r水辺の教室」の開催支援
100.00% 100.00% 

目的の妥当性 |妥当である|水産資源の回復及び安定供給を目的とするため、妥当である。
妥}…M・M ・...……H・M ・...……・1............................."
当1自治体関与の妥当性| 妥当である|水産資源の回復を図るものであるため、妥当である。
性ト……...・H ・-….......・H ・...・H ・..1.............................1
対象(受益者)の妥当性|妥当である|厚狭川の漁業権を持つ厚狭:)11漁協が実施主体であるため、妥当である。

目標達成度 |達成している 1r水辺の教室」の開催により、地域との交流を深めており、達成しているo

i 険料百二::|:民主::!:::::
上位施策への貢献度 l貢献している

一実施主体の適正化 |適正である l厚狭)11の漁業権を持つ厚狭川漁協が実施主体であり、適正である。
効ト…H ・H ・-………………Lι一..…………..山……..山……..山…..山..…………..山……..………..…….“…..;.1
、率 じ受益者負担の適正化|適正である|市は1/2以内の負担であるため、適正である。
性 ιい"…………..…………..……..……..…....山………..山…..山………..……..……..…...……..山..….…………"……..…...……..山..山..……....1.............................1.
コスト効率 概ね適正である|美祢市との共同事業であり、適正である。

.レ
課題

ω今向方後性 計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・吾所(係)I 農林水産課 農林係

山陽小野田市地方卸売市場管理事業

事 I~~市房蘭音。扇子杭青互主物画方卸売市場と小野田青
業|果物地方卸売市場との統合により、適切な施設整備・維
概|持管理を行いつつ、市場の公益的機能の発揮に努めて

要|いく。

山陽小野田市地方卸売市場

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

警備委託料 4，355，508 3，803，760 国庫支出金

支 光熱水費 2，948，374 2，948，374 財- 県支出金
出
管理委託料 660，000 660，000 

内
源割
地方債

内合
訳 草刈等委託料 216，000 216，000 訳 その他 18柏市場使用料 1，534，000 

その他 521，830 369，877 一般財源 82% 7，167，712 

dロ』 計 8，701;712 7，998，011 ~ ヨ 計 8，701，712 

人件費概算 |入閣人間
※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 H26 I 官「寸 I H28 1目標 l

268日 1 268日 1 I 264日 |達成
1 1開場日数 268日 r 268日 1r 264日 .1 度

2 

3 

目的の妥当性 l妥当である|公設市場であり、妥当である。
妥 I・M ・..…………....・M・...・H・1………|
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|公設市場であり、妥当である。
性ト……一一H・H ・......…..，...1..........................:..1
対象(受益者)の妥当性|妥当である|公設市場であり、妥当である0

.目標達成度 |達成している
有 ~..........i..ò.......::........ _.............1 

J 効 |類似事業の存在 |存在しない
性 ~...;.....ò...ò.ò....::.ò.......:.，..ò.....ò;.1

上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 適正である|公設市場であり、適当である。
効『………………H ・H ・..…十・ r 
率 |受益者負担の適正化|適正である|公設市場であり、適当である。
性}…H ・H ・……………・H ・H ・..ト………十
!コスト効率 |適正である|公設市場であり、適当である。

課題

今の方後、

向性

特記
事項

..... 

計画どおり事業を進めることが適当

良い

改時期善

匹I61 I 

決算額(円)

1，711，904 

6;286，107 

7，998，011 



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課伺・室・所(係)I 農林水産課 農林係

大項目(政策)

魅力と活力ある産業の振興

事|適切な施霞重荷7誰持管理を有伝うろJ市場の公益的機
1::1能の発揮に努めていく。衛生的な環境を整えるため、老

山陽小野田市地方卸売市場施設整備事業

匹OD

議|朽化した施設の修繕を行う。 I手段|衛生的な環境を整えるため、段階的な修繕を行う。
要1 1意図|施設改修を適切に行い、地方卸売市場の充実を図る。

歳、出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円) 決算額L円)
修繕料 2，468，288 2，468，288 国庫支出金

支 財 県支出金
出
内

源割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財源 100 2，468，288 2，468，288 

合 計 2，468，288 2，468，288 dロl>. 言十 2，468，288 2，468，288 

人件費概算 |人工数(淵人件記号~ I鷲見|無 Ir詰十種別|特会(市ゐl経常
活動指標または成果指標

※上段:目標中段:実績下段:達成率

H2~ 市互ナ一寸 L..Ji主主一一j目標 l
一 |達成

1 I修繕料 "1356万五肖T玄1ぉ，496月一I"'2.;46百三品目..1度

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|公設市場であり、妥当である。
妥 t........・M・....・M・M・.....・H・....…..1.............................1
当 l自治体関与の妥当性|妥当である|公設市場であり、妥当である。
性トー……………........，.....1… | 
対象(受益者)の妥当性| 妥当である|公設市場であり、妥当である。

目標達成度
有 t............................................1
効 |類似事業の存在 |存在しない
性 1.......，.......，...........................:.1
上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 |適正である|公設市場であり、適当である。
効~..............:..………...…….01-..........................'..，.

率 |受益者負担の適正化|適正である|公設市場であり、適当である。
性 l………....・H・..…………1.............................1.
コスト効率 適正である|公設市場であり、適当であるロ

.レ
生鮮食料品を扱うことから、時代の変遷に見合った衛生的な環境を整えていく必要があり、年次的な施設整備、改修が必要

課題

今の後方

向性

特記
事項

である。

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート!課，局室圃所(係)I 農林水産課 農林係 匹I63 I 
中項目(施策)

地場流通の推進

天項目(政策)

魅力と活力ある産業の振興

山陽小野田市地方卸売市場管理事業(卸売業者運営補助金)

.，.. I 小野田中央青果経営再建アロジェクトチームを設置し、
芸|事業継続判断、経営分析等を実施。売買参加者の破産
概|に伴う貸倒引当金根抵当権設定に係る司法書士報酬に
要|対する補助を行う。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

卸売業者運営補助金 3，000，000 3，000，000 
支、、

出
内
訳

~ヨh 計 3，000，000 3;000，000 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源害IJ
地方債

訳内合
その他

一般財源 100 3，000，000 3，000，000 

4E2ヨh 計 3，000，000 3，000，000 

|人工数(人役)1人件費(円)I I交付税 I_ I I ..ð.~:;;fil;l ll I 、|
人件費概算 I 0叫 288，7叫 | 算入 | 無 I I震計種別|特会(市場)I 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 1 H26 1 H27 1 I H28 1目標 l

| 一 | 一 1 I - 1達成
1 I補助金 r.s.;oo.o:uoo.肖.r:u.oo溺5肖…Ir3.;OO.O:UOO.肖..1度

2 

3 

目的の妥当性 妥当である l公設市場であり、妥当である。

i[H1詩的特r..記長:::15??:fZEE-251j:::::::::::
対象(受益者)の妥当性|妥当である|公設市場であり、妥当である。

目標達成度
一
有
効
性
類似事業の存在 存在しない

上位施策への貢献度|貢献している

I実施主体の適正化 |適正である|公設市場であり、適当である。
効}….........…H・H・.....………↓ l
率 l受益者負担の適正化|適正である|公設市場であり、適当である。
性 j……ー…....・M・………"“1.............................1
lコスト効率 |適正である|公設市場であり、適当である。.. 

課題

今の後方
事業の終了 改時善期

向性

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課同局圃室・所得)I 観光課 観光振興係 匹亡ヨ
小項目(基本事葉7

1 
観光・交流資源の整備・充実

古 1市内最高峰(標高324m)の松緑山は、展望台から厚狭市
主|街・竜王山・瀬戸内海までの雄大な眺望が得られ、また、

高|その近くに県指定文化財である銅鐘を擁する。これら観
要|光資源への良好なアクセスを維持し、観光客の増加を図
Bる。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

管理委託料 345，000 338，080 

| 支出 用地借上料 96，000 95，738 

内
訳

dτ』コ 計 441，000 433，818 

観光資源整備事業

歳 入 予算現額(円)

国庫支出金

源財 割
県支出金

内合
地方債

訳 その他

一般財源 441，000 

AEEh 2 計 441，0001 

人件費概算 ド諏T3if51 人件15;61| 宝~I 無|匝到一般

活動指標または成長福覆

1 I展望台と登山車道路肩の草刈実施回数

2 

3 

:二

※上段:目標中段:実績下段:達成率

H26 I 市27 I I H28 |同捜

良い

決算額(円)

433，818 

433，818 

経常

目的の妥当性 妥当である|市内でも誇れる景観への良好なアクセスを提供するものであり、妥当である。
妥ぃ・・M・M・....“.......…

当
性
自治体関与の妥当性| 妥当である|旧山陽町時代から私有地内に設けている市内最高峰に位置する展望台であり、妥当であるロ

対象(受益者)の妥当性|妥当である|展望台は景観確保が、車道はアクセス確保が必要で、妥当である。

目標達成度 達成している|良好に管理されており、達成している。

it併殺主.........r..京~~~:~::::[:::
上位施策への貢献度|貢献している

1実施主体の適正化 |適正である|委託先の地元自治会は状況を熟知し効率的な管理ができるので、適正である。
効トH ・H ・.....・H ・H ・-………....n.…1.............................，
ヘ芸名 |受益者負担の適正化|適正である|私有地を観光目的で借りるものであり、適正である。
性~......……......・H・-………"“1.............................1

コスト効率 概ね適正である|展望台用地借上料が割高なため、 H21年から適正額になるまで毎年5%ずつ減額している。

課題

今の向方後性

特記
事項

.ト

計画どおり事業を進めることが適当 改時期善



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 観光課 観光振興係 匹亡ヨ
中耳頁百〔施捷) 小項目(基本事業)

観光・交流の振興 観光・交流資源の整備・充実

観光案内板整備事業

事|観光客に分かりゃすい多言語観光案内板の設置を年次
業|的に進める。 H28年度は県のやまぐち観光地魅力度アツ
概|プ支援事業(補助率問)を活用した。

要

歳出 予算現額(円) 決算額(円)

工事請負費 2，438，000 1，171，368 

支
出

内
訳

d回』 言十 2;438，000 1，171，368 

歳 入 l 予算現額(円)

国庫支出金

財 県支出金 50 1，050，000 
j原割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 50 1，388，000 

dロL 計 2，438，000 

人件費概算 戸数τtTJ| 入件 I 宝~I 無 I l::竺l

若動指標ま正{ま成東指標

1 I観光案内板の設置箇所数

2 

3 

H26 

決算額(円)

585，000 

586，368 

1，171，368 

目的の妥当性 妥当である|市の主要観光資源の魅力向上を図るものであり、観光客から設置の要望もあるため、妥当である。

i l王子併殺到:2225El該当房浅野H2522E552FZE??主主11212長;:::
対象〔受益者)の妥当性| 妥当である

1 I目標達成度 |達成している|目標とする場所に全て設置した。
有 ト...........“….....・H ・.....……|……・・・....・...……L………

効 1類似事業の存在 |存在しない
性L;.:................o........:.................1
上位施策への貢献度|貢献している

I'~効 |幣幣主吠?門?竺空照主黙!空守 |空空F空史三芝空校三 |廿$0)竺T
率 '1:受受益者負担の適正化|適正である

|性 I::.~c::ó:=.::.~;:::-...~.:::=.:.~..I
コスト効率 | 適正である

.レ
市内に設置している案内板等について、設置場所や状態など全体を把握し、今後計画的に設置を進めていくことで、ホスピ

課題

今の向後方性

特記
事項

タリティの向上を図っていく必要がある。

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課ー局室・所得)I 

大項目(政策)

魅力と活力ある産業の振興

観光課 匹亡己観光振興係

歳 出 予算現額f円) 決算額(円)
工事請負費 3，000，000 2，667，600 

支
出
内
訳

dEb2 ‘ 計 3，00P，000 2，667，600 

人件費概算

活動指標または成果干言語

ハッピースポット設置事業

手段 Ir幸せの鐘」設置による観光資源の魅力向上

( 歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金

源内 割合 地方債

訳 その他 ふるさと支慢基金 1，500，000 1，500，000 

一般財源 1，500，000 1，167，600 

合 計 3，000，000 2，667，600 

H26 

1 1設置事業進捗状況

一般 臨時

21きららピーチ観光客数
人
一
人

n
u
u
n同
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n
u
n
n白

n
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nぺ
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F
h
u
"
n
J
“
 

噌

E
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日

噌

E
ム

E
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人

n
H
u
"
戸

hu

n
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n
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d
斗

品

目

d
せ

1
ム
・

1
ム

104.0% I 82.6% 

3 

目的の妥当性 妥当である|市の主要観光資源の魅力向上を図るものであり、妥当である。

iREF--5希望::[::2216E:::|吉宗場所属2522時5151;:2571iil112-252;::::::
対象(受益者)の妥当性| 妥当である

目標達成度 "達成している

il特需拡.......1"..詩:~~~~:~:::[:::::
上位施策への貢献度|貢献している

効 l熱望号明主主 l....!.~.芳三 l.!..?主脅さそ??旦竺円，bO)ヨhfrfiご今季念会.
率 |受益者負担の適正化|適正である

i 性}、;，...，
.コスト効率 ι | 適正である .. 

課題

今の後方
事業の終了

改善

向性
時期

J 特記

事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課骨M室鋼所得)I 

大項目(政策)

魅力と活力ある産業の振興

土木課 河川港湾係 回三日

きららピーチ焼野管理事業

1事|きららピーチ焼野の維持管理については山口県より市に
1::1管理委託されている。現在は市から指定管理者に管理委
譲|託している。この施設が安全かつ適正に管理されること
要|で、安心かつ快適に利用できる。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

修繕料 360，000 358，560 

支
出
内
訳

dE』3 計 360，000 358，560 

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
瀬割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 100% 360，000 

dE』Z 計 360，000 358，5601 

人件費概算 |人工数勺|人?支払II官tI無|匝剖 一般 経常

l00.0% I 100.0% 
291，600 I 314，172 

3官覇指標またIま成果指標

1 1年間利用者数(人)
• • • • • • 
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21維持管理費

3 

目的の妥当性 妥当である|観光施設利用者が快適に利用するためなので妥当である。
妥 r…・M・M・..….......・M・.....・H・..…，.............................，
当 i自治体関与の妥当性 l妥当である|山口県より市が管理委託を受けているので、妥当である。
性 i…………...・M・...………十… l
-対象(受益者)の妥当性| 妥当である|観光施設利用者のための施設なので妥当である。

目標達成度 達成している|観光産業への貢献度が高いため適正である。

il祥子計五...'......f..宗主と:二二二二
上位施策への貢献度|貢献している

|実施主体の適正化 .1 適正である|指定管理委託契約に基づき実施されており適正である。
|効トー…………………|… | 
率三|受益者負担の適正化|適正である|対象が観光客のため受益者負担金を求めるのが適切でない。
性 1..;…….........品…………l… l

コスト効率 適正である|管理者との費用負担の棲み分けが出来ており妥当である。

..... 

課題

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)I 観光課 観光振興係 匹じ日

一一
一

国際観光推進事業

天項百I政策)
魅力と活力ある産業の振興

事!県国際観元雇進協議会と通E書することにより二国耐と向
業lけて戦略的な情報発信を行い、外国人観光客を誘致す
iる。
概'
J要

歳 出 予算現額(円) r決算額(円)

山口県国際観光推進協簸会負担金 200，000 200，000 

支
出

内
訳

合 言十 。200，000 200，000 

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
j原書IJ
地方債

肉合
訳 その他

一般財源 200，000 200，000 
Aロc.. 計 200，000 200，000 

は工薮京都l人件費(円)] I交付税 i瓦7 長三孟c"I "Tu I 
| 0.31' . 'i，73U961 1 算入 | 無 1 1会計種別| 一般 | 臨時

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I H26 I H27 I I H28 1日擢 l

1 I外国人観光客数 I.............................f 似 I J......t~.数 !? 

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|全国的に外国人が多く訪れており、 PRするには絶好の機会である。
妥 r………・・1・…………・・山1.............................1
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|県や他市と連携し、誘致活動を行う。
企性一ト...ー………………，.......+............................1
|対象(受益者)の妥当性| 妥当である|ネットワークやメウハウからみて、県国際観光推進協議会は連携の欠かせない団体である。

目標達成度 1達成している IFAMツアーや視察など、外国の旅行業者が市内の観光地に多く訪れた。
有 }トトu山……….“山…….“山.“山..….
効 |類似事業の;存存在..1 存在しない
1主 }…....・M・〕…・・H・H・-・1…・4
よしl上位施策ぺの貢献度|貢献している

実施主体の適正化~I適正である

121受益者負担の通IEirl適正である
、性 } ι|

|ヨスト効率 |適正である

.レ
課題

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)I 観光課 観光振興係 回二日
小項目(基本事業J

21 情報発信・誘客体制の強化・充実

事|山口県観光連盟と連携することにより、県内及び全国に
業|向けて効果的な広報活動を行い、観光振興を図る。

概
要

支
出
内
訳

歳 出

山口県観光連盟負担金

おいでませ山口恨光キャンベーシ事業負担金

合、計

予算現額(円) 決算額(円〕

265，000 265，000 

644，000 644，000 

909，000 ~09;000 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金
財 1 県支出金
澗割
地方債内合

訳 その他

一般財j原 909，000 909，000 

合 計 909，000 909，000 

人件費概算 |人工数(人役)1人件費(円)II交付税| 無 I I~計種別| 一般 | 経常
| 0.351 2，021，0121 1 算入 1 ~ 1 1同 T即リ 1 -1UJ<. 1 

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I H26 I H27 I I --H28 1目標
I 980，000人 I980，000人 II 990，000人|達成

1 1市の観光客数 1"""'9(3i3:'oi"oX"T"9'75ユ92A…| …誕百':oi39X"'1 度

1 1 1 2回
21物産展への出庖、協力回数 (……...........…1 

E 100.0% 1良い

12，000，000ビュー115，000，000ビュー， 116，000，000ピュー

31山口県観光連盟ホームページのビュー数 16，549，586ビュー115，140，147ビュー1 111，814，287ピ.ュー

137.9% 100.9% 73.8% 

目的の妥当性 |妥当である|広域的広報の推進は欠かせない施策であり、妥当である。
妥ト-……………・……・，.............................，

当 |自治体関与の妥当性|妥当である|広域的広報の推進は欠かせない施策であり、妥当である。
性トー…......……...........・M・.，…………・ | 
対象(受益者)の妥当性| 妥当である lネットワークやノウハウからみて、連携の欠かせない団体である。

目標達成度 達成している
有 t........，.............，.......................J
効 |類似事業の存在 |存在しない
性.F-，....， ..;ò..........."~... ，.....，:.."，，.:， 

|上位施策への貢献度1貢献している

|実施主体の適正化 |適正である|ネットワークやノウハウからみて、連携の欠かせない団体であるD
効ト…………………………，.............................，

率 l受益者負担の適正化|適正である|人口規模、観光客.宿泊数に応じた負担となつており弘、適正であるロ
性性.Iトト"…………..…………..……..……..…....………..……..…....…………..…………..……..……..…ザい←山..ι一山.. し一.. …....………… .. 山……….. …… .. …… .. …...ん.“川-“A

課題

今の後方

向性

特記
事項

コスト効率 一，適正である|広域的な広報からみて、適正である。

..... 

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室・所得)I 観光課 観光振興係 匹E己

一一
一 示事!3(基本事業)

21 情報発信・誘客体制の強化・充実

観光物産宣伝事業

~I山口県物産協会と連携することにより、県内及び全国に
芸|向けて効果的な広報活動を行い、新たな販路拡大と市の
概 IpRを推進する。

要

山口県物産協会

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

山口県物産協会負担金 12，000 12，000 

支
出

内
訳

dEEヨh 計 12，000 12，000 

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財源割
県支出金

内合
地方債

訳 その他

一般財源 12，000 12，000 

dE』ヨ 計 12，000 12，000 

人件費概算 |人工数(怯i よ官I~~ol I宝jft|無 II錦別| 一般 臨時

活語霜轟または成果指標

1 I物産展への出底、協力回数

H26 H27 

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|広域的広報の推進は情報発信・誘客体制の強化・充実に沿うものであり、妥当である。
妥トM・M ・....・M・…・…"・H・H ・...….，.............................t
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|広域的広報の推進は欠かせない施策であり、妥当である。
叫 い山.....................................・...・H ・-……・・… a 

|対象(受益者)の妥当性| 妥当である|ネットワータやノウハウからみて、連携の欠かせない団体である。

目標達成度 |達成している
、有 f..;....;.. 、 l
効 |類似事業の存在 |存在しない
性 F'...，..............:....，...，....:..'.......I
土位施策への貢献度|貢献している

' 適正である|ネットヲークやノウハウからみて、連携の欠かせない団体である。実施主体の適正化
効 t，.，........，........，............:............，
率 |受益者負担の適正化|適正である
性ト……………………;.1…….....・H ・-…・・.....j........
コスト効率 |適正である|広域的な広報効果からみて、適正である。

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

向性

.い

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)I 

、大項目(政策)

魅力と活力ある産業の振興

観光課 観光振興係

一|観光に関わる様々な人材が所属する山陽小野田観光協
霊|会の運営を財政的・人的に支援することを通し、交流人口
概|の増加を促し、観光振興を図る。

要

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

山陽小野田観光協会補助金 3，485，000 3，485，000 

支
出
内

訳~

dE』2 計 3，485，000 3，485，000 

観光協会運営支援事業

山陽小野田観光協会

回二日

歳一入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他 ふるさと支樋基金 1，500，000 1，500，000 

一般財源 1，985，000 1，985，000 

dEb2 • 計 3，485，000 3，485，000 

I瓦工数(人役)1'人{件牛費(円)I I 交付税1:1 rム畠 I _~~"' I v.vr.!f，._ T:}，;-n，!: I 
人件費概算 1 0.41 仰

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I H26' I H27 I 1---' A28 1目標 j

1 980，000人 I980，000人 II 990，000人|達成
1 1市の観光客数 I 968，010人 I975，492人 Ir 980，{)89人 l度 l

80.0% I 100.0% 

21県内外のキャンペーン活動
• • • • • • • • • 
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31観光協会ホームページ閲覧数
75，000ビ、ュー1I 76，000ビュー

I忍江主主三三::1 n?;:~~:~:~~~~:三

.，目的の妥当性 妥当である|市の観光振興に最も寄与する団体であり、妥当である。
妥 t........，.，...........・..……・….，..............・H・ E

当 |自治体関与の妥当性|妥当である|市の観光振興に最も寄与する団体であり、妥当である。
性ト……………………1.............................1
|対象[受益者)の妥当性|妥当である|市の観光振興に最も寄与する団体であり、妥当である。

目標達成度 |概ね達成しーてしも
有 1 叩、 :......1
効 1類似事業の存在 l存在しない
性ト...・H・..…ふ・… ..1 
| 、 |上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 適正である|観光事業を多く実施している。
効 t..…........・H・..…・・"・H・H・-…・・1・ 1 

率 |受益者負担の適正化|適正である|会費のみでは十分な財源が確保できないので、補助金交付は適正である。
性 F.・H・-…...・H・-…....・H・-…….+............................1
|コスト効率 i概ね適正である|事務局職員を市職員が兼ねているが、自主運営移行まで当面やむを得ない。

.レ
現在、観光協会の事務局は観光課職員が兼務しており、その独立については数年にわたって検討がされているが、今後は
単独での独立だけでなく広域での統合も視野に入れながら協議を進めてして必要がある。

課題

今の方後
事業の進め方等に改善が必要

改善
29年度中に改善に着手

向性
時期

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課唱・室・所得)I 

大項目(政策)

魅力と活力ある産業の振興

観光課 匹E己観光振興係

.，.，.1字面市二美祢市i正面tに産業観光推進協議会を誼議し、
夏|本市内催行分ツアーについては引率として同行すること
概|により、交流人口の増加と訪問先地場産業の振興を図
lるn要・ 0

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)
字m・9亀称・山崎"、野悶車業観光維進路.金負組会 540，000 540，000 

支
出
内
訳

l dEh2 h 計 540;000 5札州

産業観光振興事業

協議会への負担金支出、市内催行分ツアーの引率

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金'
澗割
地方債内合

訳 その他

一般財源 540，000 540，000 

F AEb2 ‘- 言十 540，000 540，000 

1 人件費概算 |人工数制人fZ2211 官~I無|恒画 一般 経常

活動指標または成果指標 H26 

9回

1 1募集型ツアー催行回数 9回 6回

肌
一
沌
…
名

7卜
-
v
H
H
Q
d

e
一日…

9

肌
一
名
…
名

、J
-
n
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"
F
o

m
一
日
…
日21募集型ツアー参加者数
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1
431受注型ツアー参加者数
70.0% 180.0% 690.0% 

目的の妥当性 妥当である|近年の観光ニーズに適合しており、妥当である。
妥 t~，.....:.....…ぃ…....・・・・H ・H ・.......・1.............................1

当 |自治体関与の妥当性|妥当である|本市におけるテーマ観光の白眉であり、妥当である。
性 ト……・・……………一一:1.............................1
対象(受益者)の妥当性| 妥当である|参加者は広く個人・団体を対象としており、妥当である。

!目標達成度 |概ね達成している
有 1.....o...:，....，.，:...，.;.o，.，.，..，..，.......1
効 |類似事業の存在 |存在しない
性}…円…・'，O，，.，...，...I
l上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 適正である l近隣市と協同運営してコストを分かち合っており、適正である。
効 t...，，..，，，，...........，.........，..':.，.....，....，

率 |受益者負担の適正化|適正である
性 白}トい"………….. …… .. ………… .. …… .. 山….. 山....…一"了一…….. 山，.山....…………，.山….. 山……….. 山…，.山…，.山....………"山…....………"……....………….. …… .. … .. 十.
コスト効率 | 適正でで、ある|近隣市と協同運営してコストを分かち合つており札、適正でで、あるo

.レ
産業観光の基本的なコンセプトを守りつつ、ァーマ性を持ち訴求力のある新たな内容のツアーを企画・提供する必要がある。

;ノ~

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

特記ー
事項



平成28年度事務事業評価シート|課・局 M室・所(係)I 公営競技事務所

様式1号(事務事業評価)

匹1 1 1 

オートレース運営事業

ーlオートレース事業のうち、施行春め固有事務を除く競走の
芸|実施に関する事務を、平成26年度から、新たに日本写真
概l判定株式会社と3年間の包括的民間委託を行うことによ
要|り、オートレース事業の継続を図る。

意図 14悲観22諮問談議常識

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 議 入

包括的民問委託料 650，000，000 609，302，111 国康支出金

支 義務的経費 5，986，195，000 5，587，728，1451 
出
開催経費 2，402，187，000 1，904，543，284 

内

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 持例受付金及び小型自動"政走関辺機島!l-~科 168，357，000 168，356，500 訳 その他

その他 935，205，000 932，217，625 一般財源

合 言十 10，141，944，000 9，202，147，665 d回』 言十

人件費概算
|人エ数(人位刀よ梓賓(円)1
|3.251  16，398，5741 |官|無|

活動指標またほ蔵裏福覆 H26 H27 

7，816，320，00。7，835，508，00。
1単年度売上額 6，905，151，200 6，541，987，400 ............................. 

88.34% 83.18% 

2包括的民間委託によるオートレース事業での収益
50，000，000 50，000，000 

確保を行う。(市収益保証)
50，000，000 50，000，000 
-・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
100.00% 100.00% 

31~つの累積債務(トス料、 JKA交付金猶予額累 21一6，836，000 10，000，000 
積赤字)の解消(=宇累積債務の減少を図る)"'" I.....~.~~.~~.~.!~.~~ 11，539，000 

4.75% 115.39% 

予算現額(円)

売上等 10，141，944，000 

10，141，944，000 

|会計種別|特会(岨

10，000，000 

12，800，699 

128.01% 

決算額(円)

9，202，147，665 

9，202，147，665 

臨時

.目的の妥当性 I 妥当である い、型自動車競走法に基づき、公益事業の鍍興及び市財政の健全化に寄与することを目的に運営される。
妥ト………………...・H・-…1.............................1.
、当 i 自治体関与の妥当性| 妥当である I施行者である市は、小型自動車特別会計により事業運営の適正な執行を図る必要がある。
性ト…………………1............................+
|対象(受益者)の妥当性| 妥当である }包括民問委託を行い、売上向上を図る必要がある。(収益確保による累積債務解消は重要課題である。)

l目標達成度 l達成じている|市の収益保証の確保及び累積債務の解消ができており、達成している。
有 トH ・...….....・・H ・H ・…・・…・・…・・卜………・……・l

、効 |類似事業の存在 |存在しない
性トヘ | 
上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 |概ね適正である|包括的民問委託業者による経費削減効果があり概ね適正である。
刻、1.:..……………………..1.............................1.
率 |受益者負担の適正化|概ね適正である十契約に基づく包括的民間委託料と市の収益保証の確保による累積債務の解消により概ね適正である。
卜性，F.……………………..1.............................1. 

課題

今の向後方性

特記
事項

コスト効率 概ね適正である|包括的民間委託業者による経費削減効果があり概ね適正である。.. 
包括的民間委託契約による収益保証額は確保できているが、安定的な市の収益保証を確保するためには、勝車投票券の
売上額の減少に歯止めをかけるため、日程調整、サテライトでの発売機会拡充を推進してして必要があるロ

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 公営競技事務所

中項目(施策)

観光・交流の振興

様式1号(事務事業評価)

回二日

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

耐震工事実施設計評価手数料 821，000 820，800 

支 設計委託料 21，847，000 13，692，240 
出
内
訳

合 計 22，668，000 14，513，040 

人件費概算

山陽オートレース場施設耐震事業

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金 9，318，000 5，884，000 

財源割
県支出金

内合
地方債

訳 その他 13，350，000 8，629，040 

一般財源

合 計 22，668，000 14，513;040 

臨時

活動指標または成某指標

耐震化に向けた取り組み状況
1 I・平成26年度耐震診断(実施済み)
-平成28年度実施設計

|H26  I H27 

14，537，000 

A
T
 

n
u
"
 

nv
一ZN

R山
戸

川

刊

V

6
…o
 

q
d
u
n
uい

F
f
o
 

d
t
昨
噌

i

1
4

…
 

2 

3 

1.... m ..1目的の妥当性 |妥当である|入場者の安全を確保するため必要である。
妥 十H・...…f・M・M・..…………・・・↓ l 
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|建築物の耐震改修の促進に関する法律に基づき、耐震化を図るため、妥当である。
性 L…………............…J……… l

l対象(受益者)の妥当性|妥当である|入場者の安全を確保するため必要である。

有 I.~照明; JTTZいる
i 効 |類似事業の存在 、|存在しない
性}…|
l上位施策への貢献度|貢献している

. '1実施主体の適正化 |適正である|市が実施主体となるべきであり、妥当である。
効 i………-………ん・H・H・...↓ l 
率 |受益者負担の適正化|適正である|公営競技のため、税金の投入はなく、また市が主体となるべき事業であり、妥当である。
性 i……"…....・H・-山………L・…… l

コスト効率 概ね適正である .. 
現状のまま何もしない場合、小型自動車競走の開催に重大な影響を及ぼす可能性があり、耐震改修後の維持管理コストも
含めて総合的にする検討する必要がある。. 
また、山陽場における小型自動車競走の実施及び他の小型自動車競走場での競走実施時における山陽場での場外発売

課題 の受託等、耐震化進めていく中で、開催日程の調整等、業界内での意向も考慮しつつ、進めてして必要がある。

今の向後方性l 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

特記
事項



平成28年度事務事業評価シート|課帰・室園所(係)I 

事|乱開発や語表Ffな正面詞用を扇正子~と瓦正面休土
::1地の有効利用を推進し、適正な土地利用を図ることを固
ま|的とした国土利用計画に基づく届出を受理し、山口県に
芸|進達する。また、その後に遊休地の現況実地調査を行
|い、報告する。

歳 出 J 予算現額(円) 決算額(円)

消耗品費 91，949 88，909 

支 燃料費 61，051 61，051 
出

訳内

.g. コ 計 153，000 . 149，960 

様式1号(事務事業評価)

管財課 用地係 匹I7 I 

歳 入 ‘予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金 153，000 149，960 
j原害IJ
地方債

内合
訳 そのf也

一般財調

dE』2 計 、 153，000 149，960 

人件費概算
ロ工数(人役)I人件費(円)I 

l，443，580 甘いII何 IJ卜什 経常

2 

3 

落語藷標吉正面蔵栗福覆

届出・無届及び現況実地調査件数
(目標は設定しない)

H26 

二

|目的の妥当性 |妥当である|国土利用計画法第23条第l項により、市町村長を経由して届け出るため、妥当である。
l 妥 i山・....…...・H・………........卜… .1 

当 .11自ヨ部:治台f体本関与の妥当性| 妥当である |法律に基づき、妥当である。
| 性 lトト"…………..……..…………..……..……..…..…………..……..……..山...………..…….日一…..山..一………"…...…………..……..……..…....………..……..
対象(受益者)の妥当性| 妥当である|対象者は法律で決まつてしい、泊る。

J 目標達成度
有 ト..・m ・-…・・・・・・・・・・…・M・-…，....・H・...
効 類似事業の存在 、|存在しない

lI ~.エ
.実施主体の適正化 l適正である|法律に基づき、適正である。

効 }ト.ム一L
率率..I受益者負担の適正化|適正である|法律に基づき、適正であるo
性 }ト"…………..…………..……..……..山...…………..…………..……..山…..山....…"川川{…..山…..山....山….山山"山...…………..……..山....………..山…..山....山…叶~+............................I

| Iヨネト効率 |適正である|県から土地利用規制等対策費交付金がある。.. 
なし

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

向性

土地利用規制等対策費交付金については、年度末に実績にて確定する。

改善
時期

」



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室岡所(係)I 管財課 用地係 匹I8 I 

歳 出 予算現額(円) 決算額C円〕 歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

支 財 県支出金
出
内

源割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財源

合計 。 。 Aロd. 計 。 。
人件費概算

瓦投刀-kf年葺冊子] I蚕付税 r:"，-I r .Å.~~~::::l 
| O伍| 抑制~ I算入|無 II会計種別 一般

経常

若覇指標*7:こIま成栗指標 H26 H27 

1 I収用証明書等発行件数(目標は設定しない) I…・・1存…"“1…・・25砕・…・・・

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|市有地の購入であり、妥当である。

i|鋭的妥当I:22255:1225現場555:22252;:二二.........
対象(受益者)の妥当性| 妥当である

| 、目標達成度 i べ有 i ト..........・H・-……・・・・・・・・・ l 
f 日効じ類似事業の存在 l存在しない
性 ι…一円 l 
I上位施策:への貢献度|貢献している

|実施主体の適正化 |適正である|市有地の購入であり弘、適正であるロ
効 》十}一"………..山一..
率:I受益者負担の適正化|適正である|用地取得業務であり弘、適正である。

J 性性日 lι正h……〕川.目………..…………..……..山…..…....………..……..…....…………..……..…....…………..……..…....…………..……..…....………..…....・H・.1.............................1
コスト効率 適正である

.レ
“なし

、課題

J 今の向方性後 計画どおり事業を進めることが適当 、改時善期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室箇所(係)I 都市計画課

事|建築基準法第6条第1項第4号の建築物等の確認申請等
業|の建築確認申請等について、処理・指導を行う。

概
要

支
出
内
訳

歳 出

旅費

需用費

役務費

使用量及び賃借料

負担金、補助金及び交付金

dE』コ 計

予算現額(円) 決算額(円)

289，000 96，440 

196，000 175，190 

15，000 14，808 

306，000 269，568 

60，000 55，000 

866，000 611，006 

歳 入

国庫支出金

財源割
県支出金

内合 地方債

訳 その他

一般財源

dロ』 計

建築指導室 | 

予算現額(円)

866，000 

866，000 

人件費概算 l人工数(漂い惣弘11宝?|無 11封印| 一般

活動指標または成果指標

1 1建築確認申請の受付件数

H26 

42 59 

21民間指定確認検査機聞からの情報照会依頼件数r..・M・M ・-18子....・...r.......・・・22…・・…

31山口県福祉のまちづくりに関する届出受付件数 r......・H・9 ・T・H・-・・5・...........1 r..........・5..

目的の妥当性 |妥当である|市内の建築物の動向を把握するために必要であり、妥当である。

匹DIJ

決算額(円)

611，006 

611，006 

経常

l'説明妥当:|::2525ElE主張自主持労子治22222主主;記長;:::::::
対象(受益者)の妥当性| 妥当である

目標達成度
有ヘい l 

| 劫|類似事舎の存在 |存在恥性.， ~;....，;，;，;ó; ，..;....;..;.，;:......;， .....;.1 

.上位施策への貢献度|貢献している

.実施主体の適正化 |適正である
効 F~:..;，;，;.;.;.........;.、;.;.;， .1

察 I受益者負担の適正化|適正である
~性}、|
|コスト効率 1 適正である .. 
建築行為に関する市民等からの相談等について、対応できる職員が2名(内1名任期付職員)であり、建築主事資格保持者

課題

今の夜方

向性

特記
事項

を含め職員の育成及び確保が急務である。

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局呈・所(係)I 都市計画課 建築指導室 匹I18 I 

開発許可指導事業

市内(1000rri以上)の開発行為士 a覇I市許画法の規定に基づく開発行為許可申請に対して
芸|は、市の意見を付して許可権者(県知事)に進達。市条例
概|の規定に基づく土地開発届出に対しては、審査の規定に
要|基づいて承認する。

開発許可申請書等に対する意見並びに審査・承認を行う

意図|無秩序な市街地の拡大を防止し、計画的な市街化を計る

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

旅費 102，000 66，720 国庫支出金

'支 財 県支出金
出
内

源肉 割合 地方債

訳 訳 その他

一般財源' 102，000 

.g. 計 102，000 66，720 dz』z 計 102，000 

人件費概算 |人工数(淵入管羽|鷲見|無川竺画 一般

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指槙または成果指標 H26 H27 I C:E主主ー」目標 l

達成

1 11年間の開発行為許可申請書等の受付件数 19 19 w.........l .Jl' 

2 

3 

}目的の妥当性 |妥当である|関係法令の規定により、市が実施するものである。
妥 I ~.....帥M・M・..……………・・1.............................1

当 I自治体関与の妥当性|妥当である|無秩序な市街化の拡大を防止するためであり妥当である。
'性 J ト………….......;;..~.，.....;.I...... ......... ..... .........1 
対象(受益者)の妥当性| 妥当である

.目標達成度
有 I....... ，....~.......，......;............ ....1 
効 |類似事業の存在 1存在しない
性~.. ."..;....~;.......;.......:................I 

上位施策への貢献度|貢献している

効 l警貯:f*衿空仔空.子引黙f角与 | 翌主三交空三 I.~腎空空雪全竺竺?史o)m台.翌杓空 f;:三;:J:史!と， mil空~~1i'ii!:♂to)三?ゴ
率 l受益者負担の適正化|適正である
"性ドー…… l 
コスト効率守 適正である .. 
業務の対応から処理に至るまで相当な時聞がかかるため、専属の職員が必要。

課題

特記
事項

計画どおり事業を進めることが適当 改時期善

決算額(円)

66，720 

66，720 

経常



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室圃所(係)1 都市計画課 計画係

中項目(施策)

適正な土地利用の推進

都市計画図修正事業

事|都市計画総括園は都市計画決定を行った都市施設等の
:!:I情報を都市計画図に反映しており、閲覧や販売を行って
事|いる。そのため、最新の情報を提供する必要があることか
要|ら、おおむね3年ごとに修正する。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

都市計画図作成 4，250，000 3，584，520 

支
出
内
訳

.g. 計 4，250，000 3，584，520 

歳入 予算現額(円)

国産支出金

財 県支出金
j原書IJ
地方債

内合
訳 その他

一般財j原 4，250，000 

dロ』 計 4，250，000 

匹I21 I 

決算額(円)

3，584，520 

3，584，520 

人件費概算 |人工数常Fτ出 |想見|無|同問| 一般 | 臨時
※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 1 . H26' 1 H27 1 I H28 |目標

1 I tIlm~tOOi総括図の修正 L.........二:二

2 

3 

目的の妥当性 妥当である
|妥"t..，..;，;.......，........;..;................I.............................1
当 l自治体関与の妥当性|妥当である'
| 性 |………" ……H・H・..….1……・……・・…1
対象(受益者)の妥当性|妥当である|都市計画法第14条に基づいている。

目標達成度 概ね達成している
，べ有 t..........~..... ，......，.....， .........'....1 

劫 |類似事業の存在 |存在しない
、性 1...."............."....;"，::...，....;;.....1
上位施策への貢献度|貢献している

-実施主体の適正化 適正である|市が実施すべきである。
効 t，...........................，................，
率 I受益者負担の適正化|適正である
性， k.';，....:..，;;;;;;....;.."..;........，.，..;.1 
ヘlコスト効率 、 1 適正である

課題

、

ι 

.ト

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当

特記

事項

普通

改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課喝・室・所(係)I 都市計画課 都市整備係

小野田駅前地区都市再生整備計画事業

小野田駅前周辺地区事|小野田駅前土地区画整理事業の未施行区域を雷む小野
:!:I田駅前地区の約41ヘクターノレについて、平成27年度に
1!1小野田駅前都市再生整備計画を策定し、道路、公園、駅
童|前広場等の整備を行う。

手段|直接買収方式による整備を行う。

I平成28年度は道路と公園の実施設計を行った。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

調査設計委託料 20，300，000 10，266，160 国庫支出金 4/10 8，100，000 

支出内 財源割
県支出金

地方債 90目 3，300，000 
内合

訳 訳 地方債 100% 8，400，000 

一般財j原 500，000 

4E22 h 計 20，300，000 10，266，160 dE』3 計 20，300，000 

人件費概算 |人工数(人間人12211| 宝~I 有 I [会計建計 一般

マプ活覇指標または成果指標 H26 

(随時)
H27 

(随時)
1 1合意形成に向けた住民への説明会等の開催回数r.........・1……"1…...・M・7

事業の進捗状況
21 施行済事業費÷全体事業費x100 

3 

目的の妥当性 1妥当である|有効な土地利用と市街化の進展に寄与するものであり、妥当である。
妥 1;.......;..………………1.............................，

回三日

決算額(円)

4，100，000 

3，300，000 

2，400，000 

466，160 

10，266，160 

臨時

当 l自治体関与の妥当性|妥当である|市の都市核で、ある「小野田駅」周辺の再開発を積極的に進める必要があるo
性 }トト"…………..……..…………..……..…….“….“..…………..……..……..山……….，山…..……..…………..……..…….“…....………..…….“…..“………….“…….“….“':Y'…………..……..…....……..…..1十トiト.

，，1実対f象(受益者)の妥当性| 妥当である|小野田駅周辺は、市の都市核に位置付けられており、妥当でで、ある弘。。

目標達成度 概ね達成している

有 t竹"山………..山………..山………..山…..山….叫山..……….. ……….. ………...円一…….. ……… .. 山….. 山…..…....………..山….. 山.....
効 l類似事業の存在 |存在しない

性ぷ長二伝言語|説仁三百|雨漏ぷ説i;説子ぷぷ;

効j!?主f*O)jjj黙 I....~.~受付'HEf S3，門型.Ff讐明男l-.ì'$;ò;空空と主計町今全
率 |受益者負担の適正化|適正である
性 i…………・ん
コスト効率.' 適正である|入札により業者委託している。

.レ
課題

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

繰越明許費予算 10，022，720円(財源内訳国庫支出金 4，000，000円、地方債 6，000，000円、一般財源 22，720円)



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課圃局・室町所(係)I 都市計画課 計画係

中項目(施策)

適正な土地利用の推進

厚狭駅南部地区土地区画整理事業利子補給事業

42PZ野品購器禁PZ5322f|対象|山陽小野田市土地開判
事|社が借り入れた資金について、元金分については平成川手段|金融機関への利子補給
|年度に支払いが完了したが、残る利子分に対する補填を I l 

要l行う。 I意図|市街地の整備

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円)

土地開発公社利子補給金 2，007，000 2，006，037 国庫支出金

支 財 県支出金
出
内

源割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財源 2，007，000 
dEL 3 計 2，007，000 2，006，037 dロ』 計 2，007，000 

人件費概算 l人工数(よ従汗瓦存蔓I百円 |交付税r-:I rム=一一1
| 0吋 288'， ~~61 I 算入 | 無 I I会計種別| 一般

活動指標または成果指標

保留地の処分箇所数
(単年度売却箇所数/全保留地の箇所数)

2 

3 

目的の妥当性 |妥当である
妥 1.................，.....;.......，..，........，.1
当 |自治体関与の妥当性|妥当である
性 1........;........:......;.;......;......，......1
|対象(受益者)の妥当性| 妥当である

目標達成度 検討が必要
有 t.....，......，.....:.，...，...........，...，....，
¥効 |類似事業の存在 |存在しない
性 1.....;…"・;:;;;;'::..;，.........;...，....1
LJ上位施策への貢献度!貢献している
実施主体の適正化 |適正である

効 1..........;..，.;..............:......;.......1
率 1:受益者負担の適正化|適正である
性 ~..........;.....;;...;...........;..'.......I

コスト効率 概ね適正である

※上段:目標中段:実績下段:達成率

H26 I 官「寸 I H28 l目標 1
15 I 15 I I 15 I達成
1 0 1 I 1 ..1 度

0% 0% 

.レ
区画整理事業地の土地利用を図る施策を検討中であるため、計画どおり事業を進めるべきである。

課題

今の向方性後 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

保留地のうち1区画については、保育所と公的賃貸住宅の予定地であるため、目標数を減じた。

匹I12 I 

決算額(円)

2，006，037 

2，006，037 

経常



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室・所得)I 都市計画課 都市整備係 回三日

駅前広場管理運営事業

事|小野田駅、厚狭駅の駅前広場について、草刈り、花壇の
業|管理、施設の補修等を行い、適切な環境の維持に努め
lる。概目

要

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

旅費 11，000 7，800 

支 需用費 1，201，000 1，128，396 
出
役務費 13，000 3，559 

l 訳内
使用料及び賃借料 1，058，000 1，047，796 

4E』コ 計 2;283，000 2，187，551 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 2，283，000 2，187，551 

dE』ヨ 計 2，283，000 2，187，551 

人件費概算 |人工数(告内rzi||想見|無|匝副 一般 経常

活動指標ま正面画裏福覆 H26 H27 

2 

3 

有
効
性
一
二

目的の妥当性 、 |妥当である|駅前広場利用者の安全確保のためであり、妥当であるo

il-Jig-35説I::::~~:~:~~::::I開E房長-主将今日記長65:::::::::
対象C受益者)の妥当性|妥当である|駅前広場利用者の安全が確保されるため、妥当である。

目標達成度

類似事業の存在、 I存在しない

上位施策への貢献度l貢献している

実施主体の適正化 |適正である
効、 ι・H・H・:~.~.<:.~~.，~.~~，~~;，...~~~:....~..~.、 i

率 l受益者負担の適正化|適正である
性}、、 ;;.:.....:..:;.1

|コスト効率 | 適正である ... 
課題

今の向方性後 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

特記
l 事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室・所(係)1 都市計画課 都市整備係 匹仁司

厚狭駅南部地区土地区画整理事業用地管理運営事業

対象|厚狭駅南部地区土地区画整理事業用地

歳 出 予算現額(円) 決算額C円) 歳入 予算現額(円) 決算額(円)

清掃委託料 1，015，000 989，280 国庫支出金

支 草刈等委託料 595，000 594，210 財 県支出金
出

訳内

源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 1，610，000 1，583，490 

dE』2 計 1，610，000 1，583，4901 合計 1，610，000 1，583，490 

人件費概算 J 工(制人件記~I 官~I無 ll::竺l一般 経常

活動指標または成果指標 H26 

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|厚狭』駅南部地区は市が区画整理を行った地区であるため、妥当である。
妥 ト・・・・・……...・………・....・M・-・.，.............................，

当 I自治体関与の妥当性 l妥当である・l土地区画整理事業用地内の一部の区域は市が適切に管理する必要がある。
性ト………・……H ・H ・-…・…+............................1
対象(受益者)の妥当性|妥当である|土地区画整理事業用地内の環境美化に貢献している。

l目標達成度

i 防空券経.........T...註:~~~~:~:::J
、.上位施策伐の貢献度|貢献している

実施主体の適正化 適正である|土地区画整理事業用地内の一部の区域は市が適切に管理すべきであり、適正である。

li lH併特定r..民主:155EH今言明日行5E5115j忠告三説明555:
コスト効率 -概ね適正である|業者委託しているため、概ね適正である。

l課題

今の後方

、向性

特記
'事項

.. 

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価〉

平成28年度事務事業評価シート|課・局宮・所得)I 固定資産税係 匹I15 I 税務課

事|地籍調査に関する図面(一筆図に図根点、筆界点の座標
1::1及び求積表が入ったもの等)の閲覧、交付に対応するとと
事|もに、地籍調査の結果に誤りがある場合は、地図訂正や

要l地積更正等を行う。

地籍調査成果管理事業

手段|地籍調査に関する図面等の閲覧、交付を行う。

意図 i土地取引の円滑化、境界紛争の未然防止及び課税の適正化等が図れる。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

消耗品費 253，444 253，444 

支 通信運搬費 33，000 6，426 
|出
機械器具借上料 1，572，000 1，537，860 

内
訳 その他 788，556 。
.g. 計 2，647，000 1，797，730 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債

内合

訳 その他 130，000 117，440 

一般財源 2，517，000 1，680，290 

dロ』 計 2，647，000 1，797，730 

人件費概算 |人工数(人間人間~I 官|無| 同問| 一般 経常

走動指標または成果子宮覆

99.7% 1 100.0% 

H26 H27 

1 1地籍調査完了進捗率 99.7% 100.0% 

地籍図、地籍簿の法務局への送付地区数
21 
(単位:地区)
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地籍情報の閲覧数
31 
(単位:件)

50.0% I 100.0% 
a 設定しない

786 

|目的の妥当性 |妥当である|地籍調査の成果管理は、土地に係る様々な問題解決に向けて必要な事業である。
妥い........“.............山......…・↓ | 

| 当 |自治体関与の妥当性|妥当である|国土調査法で定められた事業である。(義務付けられた事業)
性}…..…………….:.，.....1…|
|対象(受益者)の妥当性|妥当である|市内全域の地籍調査が完了しているため、すべての市民が対象である。

目標達成度
有 f，..，・-…………・・………・・I........."..................t
効 |類似事業の存在 |存在しない|行っていない。
性f-:..:・H・..…....・M・......………1.............................1
上位施策への貢献度|貢献している i総合計画に登載されている事業(適正な土地利用の推進)である。

実施主体の適正化 適正である|民間等の外部の活用が馴染まない事業である。
効 r…・・…・・…・............………1.............................1
率 |受益者負担の適正化|適正である|受益者負担を適正に求めてる事業である。
性 1..・H・..…………………1.............................1
コスト効率 | 適正である|既にコスト削減が図られており、コスト削減の余地が少ない事業である。

.レ
地籍調査に関する図面の閲覧や交付は事務職でも対応できるが、地籍調査の結果に誤りがあった場合、地図訂正や地積更

正は専門的な知識を有するため、専門職(土木職)の職員配備や当該事業の所管部署等を再度検討する余地がある。

課題

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局留室・所得)I 都市計画課 都市整備係 回ココ

重|器三妥協ま品22議官;器22|対象|住居表示の実施区域
却を行う。 I手段|街区表示の維持管理
室|住居表示区域内の建物等の新築届出により住居番号を
l付番する。また、住居表示証明書等の発行事務を行う。

歳出 予算現額(円) 決算額(円)

消耗品費 11，000 9，665 

A 支出3 修繕料 100，000 90，720 

住居表示業務委託料 983，000 972，0001 
内
1'，訳

辺zzh 計 1，094，000 1，072，385 

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
j原害Ij
地方債内合

訳 その他

一般財源 1，094，000 1，072，385 

dE』Z 計 1，094，000 1，072，385 

人件費概算 |人工数(人町人件担~ I想見|無|匝副 一般 経常

100% 1 100% 

活動指榛ま正は成果指標

1 I住居表示維持管理実施地区数
(全64地区の単年度実施地区数)

H26' I ， H27 
12 I 9 

w …・・…五…...."1"・..……・5....

2 

3 

.且目的の妥当性 ¥γ| 妥当である|表示板等の維持管理を適切に行う必必、要があるため、妥当である。
:二 妥 '，~ト卜..山.. ぷ」ぷ川円…一..川.
当 I自治体聞与の妥当性|妥当である|住居表示地区の表示板等の維持管理は市がすベきであり弘、妥当である。
l'空F t粁.“…….“..“…..….，………..……...…….....……..…….....……..……..“.…・・十・ i 

lJ;Ji対象f莞益者?の妥当性|妥当である|郵便物等の誤配防止に寄与するため、妥当である。
I目標達成度! ぺ |達成している|適切に維持管理を行っているので、目標を達成しているo

J有 Lふふu…・・……山川…・↓……...・M・-・………1..
効: 類似事業の存在 “ |存在しない

fj諸説二ぷ副長]説モじる|
:五"1翼括主体の適酎ピペ|適正である|維持管理の主体は市であるため、適正であるo
間取 〆 I 句 ヘ I I 

ヌ整':~n受持者集担の適正化|適正である|維持管理は市の負担で行うものであり、適正である。
， T:E' トが.......…山~..~n.....山……….，.............................1

1" 1拐ト効率 土 |概ね適正である|維持管理業務については、入札により業者委託しているため概ね適正である。

...... 

内

H
M
宮
田
町

方
性
二
栴
割

?
の
向
二

計画どおり事業を進めることが適当



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 都市計画課 都市整備係 回二日

事|用盃面蔵内の市街化が進んでいる地域等l己記亡官
業|画的に住居表示の実施区域の拡大を図る。実施区域の
;!I選定については、地元要望のある地域を優先して行うな
霊|ど関係住民との合意形成を図りながら実施する。
I平成28年度は大学通二丁目の住居表示を行った。

歳出 予算現額(円) 決算額(円〕

報酬 32，000 10，000 

支 住居表示業務委託料 2，582，000 2，484，000 

訳出丙

合 1計 2，614，000 2，494，000 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債

訳内合
その他

一般財源 2，614，000 2，494，000 

AE晶t E十 2，614，000 2，494，000 

人件費概算 |人工数(人主|人11291|想見|無|同問| 一般 臨時

0% I 0% 
64 I 64 

64 

落語子宮寝言正は成果指標

住居表示実施地区数
(単年度・新規分)

n
u

…nu
 

E
E
B
E
A
T
-
-
E
 

6
一。
ι
-
n
u
"
n
U

H
 

21住居表示実施地区の地区総数 64 

100% I 100% 

3 

目的の妥当性 I妥当である|人口密集地区や要望のある地域について、住居表示を行う必要がある。
妥 ト・・M・M・...………………|… l 
当...I自治体関与の妥当性|妥当である|山陽小野田市住居表示に関する条例
性ト…J……........………・“H・I・-… | 
|対象(受益者)の妥当性|妥当である|郵便物等の誤配防止に寄与するため、妥当である。

|目標達成度 |概ね達成している
有ト....・H・-二.....…・… ・4
効|類似事業の存在 | 存在する
司平 ト 4 

じよー上位施策への貢献度|概ね貢献している

実施主体の適正化 1概ね適正である
効~:;....:.;......;...;;.:.;、:，1

|主際空空ftffi.O)幣!??再三台1
¥勾三lコスト効率 〆 |概ね適正である|住居表示業務については、入札により業者委託しているため概ね適正であるロ

.レ
p 咽 白、 、

〉課題
、'、、 ・

』、、

F 、

1.今の向方性後 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|諜唱呈・所(係)I 土木課 管理係

県道改良事業負担金

~I市両立<bる県道の整備ほ主だ十分ではなく、交通渋滞の
芸|解消や歩行者の安全確保、運転環境の向上等、安全に

概|対する課題がある。 I手段|県が行う道路改良事業費の一部を負担する
要.

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額〈円)

県事業負担金 8，093，000 8，092，619 国庫支出金

支
出
内

財源割
県支出金

地方債 88% 7，100，000 
内合

訳 訳 その他

一般財源 12% 993，000 

ft 言十 8，093，000 8，092，619 ~ ゐ 計 8，093;000 

人件費概算 |人工数(漂い件記~I 叡見|有 I I会計種別| 一般
若動指標または成果指標 H26 H27 

1 I県事業負担金 23，595，375 I 18，574，093 

2 

3 

匹I27 I 

|決算額(円)

7，100，000 

992，619 

8，092，619 

経常

~旧的の妥当性 l妥当である l交通渋滞の解消、歩行者の安全確保、運転環境の向上が期待できるので妥当である。
妥~..・M・-…………….............，.............................，

、当 |自治体関与の妥当性|妥当である|公共施設は自治体で整備すべきであり妥当である。
性、ト…………・....・....・M・...ァ…十|
対象(受益者)の妥当性|妥当である|県事業に対し地元自治体が応分の負担を支払うことは妥当である。

目標達成度
有.t.......~... ，... ......... ....: ... ............1 
効 |類似事業の存在 l存在しない
性~........;，..，...............，................I

上位施策への貢献度|貢献している

|実施主f体本の適正化 |適正である|山口県が管理する道路であり弘、県が事業主体なのは適正である。
効 一トドι"….. ふ，ムぶ...
、率 L受益者負担の適正化|適正である|負担割合は県下統一てゼ?適正であるo
性 L...…….. … .. 山...山…….. 山.. 山..，山…….. 山.. 山..，…….. 山.. 山...山…….. 山.. 山...山…….. 山.. 山...…….. 山.. 山..………1.............................1.

aコスト効率 適正である|県が入札により請負者を決定しており、適正である。

..... 
F 課題

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

向性

笠l

改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局室鋼所得)I 都市計画課 計画係 匹亡口
中演目(施策)

広域交通体系の整備

都市計画道路見直し事業

事|都市計画道路について、計画決定から30年以上経過したもの等
|について、県から示された「都市計画道路の見直し基本方針Jに
業|基づき、各路線の必要性等を検討し、廃止を含め、山陽小野田
概|市の見直し方針を策定する。策定後は、関係機関や市民との協
要|議を行い、都市計画の変更手続きを進める。

手段 Ir都市計画道路の見直し基本方針Jに基づいた見直しを行う。
意図|都市計画道路を見直し、計画的な道路網の整備を図る。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

調査委託料 648，.0.0.0 615，6.0.0 国康支出金

支 財 県支出金
出
内

源害IJ
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財源 648，.0.0.0 

dE』Z 計 648，.0.0.0 615，6.0.0 」E』ヨ 計 648，.0.0.0 

l入工数(よ在J!ス再葺南円 |交付税 I<1m: I 長一一一1
人件費概算 I .0.1ヰ| 叩

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I H26. I H27. I I H28 l目標 l

協議 | 協議 I I 協議 |達成

1 1見直し路線の関係機関との協議 ! 1回 ! 2回 1 I .0回 | 度、

21見直し方針(案)の市民説明会

3 

目的の妥当性 妥当である|健全な市街地の形成及び快適な都市形成に寄与するものである。
妥 t.:..・M・...…...........・....・M・...・H・.1.............................1

言!??空開吹雪空空 I....~ただ I.~.!~~持労史?竺今土全号明ゴタ:
対象(受益者)の妥当性| 妥当である|長期未着手の都市計画道路を対象とする。

l目標達成度 |検討が必要
有:十円・・・・..，;，...;;;.....~.........，..o...，.. ...1 
効j類似事業の存在 |存在しない

性 j王伝説員二五言語|福山~~'l証言語二五反ごみ二五五;ζ言語五五福山証言三i日;L;

効雪開竺空里!.~.......I空史ぞ lt???土う.で仔:
| 率 j受益者負担の適正化|適正である|市が主体で実施すべきである。
性 1……...・H・............……..1.............................1.
，コスト効率 適正である

..... 
見直し方針に基づいた変更候補路線は、県道や国道等の影響があるため、関係機関との協議が必要である。
都市計画道路の都市計画変更には、都市計画審議会の審議が必要となる。

課題

向性

特記
事項

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

決算額(円)

615，6.0.0 

615，6.0.0 



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室伺(係)I 都市計画課 計画係

都市計画道路整備県事業負担金

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

県事業負担金 12，000，000 11，495，025 国庫支出金

支 財 県支出金
出
内

j原害IJ
地方債 90% 10，800，000 

内合
訳 訳 その他

一般財源 10目 1，200，000 

4E』ヨ 計 12，000，000 11，495，025 4E』2 計 12，000，000 

人件費概算
|人工数(人役)1瓦停買両日 |交付税1::1 r 
| 0叫 288，7叫 | 算入 | 無 II会計種別| 一般

※上段:目標中段:実績下段:達成率

:普
活動指標または成果指標

1 I県道の事業進捗

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|都市計画の推進に寄与するものである。
妥 t…・・・…M・M・..…・・……...・H・..，.............................，

l当当 |自:治台体関与の妥当性| 妥当である|県事業を負担するものである。
性ト"…………..……..….... ……. 
|対象(受益者)の妥当性| 妥当である|同羽都1市計画道路網見直し方針(案)に基づいている。

有|h里腎?幣空円界黙竺 .....:...n.l 空惇勿PX;どピL.-C"三士"ど竺点"ど?色.三三対'{)三空空.
効 1類似事業の存在 |存在しない

性ぷ属議二雨量判長ぷ;;五|証言説言語副長崎長j

実施主体の適正化 |適正である l県事業を負担するものであるo
効~........………一………・4 十

|ヂ|拍手負向日|適-f問時と一…~.....n.n.n...n.，nn:n'.n •. ;n.';n;.;nn.lnnnnnnnnnnnnnn.1. 

Iコスト効率 I適正である|県事業の負担金である。

課題

今の後方

向性

特記
事項

.レ

計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

匹I10 I 

決算額(円)

10，300，000 

1，195，025 

11，495，025 

臨時



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局M室面所得)I 

占 I/J、野田書房扇扇面重蔵事業記係る東扇面蓮費百一部を
主|負担する。県は、収入に見合う事業を継続して実施予定。

土木課 管理係 匹I25 I 

小野田港港湾整備事業償還金等

議|港の利用に係る各協会l乙加入し連携を図る。 I手段|埠頭用地造成事業の償還金と各協会負担金を支出
要.

歳 出 予算現額(円) 決算観(円) 歳入 予算現額(円)

造成事業償還金 21，000，000 20，802，564 国庫支出金

支 負担金 318，000 318，000 財 県支出金
出
内

j原割
地方債内合

訳 訳 その他

一般財源 100% 21，318，000 

dE』ヨ 計 21，318，000 21;120，564 4ロ2恥 計 21，318，000 

|人工数(守~人官~ I ~i'-I 叶恒出 一般

活動指標または成果指標

1 1小野田港の貨物取扱量(トン)

2 

3 

H26 

500万

388万 350万

78.0% I 70.0% 

目的の妥当性 妥当である|地域経済発展のため、重要港湾小野田港の整備促進は妥当である。
妥 t.......，.…………・山H・H・.....1・ i 

当|自治体関与の妥当性|妥当である|公共施設は自治体で整備すべきであり妥当である。
性~ト…........・H・......…ー…H・H ・.1.............................1
|対象(受益者1の妥当性l妥当である|地元自治体が応分の負担を支払うことは妥当であるo

E目標達成度 |達成している|償還金支払事業
'有 t........~.............. ， ....................1

効 1類似事業の存在 |存在しない
性 1"'，，...，.............，.，..，..~.......， ......I 
上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 1適正である|山口県が管理する施設であり県が事業主体なのは適正である。
効 1..・H ・...…………………....1.............................1

J 率|受益者負担の適正化|適正である|負担割合は県下統一で適正である。
性 1....…………-…叩……・↓...........................1
.コスト効率 |適正である|近年は、平準化債を活用し単年度償還額を抑えており、適正である。

課題

の:今方後

向性

特記
事項

.. 

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

決算額(円)

21，120，564 

21，120，564 

経常



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室・所得)I 

事|小野田港は重要港湾に指定されて古事、，:tlli事雇肩発展の
品|ため、港湾施設の拡充を図り、開港指定を促進する。

土木課 河川|港湾係 匹[AJ

港湾整備事業負担金

議|小野田港の利用促進のため、老朽化した施設の改修及|手段|県が行う港湾施設改修事業費の一部を負担する。
要|び航路・泊地の法機を行なう。

:ι 歳 出 予算現額(円) 決算観(円) 歳 入 予算現額(円)

県事業負担金 3，209，000 

支
|出 r

内
訳

合 F 計 3;209;000 

人件費概算

若覇福覆または成呆指標

1 1県事業負担金

21小野田港の貨物取扱量

3 

3，208，680 国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他
F 

一般財源

3，208，680 4ロ』 計

H26 

10，935，432 1 1，493，370 

500万 500万

388万 350万

78.0% 70.0% 

90% 

10% 

500万

418万

84.0% 

2，451，000 

758，000 

3，209，000 

一般

良い

目的の妥当性 ハ |妥当である|地域経済発展のため、重要港湾小野田港の整備促進は妥当である。
一妥 }……………………・....1..........・H・…・ 1 
I ~ r自治体関与の妥当空|妥当主空|竺施設は自治体で整備すべきであり妥当である。
1対象(受益者)の妥当性| 妥当である|県事業に対し地元自治体が応分の負担を支払うことは妥当であるo

I目標達成度 |達成している|県の主要事業の実施に伴う負担金事業
有一}ム...............…・・......・M・....・H・ ..~.I.............................1 
'効 |類似事業の存在 |存在しない|
性ト叩
上位施策への貢献度|貢献している

|実施主体の適正化 |適正である|山口県が管理する施設であり県が事業主体なのは適正である。
効ト....・H・-………………:.1.............................1
率 l受益者負担の適正化|適正である|負担割合は県下統一で適正である。
性、 i山川

コスト効率 |適正である|県が競争入札により請負者を決定しており、適正である。

課題

今の後方

向性'

特記
事項

.レ

計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

決算額(円)

2，451，000 

757，6801 

3，208，6801 
臨時



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|謀・局・室・所(係)1 学校教育課 学務係 匹I11 I 

パソコン利用に係るコンテンツフィノレタ設置事業

~I学校で、児童生徒が利用する学習用パソコンは、調べ学習
芸|等を行う際インターネットに接続される。児童生徒が有害
概|情報に接触することがないよう、フィルタリングソフトにて有
要|害サイトへの接続をブ、ロックするo

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

機械器具借上料 553，000 552，852 

支
出
内
訳

dEeZ-I - 計 J 553，000 552，852 

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債

訳内合
その他

一般財源 553，000 552，852 

dロ』 計 553;000 552，852 

人件費概算 !人工数(淵人件15;61|鷲見|無|匝副

100.0% 1 100.0% 

一般 | 経常 | 

活動指標、または成菓子宮覆 幻
一
般
…
般

H
一
日
一
日

笠
般
…
般

H
一
日
…
日1 Iフィルタ導入校数

21子ども達が有害情報に接した報告件数
• • • • • • • ;
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3 

目的の妥当性 妥当である|児童生徒に有害情報を触れさせない環境の構築を行うものであり、妥当である。

自治体関与の妥当性|妥当である|市が学校と連携し、主体的に行う事業であり、妥当である。

対象(受益者)の妥当性| 妥当である|小・中学校の児童及び生徒であり、妥当である。

'達成している|今日まで子ども達が有害情報に接した報告はなく、達成されている。

、.類似事業の存在 |存在しない

I……・・・…:.~:..1搭杏許薗お「情.報活用・龍.月あ.尚ヱJ友ぴ「薮育環:環あ整備百三も.杏賀子る事業であ……
上位施策への貢献度|貢献している|ι具臨む込t
実施主体の適正化 |適正である|各学校配置の児童生徒用のパソコンについて、市がまとめてコンテンツフィルタ

I....~.~..~.~~ .. ~....I思::t奇'.~!!?主h.2λ.妥当..立長{>.~...・............
受益者負担の適正化|適正である|教育基本法により、市が全額を負担する必要があり、適正である。

適正である

|課題

t 今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

.い

園



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室岡所(係)I 学校教育課

大項目(九伊、

せよ|平成22年に教職員用パソコンを整備し私物パソコンを
芸|ネットワークから排除した。児童生徒の個人情報が入った
概l校務用パソコンから情報漏えいができないようにし、その
要lパソコンに対してウイルス対策ソフトを導入した。

J歳:出 予算現額(円) 決算額(円)

支

消耗品費 1，560，000 1，559，520 

出

A 内
訳

合 p計 1，560，000 1，559，520 

学務係 匹I12 I 

パソコン利用に係るウイルス対策事業

ウィルス対策ソフトの導入

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

源財内 割合
県支出金

地方債

訳 その他

一般財源 1，560，000 1，559，520 

合計 1，560，000 ，1;559，520 

人件費概算 |人工数(淵人件13;61|宝?|無II会開別| 一般 |経常|
活動指抵言正面画菓指標 幻

一
個
…
澗

H
一
日
一
日

指
一
回
一
回

目
-
Q
d
H
Q
d

'H'-，
τE・
引

噌

B
ム1 1ウィルス対策ソフト導入済み校数

• • • • • • • 
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・21ウィルス感染による情報漏洩件数
100.0% 100.0% 100.0% 1普通

3 

I ¥"v ili~+"_ --r_ I校務用パソコン及びパソコン教室のパソコンに対してウイルス対策を行うものであり、
目的の妥当性 |妥当である|

妥 I… ~.;'::.~~.::::".~...:..~.......I....~.~..~.~~~~....I妥当強盃旦・…・・・
d 当 I自治体関与の妥当性|妥当である|市が学校と連携し、主体的に行う事業であり、妥当である。
性:ト......円J……?…………~I.............................I
、1対象(受益者)の妥当性| 妥当である|小・中学校及び学校教育課であり、妥当である。

1目標達成度 |達成している|ネットワーク内に侵入したワイノレスを駆除・隔離することで感染を防いでおり、達成している。
、有1……・・・・・日…品H ・R・H ・.....・M ・..….f..…・・・….....・H ・....1

効イ類似事業の存在 I存在しない
性 1・u……・ ・・ 1.............................1 
， r.~ .. ~::;;:;~.=~.::::.~~.;;::.~~1 …T総.杏許苗めir情報活用.龍芳あ荷主]笈びn教育環.境あ整備1花.も.苔.薮.子忍草案こで:ぁ......
l上位施策への貢献度|貢献している|」1~.I~/~~~...;v"':~..~/~..1 ~lllI\\，/ ....V "rV I弘二貢献L工Uる

i実施主体の適正化 | 適正である 悼校の教育系に係るすべてのパソコンについて、市がまとめてウイルス対策ソフトを適用しており、適正である。
:効， • ~……山………・・M・...・ 1.............................1.

E率葬 |受益者負担の適正化| 適正である|教育基本法により札、市が全額を負担する必必、要があり弘、適正である。
性 Iト..吋.
I:Jコスト効率 | 適正である

..... 
ウィルス等への感染の危険性がゼロになることはないため、校長会でワイルスの危険性を指導し、各校へ復命を行うことで、
個々の情報セキュリティの意識向上を図る。

課題

今の向方後性 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

園



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局直・所得)I 市民生活課 | 市民生活係

中項目(施策)

国際交流・地域間交流の推進

;1市面繭繭会等へ補助金を交付することω 市民
レベルの国際交流を促進し、国際的な理解と国際感覚豊
町かな人材の育成を図る。

要

国際交流推進事業

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

支
出
内
訳

普通旅費 6，000 5，200 国庫支出金

市国際交流協会補助金 300，000 300，000 財 県支出金

山口県国際交流協会負担金 52，000 51，600 
源害IJ
地方債

内合
訳 その他

一般財調 358，000 

dEhヨh 計 358，000 356，800 d回b‘ 計 358，000 

人件費概算 !人工数(官~人空間|事引無|恒画 一般

活動指標または成果指標
※上段:目標中段:実績下段:達成率

H26 I 官「寸 I H28 l目標
1 5 1 I 5 1達成

1 1市国際交流協会の事業数 1 5 1 I 5 1度
80.00% I 100.00% 
140 1 140 

21市国際交流協会の事業参加人数 122 131 

3 

87.14% I 93.57% 

I目的の妥当性 |妥当である l国際交流の推進を目的とした事業である
妥}……………......山……|… l
当 1自治体関与の妥当性|妥当である|運営に対する支援を行うことで国際交流活動を推進する
性ト.......…………..........““H・1.............................1
対象(受益者)の妥当性|妥当である|団体への助成により市民レベルでの活動を促進する

目標達成度 ω |概ね達成している
有 }トトト"山………..山…..山………..山…..山…..山..山………..山…..山…..山……..山..山..….

匹I9 I 

決算額(円)

356，800 

356，800 

経常

効 I類似事業の存在 | 存在する lハ一モニ一倶楽部(国際交流.青少年健全育成.文化活動.まちづくり団体)
性 ιい"…………..…………..……..……..…...………..……..山…..山....…………..……..…....………..山…..…....・H ・......…..1...・H・H・...…・・..........1.
上位施策への貢献度|貢献している|国際交流の推進を目的とした事業である

実施主体の適正化 適正である|団体による活動を支援している
効 t....山……….. 山……….. 山….. 山….. 山.町山……….. 山….. 山….. 山……….. 山….. 山….. 山....……….. 山….. 山....……….. 山….. 山....山……….. 山….. 山..………… .. 山……….. …….一……て一….. 叶.. 
，率 l受益者負担の適正化|適正である|運営経費の一部を助成している
性}ト"山…….. 山…….. ….一…、一...……….. 山….. 山..…..……………l………………・l
コスト効率 適正である|運営経費の一部を助成している.. 
市民レベルでの草の根的な交流を模索していきながら、国際交流協会の活性化に努め、幅広い年代が参加できる事業の開

今の向方性後

特記
事項

催などを検討する必要がある。

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室刊(係)I 市民生活課

中項目(施策)

国際交流・地域間交流の推進

市民生活係 匹I10 I 

中学生海外派遣事業

事|親善大使として市内ゆ吾中学校推薦による中学生6名を
品|姉妹都市モ一トンベイ市へ派遣し、両市の友好親善と相
議|互理解を深めるとともに、広い視野と国際感覚を備えた次
要i代を担う人材の育成を図る。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

中学生海外派遣事業委託料 1，743，000 1，670，760 

支 普通旅費 45，600 45，600 
出
内
訳

.g. ヨ 言十 1，788，600 1，716，360 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債内合

訳 その他 参加者負担金 180，000 180，000 

一般財源 1，608，600 1，536，360 

ぷ回』 計 1，788，600 1，716，360 

工数(人役)1人件費(円)I I交付税 I_ I 1..o..，=.L吾 II r..'" I 
人件費概算 I 0叫 丸山叫 | 算入 |無 II会計種別| 一般 | 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I H26 I H27 I r--H213 1目標 1

I 1(6) I 1(6) II 1(6) I達成
1 1派遣回数(人数) I . 1 (6). I 1(6) I I ...... 1(6) I 度

100.0% I 100.0% 

21帰国報告会等の開催回数
4
一4

E
E
E
E
4
E
E
E
E
 

A
せ

"
A告

100.0% I 100.0% 

3 

目的の妥当性 妥当である 中学生を派遣することで友好親善と国際感覚を備えた人材の育成はまちづくりに必要である
妥 ......ー.............ー-ー..ー....ー.............-・・................................................................................................................................................................................................ 
当 自治体関与の妥当性 妥当である 市の実施要綱に基づき行う事業である
性 ............................................ -・・・・.....................................u....................................................................................................................................................... 
対象(受益者)の妥当性 妥当である 次代を担う人材育成として市内の中学生を対象としており妥当である

目標達成度 達成している'
有 -・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・................................... ...................................................................................................................................................................... 
効 類似事業の存在 存在する 目的は違うが海外派遣事業は存在する
性 ...ー....ー・ー.................ー・・・.......................................... ....................................................................................................................................................................ー-
上位施策への貢献度 貢献している 国際交流の推進につながる事業であるが、派遣生徒のその後の進路などを調査する必要がある

実施主体の適正化 適正である 市が実施することで事業の報告を通じて広く市民にフィードパックできる

効率性
-・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・町・・・・・・・・・・.........-・・・・・・...................................................................................................................ー.......・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・圃
受益者負担の適正化 適正である 一部参加者から負担を取って行っている

コスト効率
-・・・・・・・・・・・・................ ...................................................................................................................................................................... 
適正である 入札により事業費の低減に努めている.. 

定期的にアンケ ト調査を実施するなど、本事業の客観的な成果を検証する必要がある。平成24年度に実施したアンケ ト
結果において、友好親善などの直接的な成果に加え、派遣中学生が親への感謝や日本文化を再認識したり、帰国後にボラ
ンティア活動に参加する勇気を得たなどの回答もあり、裾野の広い事業であると評価できる。

課題 海外派遣を体験した中学生の生の芦が、他の生徒へもフィードパックできるような機会を提供していく工夫が必要で、あるo
派遣学生の選考方法等については関係機関と協議をしていく。

今の後方
事業の進め方等に改善が必要

改善
29年度中に改善に着手

向性
時期

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)I 企画課 行革推進係 匹I18 I 
天事百I 中項目(施策〉

定住促進

転入奨励金交付事業

'=-，平或盃言語手10月に施布一た転入促進条例に基づき、新た
芸|に住宅を取得した転入者に対して、住宅に係る固定資産
概|税相当額を5年間、転入奨励金として交付する。

要

歳出 予算現額(円) 決算額(円J、
負担金、補助及び交付金 22，419，700 14，934，300 

支
出

内
訳

dEb2 - 言十 22，419，700 14;934，300 

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 22，419，700 14，934，300 

dロ~ 計 22，419，700 14，934，300 

λ件費概算 |人工数{人tY7t:しiI想見|無|巴副 一般 臨時

97.00% I 89.0% 

活動指標または成果指標 F
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目的の妥当性 妥当である|定住促進による人口の社会増を目的とするものであり、妥当。
妥 t.....，.・M・-・・M・-……・…・，.............................，

当 I自治体関与の妥当性 l妥当である|定住促進に向けた市の取組であり、妥当。
性ト……川....・H ・-……M ・H ・1.............................1
対象(受益者)の妥当性|妥当である|転入者に対する優遇措置として妥当。

目標達成度 検討が必要|平成28年度は、新規交付件数が減少した。より効果的な周知を行う必要がある。

al咲き持:::::[:5551j:::::
，上位施策への貢献度|概ね貢献している|定住人口の増加に貢献している。

実施主体の適正化 適正である|定住促進は市の主要施策であり、市の事業実施は妥当。

ilF持母子手話:r::~~:~~~二
コスト効率 検討が必要|交付額や交付期間については、費用対効果を検証した上での検討が必要。

、/ .. 
制度の開始から5年が経過した。転入奨励金の交付による効果を検証した上で、地方創生の観点からも制度全体について
の検討を行い、更なる本市への移住・定住促進に繋がる支援策の充実についての検討を行う。

課題

今の方後
事業の進め方等に改善が必要

改善
29年度中に改善に着手

向性
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室・所得)I 企画課 企画係 匹I19 I 

事|UJIターン希望者に対し全国移住ナピホームページによる
業|広報をはじめ、相談・支援体制を整え、山陽小野田市へ
概|のUJIターンによる転入者を増加させる。

要

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)，

旅費 140，490 125，360 
支 消耗品費 156，000 98，247 
出
通信運搬費 100，000 3，816 

内
訳 手数料 50，000 。
移住フェア参加負担金 10，000 10，000 

合 計 456，490 237;423 

UJIターン推進・支援事業

山陽小野岡市への移住を検討している方(UJIターン希望者)

手段 IUJIターン希望者の相談を受ける。

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債内合

訳 その他

一般財源 456，490 237，423 

合 計 456，490 237，423 

| 人件費鵬 |人工数句|人?1241|想見|無|同判 一般 | 臨時

成標 L:長
21UJIターン者(転入奨励金の制度利用者) 227人

31移住・交流フェア出展回数

212人 169人

I 1回
1回

100.00% 

通普

目的の妥当性 l 妥当である|総合計画に記載されている事業である。
妥 トい.. ι.“. 
当 |自治{体本聞与の妥当性| 妥当である|定住促進は市が取り組むベき事業であり弘、妥当である。

|卜一 性 lトトト"………….. ………… .. …… .. …… .. …..“………….“…… .. 山..“………….“………….“一….日…….. ….目.……....…………"…….....………….. …….“….“.….1・・ ・ | 
対象(受益者)の妥当性|妥当である IUJIターン希望者に対する取組であり、妥当である。

目標達成度 概ね達成している|大都市圏(大阪)で、開催される移住フェアへの出展を行った。
有、1..........，...，.....，.......................，
効 |類似事業の存在 |存在しない

|位 rl反面員二ぷ言語長|員証CE;;ぶ|五五議長;;伝説話Z五五五両日説おふ;扇面i正面子五弘元瓦
実施主体の適正化 |適正である|定住促進は市が取り組むべき事業であり、妥当である。

効}……………………….1.............................1
率 |受益者負担の適正化|適正である|移住希望者に移住推進に関する費用の負担を求めることは適切でない。
性 i……・・…~…"・H・H ・.....・H・.1.............................1
コスト効率 適正である|山口県等とフェアを共同開催することで、経費の抑制に努めている。

..... 
'平成28年3月に策定した山陽小野田市まち・ひと・しごと創生総合戦略においても、 UJIターンの取組推進について掲げて
おり、これまで、の待ちの姿勢から、積極的な情報発信を行っていく必要がある。

課題

今の後方
事業の進め方等に改善が必要

改善
29年度中に改善に着手

向性
時期

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課目呈・所(係)I 企画課

天草百T 中項百τ施責7
定住促進

事 r~面蚕11'Jや「結婚」を希望する独身一男女長、そのきっかけ-
~Iとなる機会を提供するため、市内のロケーション等を活用ι

企画係 INol 20. I 

婚活支援事業

高|したイベント開催事業を委託して実施する。 I手段|出会いのきっかけとなる機会を提供するイベントを開催する。
要1 1意図|若者の結婚治加により、若者の定住促進を図り、市として人口増加を図る。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円) 決算額(円)

婚活支援事業委託料 1，0.0.0.，0.0.0. 988，70.0.1 国庫支出金

支 財 県支出金
出
内

源院割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財源 1，0.0.0.，0.0.0. 988，70.0. 

ぷロ』 計. 1，0.0.0.，0.0.0. 988，70.0.1 dEb 2 計 1，0.0.0.，0.0.0. 988，70.0. 

人件費概算 |人工数(淵人件記号~ I官lI無 I~正面 一般 臨時

活動指標まだ師原宿覆 H26 

1 1イベント開催回数

21イベント参加者数f受託業者開催)

3 

目的の妥当性 |妥当である|総合戦略に掲載されている少子化対策に資する事業である。
妥}…………・……取........……1.............................1
当 |自治体関与の妥当性| 妥当である |地方創生の観点から、若者の結婚の希望をかなえることは、定住促進及び人口減少の抑制に有効である。
性 f...........・H・-……………..1.............................1
対象(受益者)の妥当性| 妥当である|参加者については、結婚を希望する成年男女に対象に公募するものであり、妥当である。

目標達成度 概ね達成してし叫適正な男女比を保ちつつ、イベント参加者を確保することができた。
有 F..........・M・…・・…………・・・1.
'効 |類似事業の存在 |存在しない

性平雨量二伝説|伝説;主主|長谷議長;;語お説泳選正面FZ房長芸品正副長i;五千五議弓ζ
実施主体の適正化 |適正である|民間事業者へ委託して実施している。

l 効 ↓……………………・ト..........................1.
率..I受益者負担の適正化|適正である|事業実施においては、イベント参加者に参加料を求めている。
性 L……………………1.............................1.

課題

1 今の後方} 

向性

特記
事項

コスト効率 適正である|民間事業者へ委託しており、効率的な事業運営を行っている。

...... 

計画どおり事業を進めることが適当 改善ー
時期
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